
 
 

 
 

 

独立行政法人国立科学博物館の 

平成２８年度における業務の実績に関する評価 

 

 

 

 

平成２９年８月 

文部科学大臣 

  



1 
 

様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 独立行政法人国立科学博物館 

評価対象事業年

度 

年度評価 平成 28 年度（第４期） 

中期目標期間 平成 28～32 年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 生涯学習政策局 担当課、責任者 社会教育課、八木和広 

 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 政策課、岡村直子 

 

３．評価の実施に関する事項 

平成２９年７月２０日他 各種事業を実施している国立科学博物館役職員と意見交換 

平成２９年７月１０日～７月２５日 本評価書（案）について，評価等に関する有識者会議の委員より，書面にて意見・質問を聴取した。 

平成２９年７月２５日 監事へのヒアリング，及び法人の長（館長）へのヒアリングを行った。 

平成２９年８月２日 独立行政法人国立科学博物館の評価等に関する有識者会議に評価結果案を諮り，意見を聴取した。 

平成２９年８月３日～８月９日 有識者会議の意見聴取等を踏まえて作成した大臣評価（案）について，委員に対し再度書面にて意見を聴取，評価（案）に反映した。 

 

４．その他評価に関する重要事項 

特になし。 

 

５．独立行政法人国立科学博物館の評価等に関する有識者会議 委員名簿 

主査：高杉 良知    広島県府中町教育委員会教育長 

    平田 大二  神奈川県立生命の星・地球博物館館長 

山崎 愛子  山崎公認会計士事務所 

山中 敦子  蒲郡市生命の海科学館館長 

山本 珠美  香川大学生涯学習教育研究センター准教授 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定 

 

１．全体の評定 

評定※ 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

Ａ （参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

Ａ     

評定に至った理由 法人全体の評価に示す通り，全体として中期計画及び年度計画に定められた以上の業務の進捗が認められるため。 

 

 

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価 国立科学博物館は，日本及びアジアの科学系博物館の中核施設としてリードする役割が求められており，平成２８年度においても主要な３つの機能である「調査研究」「標本資

料の収集・保管」「展示・学習支援」にわたって充実した質の高い活動を国民に理解されるように様々な工夫を行いながら展開した。 

調査研究においては，平成２８年度も自然史，科学技術史全般にわたる標本資料に基づく実証的・継続的な研究を進め，その成果を国際会議・シンポジウムの開催及び共同研

究の推進により還元する等，先進的・先導的な役割を果たした。なかでも，クラウドファウンディングを活用したプロジェクトを実施し，新たな資金獲得の手法としての先駆け

となったとともに，直接的に研究と多くの一般市民をつなげる手法として，今後の研究活動に大きな影響を与えることが期待される。 

標本資料の収集・保管においては，標本資料増加数及び Web サイトにおいての標本資料情報の公開増加件数とも中期目標期間の年度平均の目標を上回る等，ナショナルコレク

ションとしての標本資料の充実を図り，全国的な情報の把握と発信，国際的な情報発信も進め，ナショナルセンターとしての機能の充実に努めた。 

展示・学習支援においては，展示事業数及び学習支援事業参加者数について，中期目標期間の年度平均の目標を上回るとともに，上野本館及び附属自然教育園の入館者数がそ

れぞれ過去最高となり，合計数も過去最高の２４７万人に上った。 

特に重大な業務運営上の課題は検出されておらず，全体として順調な組織運営が行われていると評価する。 

 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 

特に全体の評価に影響を与える事象はなかった。 

 

 

３．項目別評価における主要な課題、指摘事項など 

項目別評定で記載した

課題、指摘事項 

【運営の改善】 

組織体制の見直しについて，2019 年ＩＣＯＭ京都大会や 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等の諸課題に対する具体的な対応を明示し，更なる成果の積み上げ

に取り組むよう期待したい。（p82 参照） 

【契約の適正化】 

引き続き多様な財源の確保に努めるよう期待したい。（p84 参照） 

【運営費交付金残高の解消】 

次年度以降，計画的・効率的な執行を行い，運営費交付金債務残高の解消に努めることを期待したい。（p91 参照） 

【経費の節減】 

次年度以降についても経費節減に向けた取組の維持・拡大に努めることを期待したい。（p92 参照） 

その他指摘事項 特になし。 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 

特になし。 
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４．その他事項 

監事、有識者等からの

意見 

独立行政法人会計基準における業務達成基準では，自己収入の割合が比較的大きい法人の場合，財務状況の判断には考慮が必要であるとの指摘があった。 

その他特記事項 特になし。 

 ※ Ｓ：中期目標管理法人の活動により、全体として中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる。Ａ：中期目標管理法人の活動により、全体として中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる。 

Ｂ：全体としておおむね中期計画における所期の目標を達成していると認められる。Ｃ：全体として中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する。Ｄ：全体として中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求め 

る。  
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表 

 

中期目標（中期計画） 

年度評価 
項目別 

調書№ 
備考  中期計画（中期目標） 

年度評価 
項目別

調書№ 
備考 ２８

年度 

２９

年度 

３０

年度 

３１

年度 

３２

年度 

２８

年度 

２９

年度 

３０

年度 

３１

年度 

３２

年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 －  

 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 Ｂ     

２ 

 

 

１ 地球と生命の歴史，科学技術の歴史の解明

を通じた社会的有用性の高い自然史体系・科学

技術史体系の戦略的構築 

Ａ○     

１－１ 

  

１ 運営の改善 －      

２ 給与水準の適正化 －      

３ 契約の適正化 －      

４ 予算執行の効率化 －      

自然史・科学技術史の中核的研究機関としての

研究の推進 
－       Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 Ｂ     

３ 

 

研究活動の積極的な情報発信 －      

 

１ 自己収入等の確保 －      

国際的な共同研究・交流 －      
２ 決算情報・セグメント情報の充実等 －      

２ ナショナルコレクションの体系的構築及

び人類共有の財産としての将来にわたる継承 
Ａ     

１－２ 

 
３ 運営費交付金債務残高の解消 －      

ナショナルコレクションの構築 -      ４ 経費の節減 －      

全国的な標本資料情報の収集と発信 -      Ⅳ．その他の事項 Ｂ     

４ 

 

３ 国立科学博物館の資源と社会の様々なセ

クターとの連携協働による，人々の科学リテラ

シーの向上 

Ｓ○     

１－３ 

 

 

１ 法令遵守等内部統制の充実 －      

魅力ある展示事業の実施 －      ２ 情報セキュリティへの対応 －      

社会の多様な人々の科学リテラシーを高める

学習支援事業の実施 
－      ３ 人事に関する計画 －      

社会の様々なセクターをつなぐ連携協働事業・

広報事業の実施 
－      ４ 施設・設備整備 －      

 

※重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

 

Ｓ：中期目標管理法人の活動により、中期目標における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 
Ａ：中期目標管理法人の活動により、中期目標における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上とする。）。 
Ｂ：中期目標における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 
Ｃ：中期目標における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中期目標における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―１ 地球と生命の歴史,科学技術の歴史の解明を通じた社会的有用性の高い自然史体系・科学技術史体系の構築を目指す調査研究事業の実施 

当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人国立科学博物館法第十二条第 

二号 

業務に関連する

政策・施策 

政策目標１ 生涯学習社会の実現 

施策目標１－３ 地域の教育力の向上 

関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２８年度）１－３ 

行政事業レビューシート番号 ００２５ 

当該項目の重要度、

優先度、難易度 

【重要度：高】科学技術基本計画，科学技術イノベーション総合戦略 2015，生物多様性国家戦略 2012-2020 等において，継続的な科学技術イノベーションの創出に向けた学術研究・

基礎研究の推進とともに，生物多様性の保全とその持続可能な利用，防災・減災，海洋立国に相応しい科学技術イノベーション，ものづくり・コトづくりの競争力向上などの課題に

対応する研究の推進が挙げられており，国立科学博物館の実施する調査研究は，それらの実現に必要な基礎を提供する重要な役割を担うものであるため。 

 

２．主要な経年データ 

 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

指標等 達成目標 

前 中 期

目 標 期

間 最 終

年度値 

２８年度 
２９ 

年度 

３０ 

年度 

３１ 

年度 

３２ 

年度 

 

 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

重点的に推進

する調査研究

として，基盤

研究５分野及

び総合研究６

テーマを実施

し，調査研究

の方針等が設

定する調査研

究ごとの目的

や成果等，評

価軸の観点等

を達成 

計画値 － －  － － － － －  予算額（千円） 942,882 － － － － 

実績値 － 
 

－ 
 － － － － － 

 
決算額（千円） 1,035,245 － － － － 

達成度 

調査研究の

方針等が設

定する調査

研究ごとの

目的や成果

等，評価軸の

観点等 

－ 

業務実績欄に

記すとおり，

達成目標を十

分上回る業績

を上げた。 

－ － － － 

 

経常費用（千円） 1,265,355 － － － － 

 国立科学博物

館の特色を生

かし，国民に

見えるかたち

による発信を

重 視 す る な

ど，研究活動

計画値 － － － － － － －  経常利益（千円） 1,253,741 － － － － 

 実績値 － － － － － － －  

行政サービス実施

コスト（千円） 
1,559,295 － － － － 

 

達成度 

国立科学博

物館の特色

を生かし，国

民に見える

かたちによ

－ 業務実績欄に

記すとおり，達

成目標を十分

上回る業績を

上げた。 

－ － － －  
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の社会への情

報発信に関す

る評価軸の観

点等を達成 

る発信を重

視するなど，

研究活動の

社会への情

報発信に関

する評価軸

の観点等 

 

アジア・オセ

アニア地域に

おいて中核的

な役割を果た

すなど，国際

機関や海外の

博物館等との

共同研究・交

流等に関する

評価軸の観点

等を達成 

計画値 － － － － － － －  従事人員数（人） 61 － － － － 

実績値 － － － － － － － 

 
達成度 

アジア・オセ

アニア地域

において中

核的な役割

を果たすな

ど，国際機関

や海外の博

物館等との

共同研究・交

流等に関す

る評価軸の

観点等 

－ 

業務実績欄に

記すとおり，達

成目標を十分

上回る業績を

上げた。 

－ － － － 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

１ 地球と生命の歴

史，科学技術の歴史

の解明を通じた社会

的有用性の高い自然

史体系・ 

科学技術史体系の戦

略的構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 地球と生命の歴

史,科学技術の歴史

の解明を通じた社会

的有用性の高い自然

史体系・ 

科学技術史体系の構

築を目指す調査研究

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 地球と生命の歴史,科

学技術の歴史の解明を通

じた社会的有用性の高い

自然史体系・科学技術史

体系の構築を目指す調査

研究事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜実績報告書等参照箇所＞ 

平成 28 年度業務実績報告書 

各事項に関する業務実績の詳細は，下記のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜自己評価書参照箇所＞ 

各事項に関する自己評価は，下記

の通り。 

 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通り，

中期計画及び年度計画に定められた

以上の業務の進捗が認められるた

め。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 国立科学博物館は，日本はもとよ

りアジアの科学系博物館の中核施設

として，それらを牽引する役割が求

められており，そのための調査研究，
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標本資料の収集・保管，展示・学習

支援，人材育成等について質の高い

事業が数多く展開され，多大な実績

を上げている。中期目標を明確にし，

年度ごとの取組を積み上げていく実

践は高く評価でき，それにより蓄積

された各種標本及び専門的人材は貴

重な財産とも言え，その充実は国民

へのサービス向上に欠かせないもの

である。 

 基盤研究，総合研究等の調査研究

活動においては，中期計画に基づき，

実証的・計画的に取り組み，新種発

見や新たな知見の創出等として大き

な成果が得られるとともに，その成

果が特別展・企画展等の実施や情報

発信につながり，ひいては過去最高

の入館者数を記録するなど，当初計

画を上回る成果を上げている。また

各国研究施設との共同研究をはじ

め，ＩＣＯＭ主催のセミナーへのア

ジアの博物館として唯一の招聘・参

加など，国際的な交流や貢献におい

ても重要な成果が認められる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

特になし。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・日本に唯一の国立レベルの自然科

学系博物館として，社会的有用性の

高い研究活動を行い，その成果を社

会に還元することも大いに努めてい

る。 

・研究と情報発信が効果的に推進さ

れ，自然史体系・科学技術史体系が

形づくられつつある。 

・基盤研究，総合研究によって，自

然史，科学技術史全般にわたる研究

が進められている。次代を担う若手

研究者の育成も行われており，国際
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的な共同研究・交流も盛んに行われ

ている。 

 

 (1)自然史・科学技術

史の中核的研究機関

としての研究の推進 

 国立科学博物館

は，自然史及び科学

技術史に関する我が

国の中核的研究機関

として，自然科学等

における世界の中核

拠点となることを目

指して研究を推進す

ること。 

推進すべき研究は，

人類の知的資産の拡

大に資するととも

に，生物多様性の保

全や豊かで質の高い

生活の実現などを支

える科学技術の発展

の基盤となるため，

自然物あるいは科学

技術の歴史的変遷の

体系的，網羅的な解

明を目的とした組織

的な研究活動とする

こと。 

このため，基盤的な

研究として，近年特

に大学等の研究では

十分な対応が困難に

なっている，体系的

に収集・保管してい

る標本資料に基づく

実証的・継続的な研

究を推進するととも

に，分野を横断する

総合的なプロジェク

ト研究を実施するこ

１－１ 標本資料に

基づく実証的・継続

的な基盤研究の推進 

 自然史に関する科

学その他の自然科学

及びその応用の研究

における世界の中核

拠点になることを目

指し，研究に必要な

標本資料を収集・充

実し，それに基づき

組織的に目標を掲げ

て行う実証的・継続

的な研究として基盤

研究を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－１ 標本資料に基づ

く実証的・継続的研究の

推進 

研究分野等ごとに目標

を掲げて行う実証的・継

続的研究として基盤研究

等を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

【指標】 

・重点的に推進する調

査研究として，基盤研

究５分野及び総合研究

６テーマを実施し，調

査研究の方針等が設定

する調査研究ごとの目

的や成果等，評価軸の

観点等を達成 

 

（評価指標） 

・基盤研究，総合研究な

ど関連する調査研究の

実施状況 

 

（モニタリング指標） 

・論文等の執筆状況 

・学会発表の状況 

・新種の記載状況 

・科学研究費補助金新

規採択率の状況 

・分野横断的な研究者

の参加状況 

 

＜評価の視点＞ 

【学術的観点】 

・基盤的で，かつ大学等

の研究では十分な対応

が困難な，体系的に収

集・保管している標本

資料に基づく実証的・

継続的な研究が 推進

＜主要な業務実績＞ 

 

研究に必要な標本資料を収集・充実し，それに基づき組織的に目

標を掲げて行う実証的・継続的な研究として基盤研究等を実施し

た。 

 

 

〇基盤研究及び総合研究等関連する調査研究の実施状況 

①論文等の執筆状況  1 人平均 7.8 件 

（論文の執筆状況  1 人平均 3.8 本） 

（著書等の執筆状況 1 人平均 4.0 件） 

②学会発表の状況   1 人平均 6.5 件 

③新種等の報告件数   総計 280 件 

④科学研究費補助金新規採択率の状況 新規採択率 38．5％ 

⑤分野横断的な研究者の参加状況  館内 延べ 89 名  

館外 41 機関 55 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

評価指標である，基盤研究，総

合研究など関連する調査研究の

実施状況については，中期目標・

計画及び年度計画に基づいて研

究を積極的に進めており，新種等

の報告，新たな知見の創出・蓄積

等，特筆すべき重要な成果や今後

の展開・発展が期待できる進捗な

どが確実に達成されている。ま

た，それらの内容については，論

文・学会等での発表を含め様々な

方法で広く発表しており，当該研

究分野の発展やその普及・啓発に

大いに貢献している。特に，クラ

ウドファンディングを活用した

研究プロジェクトは，内容的にも

挑戦的な研究であり，直接的に研

究と多くの一般市民をつなげる

手法としても，本館のみならず広

く今後の研究活動に大きな影響

を与えることが期待できる。さら

に，モニタリング指標となってい

る①論文等の執筆状況，②学会発

表の状況，③新種の記載状況，④

科学研究費助成事業新規採択の

状況，⑤分野横断的な研究者の参

加状況についても，いずれも十分

な成果が上がっている。 

これらを踏まえ，Ａと評価す

る。 

＜評価すべき実績＞ 

 中期計画に基づき，研究が着実に

進められている。基盤研究及び総合

研究等に関連する調査研究の実績状

況では，論文等の執筆状況，学会発

表の状況，新種の記載状況，科学研

究費助成事業新規採択の状況，分野

横断的な研究者の参加状況について

も，いずれも十分な成果が上がって

いる。 

 基盤研究の取組においては，動物，

植物，地学，人類，理工学全般にわ

たって新たな成果を上げ続けてお

り，これらの成果を論文や学会発表

はもとより，シンポジウムや特別展・

企画展でも発表しており，広く社会

へ還元している。 

 総合研究においても，基盤研究の

成果を踏まえ，中期計画に基づき着

実な進行が見られる。分野を横断す

る６テーマについて，他機関の５５

名を含めた，複数領域の研究者が関

り，計１０３件の新種等の報告など

多くの知見が得られた。 

 研究環境の活性化のため，館長裁

量経費や科学研究費助成事業を積極

的に活用するとともに，新たな試み

としてクラウドファンディングを活

用した。 

 上記のように，自然史・科学技術

史の中核的研究機関としての研究の

推進について評価できる。 
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と。 

 

 特に本中期目標期

間は国立科学博物館

の基盤をなす研究と

して，生物多様性の

喪失とその対策など

に必要な基礎的な情

報を集積するため

に，自然史分野に関

しては，これまで分

類に関する情報の乏

しい分野も対象とし

て，主として日本及

びその周辺地域を中

心に自然物を記載・

分類し，それらの相

互の関係や系統関係

を調べることなどを

通じて，過去から現

在に至る地球の変

遷，人類を含む生物

の進化の過程と生物

の多様性の解明を進

めること。自然科学

の応用に関しては，

主として人類の知的

活動の所産として社

会生活に影響を与え

た産業技術史を含む

科学技術史資料な

ど，保存すべき貴重

な知的所産の収集と

研究を行うこと。 

また，これらの基盤

的研究の成果を踏ま

えたプロジェクト型

の総合研究として，

新たな分析技術を用

い，国立科学博物館

や国内外の博物館等

が所有する標本資料

を活用した研究や，

これまで研究の進ん

でいない日本の周辺

地域を対象とした研

究を進め，環境の変

化の状況や絶滅が危

惧される生物種等に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

されているか 

 

【目標水準の考え方】 

・調査研究の方針等に

基づき，近年特に大学

等の研究では十分な対

応が困難になってい

る，標本資料に基づく

実証的・継続的な研究

５分野及び分野を横断

する総合的なプロジェ

クト研究６テーマを重

点的に推進する。同方

針等が設定する，各調

査研究の目的や成果等

の達成の状況について

は，研究計画，進捗状況

の把握や研究成果の評

価の各段階において外

部評価を行うこととす

る。また，特に論文等に

ついて，他の研究機関

等と比べて遜色がない

数の情報発信，科学研

究費補助金について，

全国平均を上回る新規

採択率の確保を目指

す。 

 

 

【評価軸の活用】 

調査研究活動の評価に

当たっては，中期目標

で示された評価軸を活

用し，評価・評定の基準

として取り扱う評価指

標及び正確な事実を把

握し適正・厳正な評価

に資するために必要な

モニタリング指標を適

切に勘案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基盤的でかつ大学等の研究では

十分な対応が困難な，体系的に収

集・保管している標本資料に基づ

く実証的な研究として，5つの分

野でそれぞれの分野に即した基

盤研究を実施した。その結果，計

193 件の新種等を報告するなど，

以下のような特筆すべき具体的

かつ重要な成果を上げることが

できた。動物研究分野及び植物研

究分野では，分類学的な研究によ

る，新種等の報告と標本の収集及

び DNA 分析による系統の解明を

中心に推進した。その結果，皇居

のタヌキの 5 年間の食性データ

のまとめ，地衣類アミモジゴケの

温暖化に伴う北限地の発見，野生

絶滅危惧種コシガヤホシクサの

保全管理法の発見など, 新たな

知見が多数明らかとなった。地学

研究分野では，新種鉱物「豊石」

発見，西之島 2014 年噴火のマグ

マの成因の解明など，インパクト

のある成果が得られた。人類研究

分野では，縄文人骨から得られた

DNA 分析による遺伝的特徴の解

明，インドネシアの島の小型人類

（フローレス原人）の進化の解明

など注目すべき成果を上げると

ともに，江戸切支丹屋敷出土のイ

タリア人宣教師（ジョバンニ・シ

ドッチ）の形態復元結果を公表し

たが，新聞等メディアにも多数取

り上げられるなど広く一般に普

及・啓発することもできた。理工

学研究分野では，田中芳男の業績

資料の再調査の結果を広く紹介

し，重要科学技術史資料 16 件の

登録を行うなど，実証的・継続的

  

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 特になし。 
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関して，種間の関係

も含めた体系的な情

報を集積すること。

最新の分析技術を用

いて，環境の変遷を

知るための重要な基

礎となる地史学的な

解析を行い，生物種

の変遷と環境との関

係に関する研究を進

めること。国の研究

機関や大学等が所有

し，近年その散逸が

危惧されている様々

な分野の研究資料の

状況を調査し，今後

の保存のための指針

を作成すること。 

 以上を踏まえ，今

中期目標期間におい

て重点的に推進すべ

き調査研究の方針は

別表のとおりとする

こと。なお，研究の

実施に当たっては，

組織的なガバナンス

のもと，研究テーマ

の選定を含めた研究

計画，進捗状況の把

握や研究成果の評価

の各段階において外

部評価を行うこと。

また，各種競争的研

究資金制度等の積極

的活用など，研究環

境の活性化を図るこ

と。 

国家の知の基盤を強

化するためには，自

然史及び科学技術史

の研究は不可欠であ

り，大学等と連携し

たポストドクターや

大学院学生等の受け

入れにより，後継者

養成を進めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 動物研究分野は，

インベントリー構築

が遅れている分類群

を中心に調査を行

い，分類学的研究を

推進することで，生

物多様性の保全を目

的とした動物インベ

ントリーの構築を目

指す。あわせて，各

分類群におけるイン

ベントリーの達成度

を評価する。さらに，

それぞれの種の消長

を時系列的に解析す

ることで，環境変化

との関連を明らかに

し，種の保全につな

げる。同時に，形態

と分子に基づく系統

解析，多様性の解析

を行い，それぞれの

種がおかれている現

状を環境との関連で

解明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）動物研究分野 

 脊椎動物研究グループ

では，自然活動及び人間

活動による急速な環境変

化によって，生物の分布

や移動に様々なパターン

が見られると推定される

ことから，琉球列島，小笠

原諸島及び日本列島の魚

類・鳥類・哺乳類を対象

に，形態的・遺伝学的・生

態学的変異の解析を行

う。 

 これらと平行して，海

生哺乳類のストランディ

グ調査による標本及び基

礎的生物学情報の収集を

継続しながら海生哺乳類

の環境保全学的・保全医

学的研究を行う。 

 海生無脊椎動物研究グ

ループでは，日本周辺及

び隣接海域における刺胞

動物のタマクラゲ科，軟

体動物の溝腹類（カセミ

ミズ類）と腹足類，甲殻

類，半索動物のフサカツ

ギ類，棘皮動物のシカク

ナマコ類，扁形動物の二

生吸虫相を対象にした系

統分類学的研究により，

各動物群のインベントリ

ーの充実を図る。さらに，

動物地理学的，生態学的

研究を進め，各動物群の

多様性の理解を深める。 

 陸生無脊椎動物研究グ

ループでは，日本及び周

辺地域におけるハバチ

類，小型蛾類やハネカク

シ科の甲虫類，サラサヤ

ンマ属等のトンボ類，ク

モ類について分類学的研

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇動物研究分野 

【研究全体の概要・目標】 

あらゆる動物群を対象に標本・資料を収集し，それらを基に分類

と生物地理，生態に関する研究を行って動物インベントリーを構

築するとともに種多様性の理解を進める。さらに，それらの標本か

ら得られる形態と分子に関する情報を基に，動物の系統と遺伝的

多様性に関する研究を行う。 

【28 年度の調査研究の内容と成果】 

脊椎動物について，主に日本列島及びその周辺地域において標

本資料を収集し，形態学的・遺伝学的・生態学的研究，及び環境保

全学的・保全医学的研究を進めた。 

魚類では，解剖学的手法や走査電子顕微鏡による形態学的調査

を進め,日本及び東南アジア産魚類のインベントリー構築を推進

した。ホホジロザメを含むサメ類の形態を調査し，その多様性や機

能についての検討を行い,また,ドイツとロシアが主催した千島海

溝調査に協力し，出現の魚類の分類を行った。さらに,日本産魚類

の多様性解明を目的に，九州南部から南西諸島までの浅海性魚類

の情報や標本を採集した。特に,サケ科の感覚器官（側線系）の機

能と系統に関する検討を新たな種を追加して行い，種による側線

系の違いを見出し，さらに,野生魚と人工孵化魚での差異を検討す

るための基礎データも取得した。 

鳥類では,DNA バーコードの登録をさらに進めて，ウミスズメ類

の雛鳥の種同定に応用し，奄美大島で保護された雛をカンムリウ

ミスズメの最南端記録, さらに,硫黄諸島を含む小笠原諸島のヒ

ヨドリとメジロが異なる由来をもつことを明らかにした。琉球列

島のシジュウカラ科においてさえずりによる種認知メカニズムの

要因を解明し，論文発表，また,音声について小笠原諸島の資料を

収集し，データベース化した。 

陸生哺乳類では，ミャンマーで採集した核型未決定のモグラの

一種について核型分析を行い，類縁関係の推定を行った。本州の産

地にのみ分布するミズラモグラに関して形態学的な分析を行った

結果，これまで報告の異なる特徴を持つことから，新属として報告

研究に取り組み，着実に成果を上

げた。また，附属自然教育園にお

いて生物相調査等を行ったこと

も特筆される。これらの研究成果

については，論文や学会等で積極

的に公表するとともに，蓄積され

た資料や知見を広く一般への普

及・啓発に活用している。 

 

○動物研究分野では，形態と分子

に関する情報を基本とした分類

学的研究を通じ,多くの動物相を

明らかにするとともに，70 の新

種等を報告することができた。こ

れにより，あらゆる動物群が対象

の動物インベントリーの構築が,

さらに推進され，種多様性の理解

を大きく進展させた。カンムリウ

ミスズメの最南端記録の発見，シ

ジュウカラ科のさえずりによる

種認知メカニズムの要因の解明，

皇居のタヌキの長期にわたる食

性に関する収集データのまとめ

等,新知見が得られた。また，ミ

ズラモグラの新属, ハバチ類の

新種等も報告されている。さら

に，海生哺乳類の調査を継続し，

環境変動と健康状態等の情報が

蓄積され，今後の研究の進展に重

要な貢献となった。原生生物で

は，比較ゲノム研究により様々な

生物群の多様なオルガネラゲノ

ム構造や代謝経路の進化に関す

る新知見を得ることで，ゲノム分

野への大変な貢献となった。 

新しい情報の蓄積とともに，分類

学的なデータベースシステムの

構築方法の実践の検討等，新しい

手法を推進しており，今後の研究

の発展への貢献は大変大きいも

のとなった。これら研究成果は学
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究によりインベントリー

を構築するとともに，生

物学的情報の整理とデー

タ化を行い，種の同定が

できるだけ容易にできる

環境整備を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

した。さらに，皇居のタヌキについて 5年間にわたって収集した食

性のデータをまとめ，論文として発表した。 

海生哺乳類では，福島県で漂着アカボウクジラ 1例を調査し, 本

個体は動脈硬化症を発症した雌であることが判明するなど,貴重

なデータを得ることができた。さらに,スナメリ等の環境汚染と健

康状態の相関解明，集団座礁カズハゴンドウの原因究明等も継続

して行った。スナメリのアジアでの形態学的地域差ならびにイル

カ類の水棲適応の過程に関連する頚部から前肢の神経系や血管系

の特異所見についても連携して考察し,カズハゴンドウの調査で

は,甲状腺癌が２例観察される等,より多くの情報を収集できた。

哺乳類全般について，他機関と連携して受け入れた動物死体の比

較解剖学的，系統進化学的研究を推進しており，特に,ニホンカモ

シカやアマミノクロウサギの形態変異に関する研究を進めた。今

後の活用が期待される哺乳類の全身 CT データ，３Ｄデータの蓄積

を推進した。 

原生生物では，ストラメノパイル類，キネトプラスチダ類等で大

系統の進化を明らかにするとともに，比較ゲノム研究によりさま

ざまな生物群における多様なオルガネラゲノム構造や代謝経路の

進化に関する新知見を得た。海生無脊椎動物について，刺胞動物に

ついては，ウミヒドラ科ヒドロ虫類における単為生殖種出現の進

化的要因を研究し，両性生殖種から卵数減少，幼生保育への変化，

染色体の倍数化により単為生殖種が出現したという結果を得た。

また，イソギンチャク類の新属新種を記載した。扁形動物では，コ

ククジラから得られた吸虫 1 種と条虫 2 種について報告し，板鰓

類に寄生する条虫類に関して，分子系統解析に基づく分類学的研

究を進めた。軟体動物では，マレーシア産多板類において，3 新種

とマレーシア初記録種 1種を見出した。また，日本沿岸の多板類に

ついてはキタサメハダヒザラガイの分布及びキタノババガセの保

育習性を明らかにした。さらに，イソコハクガイ科の日本新記録属

であるケボリウズマキ属の 6 種を記録し，イトカケガイ科の 1 新

種を記載した。節足動物では，ケブカガニ科の 2 新種を記載した。

棘皮動物では，テヅルモヅル科の分類体系の見直しを行った。半索

動物については，小笠原諸島にて日本で初めて浅海産エラナシフ

サカツギ類の 1 種を得た。 

陸生無脊椎動物については，ハバチ類では，日本，中国，ロシア

及びミャンマーからナギナタハバチ科，ハバチ科，ミフシハバチ科

の 9新種を記載し，一部，分子データの解析をもとに，ナギナタハ

バチ科，ハバチ科，コンボウハバチ科等の多数の種について分類学

的新知見，新分布，新寄主植物の記録を発表した。コウチュウ目に

ついては，ハネカクシ科のインベントリー作成と甲虫のバイオミ

メティクスについて研究を進め,バイオミメティクスの教科書の

会発表 65 件，学術論文 53 編，著

書他 35 件等での報告を行ってい

る。また，一般への知識の普及・

啓発についても活発に行った。 
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植物研究分野は，

動物以外のあらゆる

真核生物と一部の原

核生物を対象として

標本資料を収集し，

各標本について，形

態，生態，二次代謝

産物を中心とした物

質代謝・生理，DNA 配

列を基本とした分子

系統等，様々な情報

を収集し，それを基

に維管束植物，コケ

類，藻類，地衣類，

菌類の分類学や進化

学的な研究及び多様

性の解析を行い，さ

らに，顕花植物につ

いて環境との繋がり

に注目した絶滅危惧

植物の保全のための

研究を行うことによ

り，日本の生物多様

性の解明及び保全の

基礎的な資料を蓄積

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）植物研究分野 

 菌類，地衣類，藻類，

蘚苔類，シダ類から種子

植物まで，さらには乾燥

標本から生きた植物まで

を対象として，標本の収

集を行うとともに，多様

性科学の基盤となる情報

の集積を行う。 

 陸上植物研究グループ

では，例えばキヌシッポ

ゴケ属等の蘚類や苔類等

のコケ植物，日本及び周

辺地域の各種シダ植物，

サクラ属植物，ショウガ

科植物等の系統地理学的

研究や分子系統学的研究

を中心とした研究を行

う。 

 また，菌類・藻類研究

グループでは，シンジュ

タケ，ソライロタケ，チ

ャワンタケ等の各種キノ

コ類，モジゴケ等の各種

地衣類，珪藻類，紅藻類，

緑藻類等の藻類の系統地

理学的研究や分子系統学

的研究を行う。 

 さらに，多様性解析・

保全グループでは，フガ

クスズムシソウ等のラン

科植物の菌類との共生の

研究や分類，保全，琉球

列島や台湾のマンネング

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昆虫に関係する部分の執筆を進めた。鱗翅類（チョウ・ガ類）では，

ミノガ科およびヤガ科ケンモンヤガ亜科の各 1 種を日本から記載

し，日本産チョウ類の寄主植物リストを取りまとめ,調査データお

よびメタデータが電子情報として保存されるデータペーパーとし

て出版した。また，分類学的なデータベースシステムの構築方法の

実践，分類体系変遷の記述に情報技術を活用する手法についても

検討した。トンボ類については，ラオス・ベトナムからサラサヤン

マ属の１新種を記載し，同属の知見の乏しい 2 種についてベトナ

ムから新記録として報告を行った。クモ類については，琉球列島に

生息するキムラグモ属およびオキナワキムラグモ属諸種の分子系

統解析の結果に基づき同地域の種の多様性を明らかにすることが

できた。また，有毒種セアカゴケグモ等の特定外来生物について，

一般への知識の普及，啓発につとめた。 

 

 

 

〇植物研究分野 

【研究全体の概要・目標】 

菌類も含めた植物の多様性を総合的に研究する目的で，陸上植物

研究グループでは維管束植物とコケ植物，菌類･藻類研究グループ

では，藻類，地衣類，担子菌(キノコ類)も含めた菌類，多様性解析・

保全グループ(筑波実験植物園)では，各種環境に適応した絶滅危

惧植物や日本固有の植物を中心とした植物群の多様性を，生きた

材料も含めた標本による研究を基本にして，分子系統解析，ゲノム

解析，二次代謝産物の解析，形態学的解析等の様々な手法を用い

て，植物の多様性の総合的な解明を行う。さらに，日本を特徴づけ

る固有種や絶滅危惧種を中心にして，植物・菌類の実体の解明と保

全に着手する。 

【28 年度の調査研究の内容と成果】 

日本に固有の植物と絶滅危惧植物を中心として，日本やアジア

あるいはさらにその他の地域の維管束植物，コケ植物，藻類，地衣

類，菌類等の形態，生態，分子遺伝学的，さらには化学成分的特性

について，解析を行った。 

陸上植物研究グループでは，ヒカリゴケ生育地の環境に関する

研究，ミャンマー産ショウガ科植物に関する総合的な研究，日本産

シダ類の多様性に関する研究等を行い，日本とアジアの植物につ

いて分布，生育環境，系統関係等が明らかとなった。 

菌類・藻類研究グループでは，ブナ科植物の根から検出されるビ

ョウタケ目の菌類の多様性と分類に関する研究，南半球のアカキ

クラゲの多様性と系統に関する研究，褐藻ケヤリモ目の新種に関

する研究，関東周辺に自生の絶滅の海藻等に関する研究，放散虫ス

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○植物研究分野では，ガストロス

ポリウム属菌類の新種の発見，褐

藻ケヤリモ目の新種，マンネング

サの新種の発見等，新種等が計

69 件報告され，着実に研究が推

進された。また，ヒカリゴケの生

育環境の解明，地衣類アミモジゴ

ケの温暖化による北限地の発見，

野生絶滅危惧種コシガヤホシク

サの保全管理法研究の進展，絶滅

危惧植物ムサシモの固有性の解

明，日本固有の植物のフラボノイ

ドの発見，ブータン産メコノプシ

ス属植物の花色含有色素成分の

発見等，生態学的な，絶滅危惧種

に関する，また化学成分的特性に

ついての新知見など多数成果が

得られた。これらの研究により，

論文 60 編，著書等 43 件の研究

論文と国内外での学会発表とし

て 53 件報告した。また，「きのこ

展」や「つくば蘭展」，その他の

展示・学習支援活動を通じて一般

社会に知識を還元した。また，新

聞，テレビ，ラジオ等でも報道さ
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 地学研究分野は，

プレート上の岩石と

鉱物の調査・同定・

記載を行う。特に海

底部における時間

的・空間的分布を解

析して，日本列島の

形成過程の理解を進

め，造山活動等の地

球の動的進化の解明

を図る。また，アジ

アの中～新生代軟体

動物の時空分布，国

内の新生代湖沼珪藻

の生物地理の変化，

微化石群集や地球化

学分析から海洋環境

変動に焦点を当て

サ属の分類，地理学的研

究，チャルメルソウ属の

分類，訪花昆虫との関連，

分子系統学的研究，各種

水草の分子系統と保全に

関する研究，高山帯に生

育するシオガマギク属や

ウルップソウ属植物等の

二次代謝産物による化学

的適応に関する研究等を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）地学研究分野 

 岩石鉱物については，

「フィリピン海プレー

ト・太平洋プレートの時

空分布の精密解析」のテ

ーマのもと，フィリピン

海プレート上の関東地方

から小笠原諸島に至る地

域を対象とし，火成岩，

変成岩，堆積岩とそれら

を構成する鉱物の調査を

行う。 

 「古生物の系統，時空

分布及び古環境の精密解

析」のテーマのもと，植

物化石については，中部

地方及び九州地方の新生

代植物化石を研究対象と

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プメラリアの珪質殻における成長モデルに関する研究，福島県内

あるいは富士山周辺における野生きのこの放射性セシウムの濃度

に関する研究，茨城県の海浜から採取されたガストロスポリウム

属の新種の菌類の分類学的研究，南半球のアカキクラゲの多様性

と系統に関する研究，地衣類アミモジゴケの温暖化によって変動

する生物地理学的研究を行い，いままでに知られていなかった菌

類・藻類の自然界における機能・動態と進化過程等，日本を中心と

する菌類と藻類について系統関係，分子遺伝学的特性，生物地理学

的知見等が明らかとなった。 

多様性・解析保全グループでは，菌従属栄養植物のサクライソウ

の分布と共生菌の占有度の影響に関する研究，キンラン属植物の

保全に関する生育環境と生存戦略の研究，共生菌の違いによるサ

イハイランの菌従属栄養レベルの変化の研究，関東地方における

移入種イケノミズハコベの分布状況の研究，野生絶滅危惧種コシ

ガヤホシクサにおける保全管理法の研究，マンネングサに関連す

る新種の研究，東アジアの絶滅危惧種エンビセンノウの保全に関

する研究，ミスミソウの花の色素成分と訪花昆虫の色覚に関する

研究，日本固有の植物におけるフラボノイドの特性に関する研究，

ブータン産メコノプシス属植物の花色と含有色素成分に関する研

究等を行い，日本の固有植物と絶滅危惧植物を中心に発生形態，分

布，保全，生殖的隔離機構，化学成分等が多数明らかとなった。 

これらの研究成果は，延べ 90 編の研究論文と 82 編の国内外で

の学会で発表された。さらに，企画展「きのこ展」や「つくば蘭展」，

その他の学習支援活動を通じて，また，これらはプレスリリースを

通じて，新聞，テレビ，ラジオ等でも報道され，広く一般に公表し

た。 

 

○地学研究分野 

【研究全体の概要・目標】 

地学研究分野のうち，鉱物科学研究グループでは，「日本列島の

岩石・鉱物の精密解析」のテーマのもと，日本列島とそれに関連深

い周辺地域の岩石・鉱物を収集し，それらの科学的な意義を明らか

にするための結晶学的・化学的解析と生成年代測定を行う。生命進

化史研究グループと環境変動史研究グループで構成される古生物

分野においては，脊椎・無脊椎動物化石，植物化石や原生生物の化

石・現生種を対象に，「古生物の系統分類，古生物地理及び地球環

境変動と生態系の進化の研究」で，時空分布，形態的解析，分子生

物学的解析，地球化学的分析を進め，地球環境の変動とそれらと相

互作用する生態系の進化の解明を目指す。 

【28 年度の調査研究の内容と成果】 

鉱物科学グループでは，高知県のマンガン鉱山跡から新種鉱物

れ，広く社会に発信した。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地学研究分野では，新種鉱物を

発見し，「豊石」として記載，ナ

ンヨウスギ属化石の新種発見，ザ

トウクジラに近縁な新属新種及

びペルム紀巻貝類の１新属の発

見など，計 54 の新種等が報告さ

れ，着実に基盤的研究が進められ

た。また,西之島火山について世

界で初めてマグマ発生・噴火条件

を決定,髭鯨類の化石種の大型化

が独立して起こった新知見，ペル

ム紀の巨大二枚貝・シカマイアの

殻形態の復元，また，東アジア夏

季モンスーンの長期変動と過去
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る。中生代爬虫類・

新生代哺乳類化石を

対象とし，系統進化

を基礎とした分類

学，生物地理，地球

化学の手法で生活

史，生息環境，食性

の復元に焦点を当て

る。新生代植物化石

を対象に分類学的・

古生態学的検討を行

い，古植生とその変

遷を明らかにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する。脊椎動物化石につ

いては，南，東及び東南

アジアや国内の本州各地

の中生代爬虫類・新生代

哺乳類化石を研究対象と

し，系統進化に関連づい

た分類学や生物地理，地

球化学分析を指標とした

生活史の復元に焦点を当

てる。無脊椎動物化石・

原生生物化石について

は，南，東及び東南アジ

アの中～新生代軟体動物

の時空分布，国内の新生

代湖沼珪藻の生物地理の

変化，微化石の群集変化

や地球化学分析から明ら

かにされる黒潮等の海洋

環境変動に焦点を当て

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を発見し，「豊石」と命名，記載した。また，天然ガス分子を含む

シリカ鉱物である「千葉石」について，高圧下でのガス分子の挙動

を明らかにし，国際誌に報告した。火山研究では，西之島の火山灰

の分析を行い，世界で初めてマグマ発生・噴火条件を決定し，国際

誌に発表した。また，日本東方沖の太平洋に存在する超巨大火山

（シャツキー海台）から東に延びる応神ライズ海山群の溶岩につ

いて年代学，岩石学，地球化学的研究を行った結果，シャツキー海

台の火山活動に続く一連の噴火により形成したことが判明した。

さらに，北部伊豆小笠原弧の大室ダシ海底火山について調査船新

青丸 Ks-16-6 航海調査を実施し，噴火活動が従来の想定より広範

囲に及んでいたことが明らかになった。深成岩研究では，日本列島

（男鹿半島・西南日本・伊豆衝突帯等）の基盤岩類，西オーストラ

リア・ピルバラ地域の太古代花崗岩等の地球化学的・年代学的分析

を推進した。 

生命進化史研究グループでは，植物化石については，平成 27 年

度末に南米チリで採集したナンヨウスギ属化石を新種として報告

し，また，東アジアに固有のヒノキ科コウヨウザン属化石種につい

て，球果・種子等に基づいた総合的な分類学的再検討を行い，中新

世種が現生２種双方の特徴を有することを明らかにし，学術誌に

報告した。また，世界の新生代化石種のデータベース作成での化石

種に基づいた古地理等の議論における課題を検討した。さらに，日

本の新植代研究史の総説を発表し，白亜紀前期の恐竜化石産地の

手取層群北谷層の植物化石の古気候学的な意義を議論して学術誌

に報告した。海棲哺乳類化石については，CT スキャンデータ等を

用いて，ネズミイルカ類については内耳構造の立体復元を行って，

内耳形態の進化的変化と体長との間に相関関係があることを学術

誌に報告した。また，髭鯨類の体長について，各系統群の化石種の

推定体長から，各系統群で大型化が独立して起こったことを学術

誌に報告した。国内各地の博物館に所蔵展示のペルー産ナガスク

ジラ類化石を記載し，統解析の結果より，ザトウクジラに近縁な新

属新種であるとして学術誌に報告した。陸棲哺乳類化石について

は，沖縄県南大東島の鍾乳洞から採取の，現在では島に生息してい

ない虫食性コウモリの絶滅時期の分析を進めた。また，岐阜県産の

絶滅齧歯類化石の記載を進めた。爬虫類と鳥類については，頭骨の

形態進化の研究の中で，植物食恐竜の歯について，白亜紀末期の鹿

児島県の化石に関する論文を発表した。 

古生代ペルム紀巻貝類の１新属，また，ペルム紀の巨大二枚貝・

シカマイアの殻形態を復元，分類や古生態について議論，さらに，

中生代の南部北上山地の下部三畳系から産出したアンモナイトに

よる地層の時代を正確に決定，及び化石群の特性に関する議論等，

学術誌に発表した。ベトナム北部の下部三畳系の化石群集や炭素

4 万年間についての千年スケー

ルの変動についての報告等，極め

て重要な意義をもつ報告が多数

あげられた。 

これら研究成果は学会発表 71

件，学術論文 34 編，著書他 7 件

等での報告となり，西之島火山の

成果は展示としても報告し，成果

を広く一般の方に周知できた。 
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 人類研究分野は，

古人骨のゲノム研究

では，縄文を中心と

した列島各地の人骨

からＤＮＡを抽出

し，次世代シークエ

ンサを用いた網羅的

なＤＮＡ分析を行

う。特にミトコンド

リアＤＮＡに関して

は全塩基配列を決定

し，系統分析を行う。

列島の各時代・地域

のゲノムデータを蓄

積することで集団の

形成に関する新たな

シナリオの完成を目

指す。また，旧石器

人骨に関しては，Ｃ

Ｔスキャンと３Ｄプ

リンタを用いた研究

を進め，形態研究か

らも従来説の再検討

を行う。さらに，発

掘された多数の江戸

時代人骨の病変やス

トレスマーカー，死

亡年齢を調べること

で，この時代の人び

との健康状態や公衆

衛生面に関するデー

タを集め，健康面で

の実体を明らかにす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）人類研究分野 

 平成 28 年度は，関東，

東北及び北海道地方の縄

文人の全ゲノム解析を行

う。これまで蓄積した縄

文人ゲノムと併せること

で，関東地方以北の縄文

人の遺伝的な特徴を明確

にする。また，長崎県佐

世保市の遺跡群は全国的

にも貴重な縄文時代早期

のまとまった人骨で，こ

れまで研究が手薄だった

在来系弥生人の人骨を含

んでおり，縄文人の起源

や弥生時代の渡来民の問

題を探る上でも意義が大

きいものである。佐世保

市から出土している縄文

～弥生時代人骨資料の統

合した研究を進める。こ

れらの研究を通して，縄

文人の起源と成立に関し

て，新たな知見をもとに

検討を加える。 

生活史復元に関して

は，前年に文京区と墨田

区から受け入れた数百体

以上の江戸時代人骨につ

いて形態学的な研究を行

い，習慣や生活史に関す

る基礎的なデータを収集

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同位体層序，クモヒトデの生痕化石の形成過程を学術誌に発表し

た。新生代貝形虫の研究から熱帯西太平洋の種多様性創出に関す

る新知見が得られ，学術誌に発表した。珪藻については，栃木県那

須塩原市の珪藻質泥岩に最も優占する珪藻種の殻形態を検討し

て，新種を報告し，第四紀の東シナ海から日本海の環境変動に関し

て，東シナ海海洋堆積物コアの解析から，過去 40 万年間の東アジ

ア夏季モンスーンの長期変動と過去 4 万年間についての千年スケ

ールの変動について学術誌に報告した。 

 

 

〇人類研究分野 

【研究全体の概要・目標】 

人類研究部では，日本人の起源と成立の過程を人骨の調査によ

って明らかにすることを主たる目的とする。また，古代人の生活史

を復元し，日本人が過去にどのような生活をしていたのかを明ら

かにする。その中で，旧石器人骨の研究を推し進め，さらに日本人

の起源の解明に直結する縄文人と弥生人のゲノム解析を中心に研

究を行う。また，大量に出土している江戸人骨を対象に，生物考古

学的な解析を行い，江戸時代人の生・病・老・死に関する情報を集

約し，その生活史を復元する。さらに，東南アジアから東アジアに

おける原人の進化についても化石証拠に基づいた検討を行う。 

【28 年度の調査研究の内容と成果】 

沖縄県で旧石器時代遺跡の発掘と出土人骨の分析を行い，日本

の旧石器人に関する研究を進めた。沖縄県埋蔵文化財センターが

調査している石垣島の白保竿根田原洞穴遺跡調査に参加し，２万

年を遡る人骨化石を発見した。さらに，お茶の水女子大学のグルー

プが主導する，本州では唯一の旧石器人骨が出土している浜松市

の根堅遺跡の発掘調査に参加し，研究を進めた。 

古代 DNA 分析では，九州，関東・甲信越，東北および北海道の縄

文人を対象としたゲノム解析を行った。これまで蓄積した縄文人

ゲノムデータと併せることで，縄文人の遺伝的な特徴の一端を明

らかにした。特に九州地区に関しては，これまで縄文人の詳細なゲ

ノムデータの報告はなく，空白地域になっていたが，初めてその性

格を明らかにすることができた。同時に北部九州の渡来系弥生人

の分析も開始し，両者の関係を比較するためのゲノムデータを収

集した。また，長崎県佐世保市から出土している縄文時代から弥生

時代人骨資料の総合的研究を進めた。これは全国的にも貴重な縄

文早期人や，これまで研究が手薄だった在来系弥生人の人骨を含

んでおり，縄文人の起源や弥生時代の渡来民の問題を探る上でも

意義が大きいものである。形態と遺伝の双方に関する知見が得ら

れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○人類研究分野では，石垣島の白

保竿根田原洞穴遺跡調査での人

骨化石の発見や，古代 DNA 分析に

よる，縄文人の遺伝的な特徴の新

知見を得て,また，九州地区の縄

文人について初めてその遺伝的

な性格を明らかにするなど，人骨

調査やゲノム解析等により，着実

に研究成果を上げた。その成果

は，縄文人の起源や弥生時代の渡

来民の問題を探る研究上でも意

義が大きく，大変重要な発見とい

える。さらに，インドネシアのホ

モ・フロレシエンシス化石に関し

ての東南アジアの原人の進化の

新知見は，人類進化研究の進展に

大きく寄与している。江戸切支丹

屋敷出土のイタリア人宣教師ジ

ョバンニ・シドッチ人骨に関して

は，復顔作業を進め，展示として

公開し，一般の方への周知やアウ

トリーチに広く貢献できた。これ

らの研究で，４編の学術論文，一

般向けの人類学関連書籍 10 件

等の他，新聞雑誌等へ多数解説記

事や書評を執筆した。学会発表は

７件として報告した。 
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 理工学研究分野

は，今後の日本の科

学技術の発展を考え

る基盤を提供するた

め，科学技術史及び

宇宙・地球史双方の

資料を継続して収集

するとともに，これ

まで蓄積してきた資

料について，３次元

データ化等を進め，

復元や複製により博

物館活動に広く活用

できるようにする。

また，博物館や研究

機関等に残された過

去の観測データを収

集して現代的な手法

で解析する。さらに，

日本の産業技術の発

展を示す資料，特に

散逸・消失の危険の

ある資料について，

関連する工業会・学

会等と協力して分野

ごとに所在調査及び

系統化調査を行うと

ともに，調査結果を

データベースに蓄

積・公開する。その

中で特に重要な資料

を「重要科学技術史

資料台帳」に登録す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）理工学研究分野 

科学技術史に関する研

究については，電気分野

では情報通信技術分野の

資料の保存と活用手法の

開発について国内外の博

物館における事例等を調

査する。建築分野では平

和記念東京博覧会で新た

に誕生した建築様式が社

会に及ぼした影響を明ら

かにする。総合技術史分

野では開拓史に関する資

料の所在調査及び詳細分

析をする。科学史分野で

は物理諸分野の代表的な

器械について，主として

文献資料に基づき調査す

る。天文学史分野では近

現代の天文学の発展に果

たした日本のアマチュア

天文家の役割について調

査研究を進める。化学史

分野では化学及び化学工

業の発展を示す貴重な資

料の調査研究を進める。 

 宇宙・地球史的研究に

ついては，宇宙化学分野

では当館所蔵の日本隕石

について今後の分析の妥

当性を検討する。宇宙科

学的分野では太陽系小天

体の形状に関する観測的

研究を行う。地震学・測

地学分野では，大地震の

地震波形や津波波形の記

録を収集して断層パラメ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27年に分析した江戸切支丹屋敷から出土したイタリア人宣

教師ジョバンニ・シドッチの人骨に関しては，さらに復顔作業を進

めて，展示として一般に公開した。 

古代社会の生活史復元に関しては，前年に文京区と墨田区から

受け入れた数百体以上の江戸時代人骨について形態学的な研究を

行い，彼らの習慣や生活史に関する基礎的なデータを収集した。ま

た収蔵している鎌倉時代人骨についても同様の解析を行い，論文

発表を行った。 

化石人類研究の分野でも，新たに発見されたインドネシアのホ

モ・フロレシエンシス化石に関しても研究論文を発表し，東南アジ

アの原人の進化について新たな知見を加えた。 

 

 

〇理工学研究分野 

【研究全体の概要・目標】 

今後の日本の科学技術の発展を考える基盤を提供するため，科

学技術史及び宇宙・地球史双方の資料を継続して収集するととも

に，これまで蓄積してきた資料について，博物館活動に広く活用で

きるようにする。また，博物館や研究機関等に残された過去の観測

データを収集して現代的な手法で解析する。さらに，日本の産業技

術の発展を示す資料，特に散逸・消失の危険のある資料について，

関連する工業会・学会等と協力して分野ごとに所在調査及び系統

化調査を行い，その中で特に重要な資料を「重要科学技術史資料」

として登録する。 

【28 年度の調査研究の内容と成果】 

科学技術史に関して，電気分野では，情報処理技術分野での歴史

的資料に関する保存上の課題と活用方法の検討を行うため，国内

外の歴史的計算機再生プロジェクトについて，資料が現存する場

合だけでなく，未完の機器や実物が現存しない機器についても有

益な情報を得ることができることから，黎明期の計算機特許に着

目し，その技術的特徴や実現可能性を調査し研究報告としてまと

めた。また，情報処理学会等の活動の歴史的資料の保存や「情報処

理技術遺産」の認定に協力した。建築分野では，平和記念東京博覧

会のパビリオンについて，絵はがき『平和記念東京博覧會原色写眞

版』の原本と異本との差異から，今後の分析につながる新知見を得

た。総合技術史分野では，日本における博覧会や博物館の父であ

り，没後百年に当たる田中芳男の業績について，当館所蔵資料およ

び国内各所に保管される田中芳男関連資料の調査を行い，成果を

企画展「田中芳男－日本の博物館を築いた男－」で紹介した。物理

学史分野では，物理諸分野の代表的な，特に教育に用いられた歴史

的器械について，文献資料に基づき，8種類の器械と，19 世紀に出

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○理工学研究分野では，日本の博

物館の父である田中芳男の業績

について，国内各所の資料を再調

査し，その成果を企画展「田中芳

男－日本の博物館を築いた男－」

で紹介し,一般の方に広く周知す

ることができた。また，化学分野

では，木村健二郎に関する資料を

調査し，貴重な資料が含まれるこ

とが判明，また物理諸分野の代表

的な教育用歴史的器械について

調査の結果,新知見を得た等，資

料調査による成果も多数得られ,

一般の方への普及も展示等を通

じて十分行った。さらに，無球粒

隕石の分析により，Ba 同位体比

は非常に均一であることが判明

する等，化学分析の結果による新

知見も得られ，研究が進展してい

る。 

産業技術史資料の技術の系統化

研究の結果は，重要科学技術史資

料として，国内外の新聞・テレビ・

ラジオ等で報道され，また，シン

ポジウム「今後の産業技術を考え

る」を開催することで，広く一般

にも紹介することができた。 

平成 28 年度の成果は，6 編の学
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ータやすべり量分布を明

らかにするとともに，旧

帝国大学に残っている既

存資料の調査を行う。 

 産業技術史資料の所在

調査を工業会等と協力し

て行い，データベース化

と公開を行う。技術の系

統化研究は石油化学等の

技術分野について行い，

報告書としてまとめる。

系統化研究によって評価

された産業技術史資料を

もとに，より詳細な調査

研究を経て，重要科学技

術史資料候補の選出と台

帳登録と経過把握を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６）附属自然教育園にお

ける調査研究 

 附属自然教育園におい

ては，貴重な都市緑地を

保護・管理するために必

要な園内の生物相のモニ

タリング調査等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

版された代表的な教科書・カタログ 10 点を事例として選び，各器

械の教科書やカタログの中での登場について調査し，新知見を得

た。また，当館所蔵の歴史的な教育用器械について，状態確認・清

掃作業を進め，150 点を完了した。天文学史分野では，近現代の天

文学の発展に貢献した日本のアマチュア天文家使用の観測機器に

関する調査を行い，化学史分野では，木村健二郎（地球化学・放射

化学），広田鋼蔵（物理化学，化学史），山岡望（旧制六高，化学教

育）に関する資料を調査し，特に，木村資料には，コペンハーゲン

留学時の日記，大正期の講義ノート等貴重な資料を確認した。 

宇宙・地球史的研究について，宇宙化学分野では落下して 200 年

経つ八王子隕石について当館が所蔵する小片の分析を行い，また，

無球粒隕石の Cr, Sr, Ba および希土類元素の同位体比測定を行っ

た。砂漠で採集の隕石は Rb-Sr 年代が乱されていたが，無球粒隕石

の Ba 同位体比は非常に均一であること等が判明した。地震学・測

地学分野では， 平成 28 年（2016 年）熊本地震を機に注目された

1889 年明治熊本地震に関して，当館と東京大学地震研究所に残る

資料から，地震被害等の再検討と資料現存までの経緯の調査を行

い，また，日本海や福島県沖で 20 世紀に発生した地震の記録を収

集し，断層モデルの検討を進め，これらの成果を，当館研究報告や

学会等で公表した。 

産業技術史資料の所在調査として，日本アスファルト協会，全国

建築コンクリートブロック工業会等の団体と協力し，傘下の会員

企業対象の資料の所在調査を行い，その結果をデータベース化し，

公開した。また，技術の系統化研究として，時計，顕微鏡，エアコ

ン，医薬（診断薬），Ｘ線管の 5つの技術分野を対象に，その歴史

を明らかにした。このうち，時計技術は，北九州産業技術保存継承

センターとの共同研究として実施。その結果について，「国立科学

博物館技術の系統化調査報告書第 24 号」及び「同共同研究編 10

号」として刊行した。さらに，所在とその重要性が明らかになった

産業技術史資料のうち 16 件を重要科学技術史資料として選出・登

録した。また，系統化研究の促進を図るため「今後の産業技術を考

える」をテーマにシンポジウムを開催し，広く情報発信した。 

 

 

◯附属自然教育園 

【研究全体の概要・目標】 

附属自然教育園においては，平成 28 年度より 3ヵ年計画で生物

相調査を実施した。自然教育園は，都市緑地の生物相のモニタリン

グサイトとして活用され, 特に, 1977-79 年と 1998-2000 年には, 

動植物両研究部と自然教育園の研究者が生態系特別調査として多

くの分類群について調査を行った。潜在植生（自然林）が残されて

術論文，著書等 16 件，34 件の学

会発表で公表している。一般向け

書籍等の出版等でも広く普及を

行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◯附属自然教育園における生物

相調査では，動物研究部, 植物研

究部及び館外の協力者も含め,広

い分類群について調査を行い, 

生息する動植物を網羅する調査

体制・方法を確立し，着実に研究

を進めている。さらに, 四季を通
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いる自然教育園において，現在の生物相を調査し変遷を明らかに

することは, 生物学的意義を持ち, この緑地の価値を広く社会に

アピールすることにつながる。本生物相調査は，動植物研究部の研

究員が, 館外の研究者と連携し, 多くの分類群の生物について生

息状況を明らかにし, 過去の状況と比較することを目的とした。

また, そのほか都市緑地におけるモニタリングとして, 鳥類, 昆

虫類の生態や生息記録, 気温観測に関する調査研究が行われた。 

【28 年度の調査研究の内容と成果】 

生物相調査においては, 動物研究部 16 名, 植物研究部 7名, 及

び館内協力者 7名, 館外協力者 24名によって, 広い分類群を調査

した。平成 28 年度は, 調査頻度や調査方法の検討を含め, 基本的

に四季を通じた調査（各分類群ごとに年 1 回～7回）を行った。こ

れらを通して, 生息する動植物を網羅するために必要な調査体

制, 調査方法を確立し, 通年の記録と証拠標本の作製・保存をし

た。必要に応じて DNA 資料を作成, 保存した。さらに, 種リスト

を電子データ化し最終的な記録のために保存した。 

主な記録と標本は以下のとおりである。鳥類については,やぶに

潜む鳴き声を発しない種の発見及び生息密度把握のため 8種 36個

体を捕獲し足環を付けてその場で放鳥,魚類（コイ科・メダカ科・

カダヤシ科・ハゼ科）50 個体を採取・記録し,19 点の標本を作製,

両棲類・爬虫類 12 個体を捕獲し，10 個体は記録後放逐し, ニホン

ヤモリ 2 点の標本を作製，チョウ類・ガ類約 670 個体を採取・記録

し, 約 250 点の標本を作製，コウチュウ目約 1000 個体を採取・記

録し, 約 800 点の標本を作製，蛛形類・多足類約 800 個体を採取・

記録し, 約 500 点の標本を作製,寄生蠕虫類を調査用の宿主の魚

類・甲殻類を採集し,20 点の標本（単生類）を作製，陸産貝類・水

産貝類約 190 個体を採取・記録し,140 点の標本を作製,甲殻類十脚

目,ヨコエビ目, 等脚目，145 個体を採取・記録し, 145 点の標本

を作製，貝形虫綱約 360 個体を採取・記録し,20 点の標本を作製，

維管束植物 112 個体を採取・記録し, 159 点の標本を作製，蘚苔類

117 点の標本を作製，地衣類 57 点の標本を作製，きのこ類（担子

菌門）,ツボカビ類, 接合菌類, 子嚢菌類および変形菌類 131 点

の標本を作製，微細藻類は, 採水・プランクトンネット・ピペット

による底泥の採集で 26点の試料を採取し, 顕微鏡観察による同定

作業，刺胞動物・触手動物をそれぞれ 6個体・１群体採取・記録し, 

4 点の標本作製を行った。 

調査の目的及び調査過程を,「自然教育園見ごろ情報」に毎週掲

載するとともに,調査の様子の写真及び調査用具を用いてミニ企

画展「都市緑地に生きる生物たち‐自然教育園における生物相調

査の経過報告‐」を行い，調査内容の周知を図った。また,菌類, 地

衣類については, 調査成果の一部を館内の一般向けのセミナー等

じた調査により, 最終的な記録

のために計 2300 点以上の証拠標

本を作成・保存することができ

た。また, 必要に応じて DNA 資

料を作成・保存し, さらに, 種

リストを電子データ化すること

ができた。 

また，生物相調査のプロセスや成

果を,ミニ企画展「都市緑地に生

きる生物たち‐自然教育園にお

ける生物相調査の経過報告‐」等

により公開し，開発された土壌動

物観察プログラムを開発し, 学

習支援活動に活用するなど，広く

多くの一般の方の興味関心を引

くことができた。 
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１－２ 分野横断的

な総合研究の推進 

 これまで蓄積され

てきた基盤研究等の

成果，並びに現下の

状況や政府方針等を

踏まえ，研究期間を

定めて行う総合研究

を６テーマ実施す

る。 

 総合研究において

は，分野横断的なテ

ーマについて研究を

実施し，国内外の研

究者・研究機関等と

も共同して研究を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－２ 分野横断的な総

合研究の推進 

基盤研究の成果等を踏

まえ，研究期間を定めて

行う総合研究を６テーマ

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

【指標】 

・重点的に推進する調

査研究として，基盤研

究５分野及び総合研究

６テーマを実施し，調

査研究の方針等が設定

する調査研究ごとの目

的や成果等，評価軸の

観点等を達成 

 

 

（モニタリング指標） 

・分野横断的な研究者

の参加状況 

 

＜評価の視点＞ 

評価軸 

【学術的観点】 

・基盤的で，かつ大学等

の研究では十分な対応

が困難な，体系的に収

集・保管している標本

資料に基づく実証的・

学習支援活動に活用した。 

さらに，カワセミの巣作りから雛の巣立ちまでをビデオ撮影し, 

繁殖地の滞在時間や造巣時間, 育雛期の給餌回数や餌の種類の変

化等を明らかにした。撮影記録の一部は「カワセミの子育て映像公

開」として, 自然教育園の展示活動に活用した。また，共同研究と

して, CCD カメラを用いた土壌動物の観察プログラムを開発し，自

然教育園における実施結果をまとめた。 

また，外部研究者によって，林内気温の特徴について,林床上の

気温及び森林公園内設置の北の丸露場の気温を比較し,林床の木

漏れ日率（日射量）の違いによる気温の特徴を解明，植生群落の樹

冠上で乱流計測および気温測定を行い，熱輸送係数の季節変化の

傾向を解明，気温，相対湿度および深度別の地温について，気温と

地温の日平均値の差の季節変化を解明，過去のセンサスデータに

よる，夏鳥の減少，タカ類の増加，及び留鳥が主流の鳥相への変化

等が解明され，さらに，2013 年～2016 年の昆虫類調査より, 11 目

103 科 314 種の昆虫を記録及びリスト化を進めた。なお，平成 27

年度の研究の成果の一部を平成 28 年度に『自然教育園報告 第 47

号』に発表した。 

 

＜主要な業務実績＞ 

分野横断的な総合研究の推進 

基盤研究の成果を踏まえ，分野横断的なテーマについて研究期間

を定めて行う総合研究を６テーマ実施した。平成 28 年度の研究テ

ーマごとの研究状況は以下のとおりである。 

 

 

〇総合研究等関連する調査研究の実施状況 

・論文等の執筆状況  65 件 

（論文の執筆状況   36 本） 

（著書等の執筆状況  29 件） 

・学会発表の状況   71 件 

・新種の記載状況   総報告数 103 件 

・分野横断的な研究者の参加状況  館内 延べ 89 名  

館外 41 機関 55 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域を限定して複数の研究分野

が参加することによる総合的な

研究，長い時間軸の中でも特に重

要な時代境界に着目した研究，先

を見据え改めて資料の保存につ

いて検討する研究など，６つの分

野横断的なテーマのプロジェク

トとして，総合研究を実施した。

分野横断的な研究者の参加状況

については，館内延べ 89 名，他

機関延べ 41 機関 55 名にわたっ

ている。このうち５プロジェクト

については実施 1 年目であった

が，実施のための枠組みや体制，

方法などを確立するなど，今後の

展開・発展が大いに期待できるよ

うな進捗等が達成されている。ま

た，６プロジェクト全体で，計

103 件の新種等の報告や多くの

新知見等が得られるなど，特筆す

べき成果等も上がっている。特

に，ミャンマーの未踏査地域にお
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①「博物館・植物園

資料を活用した絶滅

寸前種に関する情報

統合解析」では，当

館並びに全国の博物

館・植物園の所蔵す

る標本資料から絶滅

寸前種を抽出し，一

次情報をデータベー

ス化するとともに，

生息状況や生物学的

特性の解析を行う。

また，これまで絶滅

危急度が明らかにな

っていない生物群に

ついて，希少性の評

価手法の確立を目指

した研究を行う。さ

らに，特定の分類群

について，遺伝的多

様性，種の実体，繁

殖様式，生物間相互

作用，共生系，生態

的地位，希少性の成

立過程等，保全に不

可欠な生物学特性を

解明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）「博物館・植物園資料

を活用した絶滅寸前種に

関する情報統合解析」 

 日本の絶滅危惧種の生

物学的特性，生息・生育

状況，減少要因，保全施

策の現状に関する情報を

レビューし，保全に必要

な情報が欠落している種

をスクリーニングする。

情報の欠落が明らかにな

った種を優先して，保全

に資する情報の抽出，解

析を開始する。またこれ

まで絶滅危急度が明らか

になっていない生物群に

ついては，希少性の評価

手法の確立を目指した研

究を開始する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続的な研究が 推進

されているか 

 

【社会的要請の観点】  

・生物多様性の保全な

どの課題に対応するた

め分野横断的なプロジ

ェクト研究が推進さ

れ，その成果を博物館

ならではの方法で分か

りやすく発信している

か 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①博物館・植物園資料を活用した絶滅寸前種に関する情報統合解

析 

博物館・植物園のコレクションと機関間ネットワークを活用し，

日本の絶滅危惧生物のうち特に危急度が高い絶滅寸前種（絶滅危

惧 I類および野生絶滅）の保全に資する情報を抽出，集約，解析，

公開することをめざす３課題の研究を推進した。 

 「課題１：絶滅寸前種標本・資料の情報統合」では今後の研究の

基盤情報とするため，国立科学博物館の所蔵する標本・資料から絶

滅寸前種標本のコレクションとこれらのデータベース化の現状を

調査した。さらに，生物のグループ（門あるいは綱）ごとに，国内

における，これまでの生物学研究にもとづく希少性の把握状況を

整理した。魚類とチョウ類では，絶滅寸前種の所蔵標本の抽出と電

子化を進め，種の保存法で指定された国内希少種の知見の整理も

行った。さらに，日本の荒野林に産する絶滅寸前植物種のインベン

トリー調査を実施し，新産地の発見，学名の改訂等の新知見を得る

ことができた。 

 「課題２：標本・資料，環境サンプル等から希少性を評価する手

法の開発」では，菌類をモデルとし，絶滅寸前種標本の所蔵種数と

標本数を把握し，さらに，絶滅種を含む 48 種の標本にターゲット

を絞って DNA バーコード化を試み，6種について確立した。一方，

生物のさまざまな分類群を用いて，標本等の少量の DNA から個体

識別を可能にする手法の開発を進め，また，珪藻類について，現生

と化石の試料を比較し希少性の時系列変化を解明することを目的

ける現地調査や房総半島の千葉

セクションにおける調査などを

通して多数の重要な成果が得ら

れている。これらの研究成果は，

論文や学会等で発表するととも

に，広く一般への普及・啓発を積

極的に行った。また，その他の研

究プロジェクトである，３万年前

の航海徹底再現プロジェクトは， 

内容的にも挑戦的な研究である

が，多くの外部専門家等を含む分

野横断的な体制のもと，初めてク

ラウドファンディングを活用し

て，直接的に研究と多くの一般市

民をつなげる新たな手法を用い

るなど，大変注目された。 

 

 

○本総合研究において，国立科学

博物館の所蔵する標本・資料の絶

滅寸前種標本コレクションのデ

ータベース化の現状を明らかに

し，生物のグループごとに，希少

性の把握状況を整理することが

できたことは，今後の研究の推進

につながる大きな成果となった。

また，菌類をモデルに，コレクシ

ョンから希少性を評価するため

の DNA バーコード化手法の技術

開発に着手し，６種について確立

できたことも大きな進展である。

さらに，保全に必要な情報が欠落

しているツクバハコネサンショ

ウウオについて，繁殖や幼生の変

態時期等に関する新たな生態学

的知見を得ることができた。一

方，筑波実験植物園のリビングコ

レクションについて高度利用を

念頭に，絶滅寸前種の繁殖特性の

解析を進展させた。 

上記は，館内 14 人の研究者及び，
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②「ミャンマーを中

心とした東南アジア

生物相のインベント

リー－日本列島の南

方系生物のルーツを

探る－」では，ミャ

ンマーを中心とする

東南アジア地域で，

植物，菌類，藻類，

地衣類，動物，人類

各分野の連携による

インベントリー調査

を現地の林業・環境

保全省等との共同研

究として実施し，標

本資料，DNA 解析用

サンプルなどの収集

を通じて，未記載種

の記載を含む種の多

様性の解明に貢献す

る。また，日本との

共通分類群を抽出

し，それらの形態や

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）「ミャンマーを中心と

した東南アジア生物相の

インベントリー－日本列

島の南方系生物のルーツ

を探る－」 

生物多様性の解明度が

極端に低いインドシナ西

部のミャンマーで現地の

林業・環境保全省との共

同研究として，乾季及び

雨季に現地調査を実施

し，標本資料，DNA 解析用

試料等を収集する。また，

林業・環境保全省との研

究打ち合わせを行い，ミ

ャンマー森林研究所等と

の共同研究体制を構築す

る。今後詳細な検討を行

う日本の南方系生物群に

関連する分類群をスクリ

ーニングするとともに，

インベントリーで収集し

た標本資料を整理して当

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とした研究手法の開発を進めた。 

 「課題３：絶滅寸前種の生物学的特性の解明・集積」では保全に

必要な情報が欠落している分類群を優先し，保全に資する生物学

的特性情報の抽出及び解析を開始した。2013 年に新種発表された

国内希少種ツクバハコネサンショウウオについては，生息地で定

期調査を行い，本種の繁殖や幼生の変態時期等に関する新たな生

態学的知見を得た。同じく国内希少種であるライチョウに関して

は，景観遺伝学的解析をおこなうため北アルプスにおいて DNA サ

ンプルを採集し，ゲノム解析手法について検討を進めた。一方，筑

波実験植物園のリビングコレクションについては以下の研究を実

施した。日本産の絶滅寸前シダ植物 5種については，自生地調査，

分子系統解析，倍数性解明，繁殖のための胞子収集と播種等を進め

た。また，野生絶滅種コシガヤホシクサの繁殖特性を調査し，個体

群密度と交配様式が繁殖にもたらす影響を解明した。また，高山植

物に関しては絶滅寸前種コレクションを拡充するとともに，これ

らの生化学的な特性の解明に着手した。カンアオイ属については，

花の匂いや形態を全種で網羅的に調査し，ジメチルジスルフィド

が送粉様式の類型化に重要である可能性を見出した。さらに，組織

培養施設において植物と菌の共生系を人工的に構築し，共生系ご

と保全する新規手法の開発を進めた。 

館内 14 人の研究者が参加し，さらに館外 13 機関 14 名が参加

し，横断的に研究を行った。 

 

 

②ミャンマーを中心とした東南アジア生物相のインベントリー－

日本列島の南方系生物のルーツを探る－ 

日本の南方系生物の分化の中心地であり，生物多様性が高いが,

自然史科学の基盤データを欠く状況で，環境破壊が急速に進みつ

つある東南アジア大陸部,特にミャンマーにおいて,動植物を中心

としたインベントリー調査研究を推進した。同国における生物多

様性の解明のみならず，保全や環境政策への貢献，技術移転，人材

育成等の支援も行うことを目的としている。これにより日本の南

方系生物の起源と分化過程を解明し，日本列島の生物相の成り立

ちをより明確化することも期待できる。 

第 4期中期目標期間の初年度（平成 28 年度）として，ミャンマ

ーにおける生物多様性保全や生物資源管理の所管である天然資

源・環境保全省の林務局と当館との 5 カ年の同国全域を対象とし

た動物・植物のインベントリー調査に関する国際共同研究協定を

締結し,直接のカウンターパートとなる同省の管轄であるミャン

マー森林研究所(FRI)との共同研究体制を構築した。 

平成 28 年度は,植物研究部および動物研究部の合同調査隊を計

館外 13 機関 14 名が協力し多様

な観点で研究を行った。以上のよ

うな活動結果は，論文 8編，著書

等 13 件及び学会発表 16 件にて

報告している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○本総合研究では，ミャンマー政

府機関と同国の全域を範囲とす

る世界で初めての国際共同研究

協定を締結し，研究体制が構築で

きたことが成果の一つである。そ

の協定に基づき，未踏査地域への

現地調査を行うことができ，種子

植物の複数のミャンマー新産種

や未記載分類群，昆虫類の新属を

含む新種推定種を報告したこと

も大きな成果となった。また，ヨ

ーロッパの植物園および博物館

の標本調査を行い，ミフシハバチ

科の新種や種子植物の新産種が

明らかになるなど，多くの新産種

や未記載種を認めて，さらに多数

の分類群にわたって，東南アジア
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遺伝的解析を行って

比較を行うことで，

東南アジアを起源と

する生物群の形態，

生態，遺伝的分化を

明らかにし，日本の

南方系生物相の成り

立ちを解明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③「化学層序と年代

測定に基づく地球

史・生命史の解析」

では，地層の年代や

堆積時の環境を知る

ために，当館の標本

資料や新たな収集資

料を用いて酸素，炭

素，ストロンチウム，

鉛などの同位体比分

析を行う。また，生

物を絶滅させた巨大

隕石衝突や超巨大火

山噴火の良い指標と

なる白金族元素（白

金，イリジウムなど）

やオスミウム同位体

館の標本庫に収蔵した上

で，それらに基づき，形態

学的，分子系統学的解析

を開始する。同時にイン

ドシナの生物相について

の多様性情報の集積も進

め，標本資料のデータベ

ース化を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）「化学層序と年代測定

に基づく地球史・生命史

の解析」 

TIMS を用いた地層試料

の Sr，Nd 同位体分析や，

LA-ICPMS を用いた Os 同

位体分析の分析方法の開

発から始め，年度内に分

析法の確立を目指す。既

に手法が確立している

LA-ICPMS を用いた年代測

定と微量元素分析，軽元

素 MS を用いた O，C 同位

体分析を用い，採取した

試料の分析を開始する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 回派遣したほか，さらに人類，地学の調査も行った。未踏査地域

を中心に,半島部タニンタリー自然保護区およびタニンタリー国

立公園予定地，レニア国立公園予定地付近の調査（5−6 月），ザガ

イン地方タマンティー野生生物保護区での種子植物および昆虫の

現地調査（9 月）,マンダレー地方ピンウーレンとその周辺地域で

菌類および昆虫の現地調査（10 月）,カチン州インドージー湖とそ

の周辺における種子植物,特に水生植物および淡水性藻類の現地

調査（12 月），ヤンゴン周辺と半島部タニンタリー自然保護区での

種子植物,蘚苔類,地衣類,昆虫類,クモ類の現地調査研究（1月）を

実施した。 

さらに，種子植物のミャンマーの基準標本を含む多数の植物標

本が収蔵される英国王立キュー植物園標本館及びミャンマーの昆

虫（特にハバチ類）標本を多く収蔵するストックホルム自然史博物

館にて,基準標本を含む標本の調査を行った。その結果，今年度の

現地調査では，約 1,800 点の種子植物,約 200 点の蘚苔類,約 140 点

の地衣類,約 180 点の菌類（担子菌類）,約 1,800 点の昆虫類,約 200

点のクモ類の標本を収集した。 これら収集した標本類は,ミャン

マーの遺伝子資源の管理，輸出入を管轄する林務局野生生物保護

課に正式に輸出許可を得た上で森林研究所(FRI)より国立科学博

物館へ送付し，分類学的研究を進めた。種子植物では，複数のミャ

ンマー新産種や未記載種と考えられる分類群が発見されたほか，

昆虫類でも新属を含む新種と考えられる分類群が採集された。標

本調査ではミフシハバチ科の新種が明らかになった。日本の共通

種，関連種については，種子植物のホシクサ科，トチカガミ科やア

カネ科等をターゲットに解析試料を採集した。 

館内 20 人の研究者が参加，さらに館外 10 機関 21 名が参加し，横

断的に研究を行った。 

 

③化学層序と年代測定に基づく地球史・生命史の解析 

本総合研究の目的は，中生代以降の地層の化学組成や放射性年

代を正確に求め，地球の歴史における生物進化，大量絶滅，気候変

動等の重大イベントを高い解像度で明らかにすることである。さ

らに，重大イベントを引き起こした要因も解明し，今後人類が直面

する環境問題や絶滅を回避するための情報としたい。 

５ヶ年で中生代以降の全イベントを明らかにすることは不可能

なため，本総合研究では，（1）中生代の生層序，化学層序，絶対年

代の統合，（2）中生代末における恐竜絶滅の原因解明，（3）白亜紀

～第四期の哺乳類進化史の解明，（4）古第三紀—新第三紀境界期に

おける東アジアモンスーン開始期の環境変動史の解明，（5）第四紀

の氷期—間氷期サイクルの開始以降の海流変動の解明，の 5視点に

絞って研究を開始した。 

全体での分布図の更新を進めて，

今後の研究の進展につながる成

果が得られた。 

以上の活動は館内 20 人の研究者

が参加し，さらに館外 10 機関 21

名が参加し，横断的に研究を行っ

た。 

これら活動結果は，論文３編，著

書等２件及び学会発表にて 11 件

報告した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○本総合研究では，重要な５つの

時代境界の視点で推進した。ジル

コンの放射年代決定により，環境

変動を読み取る上で重要な地層

の詳細な時代決定ができたこと，

恐竜絶滅の原因を解明する地形

について，Sr 同位体比の分析方

法を確立し，恐竜がいつの時代ま

で繁栄したのかを詳細に解明す

るには不可欠な地層を適切に採

取できたことは，研究を次のステ

ップに繋げる重要な成果となっ

た。さらに，世界的な模式層準と
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比の分析方法を確立

し，今後の自然災害

を予想する上での基

礎データを提供す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）に関しては，ジルコンの放射年代に基づき，北海道浦河地

域に分布する蝦夷層群乳飲川層の Baculites subanceps 帯が白亜

系カンパニアン階上部に対比できること，北海道宗谷丘陵に分布

する蝦夷層群エタンパック層が白亜紀カンパニアン後期からマー

ストリヒチアン中期であることを明らかにした。また，ロシア・ウ

ラジオストック周辺に分布する下部三畳系の泥岩試料を持ち帰

り，炭素同位体比分析のための前処理を行い，研究を進展させた。 

（2）に関しては，まず化学層序を確立する上で最重要となる Sr

同位体比の分析方法を確立した。そして，恐竜は境界直前まで繁栄

していたのか，また爬虫類及び鳥類は小型種だけが生き残れたの

かという疑問を解明するため，米国コロラド州の３ヵ所において

恐竜絶滅時期の地層を採取した。 

（3）に関しては，まず，沖縄県うるま市の脊椎動物化石が集積

する海岸の海成層から生層序用母岩サンプルを採取すると共に，

同一層準から板鰓類の歯化石を複数採集した。海成層については，

微化石の分析により地質年代を決定し，板鰓類化石については Sr

同位体比分析の前処理を行った。また，南大東島の村史や自然史に

は一切記録がない虫食性コウモリが絶滅したタイミングを知るた

めに，洞窟内で小型コウモリの骨と糞状に散在する泥堆積物を採

取し，骨サンプルは，種の同定のためにクリーニング作業を施し，

今後の化学分析のために精巧なレプリカを作成した。さらに，泥堆

積物試料について，電子顕微鏡観察と FT-IR 分析を行った。結果，

試料の一部にコウモリの餌である虫殻の主成分（キチン）が残留し

ている可能性が高いことが分かった。 

（4）に関しては，まず，日本・韓半島・中国・ロシア沿海州の

同時期の層序学的研究と古植物研究の現状について文献調査を行

い，当館で収蔵する九州北部および西南日本の古第三紀末期（漸新

世）の植物化石について見直しを行うと同時に，環境解析に必要な

形態情報の計測を行った。さらに，より詳細な年代決定が必要と判

断された山口県油谷湾地域の日置層群において調査及び試料採取

を行った。 

（5）に関しては，第四紀更新世の前期・中期境界の国際的な模

式地候補の房総半島の千葉セクションについて，高解像度の浮遊

性有孔虫及び底生有孔虫の酸素同位体比層序を確立した。また，海

洋堆積物の連続試料の採取を目的に，白鳳丸で亜熱帯北西太平洋

の航海を実施し，詳細な海底地形調査および堆積物コアを採取し

た。 

 これらの研究には，館内 11 人の研究者が参加，さらに館外３機

関３名が参加し，横断的に研究を行った。 

 

 

なる可能性がある重要な地層で

ある房総半島の千葉セクション

について，高解像度の有孔虫酸素

同位体比層序を確立したことは，

研究分野の今後の発展に関して，

日本のみならず，世界的なスケー

ルで重要な貢献となる成果とい

える。以上のような活動結果は，

論文 10 編及び学会発表等 12 件

にて報告している。 
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④「黒潮に注目した

地史・生物史・人類

史」では，海底堆積

物のコア標本や陸上

堆積物の理化学分析

を行い，更新世にお

ける黒潮の流路変

動・流速を推定する。

この知見を反映しつ

つ，黒潮による軽石

の分散と，それに伴

う生物分散，熱帯・

亜熱帯起源の海洋生

物の分散経路，海棲

哺乳類の来遊実態の

解明，海峡の分断が

植物地理に及ぼした

影響，琉球列島にお

ける人類移住史等の

解明を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）「黒潮に注目した地

史・生物史・人類史」 

黒潮動態・海底環境・海

洋生物・海棲哺乳類・陸上

生物・人類活動の６つの

研究班を組織し，互いの

情報共有を図りつつ，そ

れぞれ後期更新世の東シ

ナ海における黒潮の水

温・流速の推定，黒潮によ

る軽石の分散，黒潮流域

の海産動物インベントリ

ー作成，黒潮系海棲哺乳

類化石の時空分布，カズ

ハゴンドウを中心に来遊

実態と黒潮との関連性を

調査，対馬海峡の分断が

植物地理に及ぼした影

響，海岸性きのこの海流

散布，石垣島出土の化石

人骨の整理・DNA 解析，台

湾及び琉球の各島におけ

る遺跡分布と島間の相互

視認性調査等の個別課題

に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④黒潮に注目した地史・生物史・人類史 

黒潮圏の現在と過去の物質循環・生物地理・人類遺跡の調査を前

進させ，更新世における黒潮の動態を明らかにし，その時間的変動

がどう作用したかを探る。最終的に，黒潮圏の生態系成立過程と人

類活動史を説明する統合的モデルを構築し，日本列島の自然史解

明に大きく貢献することを目指す。平成 28 年度は６つの研究班に

分かれて，以下の活動を行った。 

黒潮動態研究班：沖縄トラフ中部のコア試料から過去 4 万年間

の亜表層（水深～300m)の水温を復元し，黒潮は氷期も沖縄トラフ

を流れていたことを推定した。 

海底環境研究班：黒潮流域の北部伊豆弧・大室ダシ火山において

調査航海を実施し，火山地質・生物相調査を行った結果，浅海火山

活動が従来の認識より広域に存在していたことが明らかになっ

た。 

海洋生物研究班：黒潮流路各地で生物分布の証拠標本や DNA 試

料を集め，主に，奄美大島～伊豆大島における調査で，貝類および

棘皮動物の未記載種，ナメクジウオ類および魚類の新産地を発見

した。また，八丈島を例に黒潮の影響で分布を広げた海藻類の実態

について種リストを作成し，本州沿岸を中心に各地からヒドロ虫

類と魚類の DNA 試料が集まり，解析の準備と次年以降のサンプリ

ング方針を決定することができた。 

海棲哺乳類研究班：古生物では，琉球列島における後期中新世以

降の海棲哺乳類化石の標本調査を行った結果，沖縄本島，久米島，

宮古島等に分布する上部中新統の海成層から，海牛目，食肉目，鯨

偶蹄目に属する海棲哺乳類の産出を確認し，当地域で新発見の食

肉目と，ネズミイルカ類とナガスクジラ類の未知種が含まれるこ

とが判明した。さらに，現生種について，カズハゴンドウを中心に

黒潮と大量座礁原因の関連を病理学と水質面での問題点に留意し

ながら検討した。 

陸上生物研究班：海流分散する維管束植物と菌類を対象として

研究を進め，ソナレムグラを系統解析したところ，トカラ以北の日

本列島・韓国・大東諸島と，他琉球列島・台湾のクレードにわかれ，

要因としてトカラギャップによる分断，或いはトカラ列島を横切

る黒潮による隔離が推測された。菌類については，黒潮流域 5 地点

および比較対象地域として小笠原諸島および北海道の海岸部で海

浜の砂を採取し，子実体も同時に採集した．また，神奈川県三浦半

島沖で海水を採取し，菌類 DNA 抽出の方法について検討した。 

人類活動研究班：沖縄県立博物館・美縦館の遺跡調査に協力し，

世界最古の釣針の発見を含む沖縄島・サキタリ洞遺跡の発掘成果

を，米国科学アカデミー紀要に発表した。石垣島白保竿根田原洞穴

遺跡の現地発掘調査および出土人骨資料の分析に参加し，同遺跡

○本総合研究では，６つの研究班

に分かれて，黒潮に注目した地

史・生物史・人類史について，調

査を進めた。黒潮流域の北部伊豆

弧・大室ダシ火山の浅海火山活動

が従来の認識より広域であった

こと等を解明した。また，貝類お

よび棘皮動物の未記載種等を発

見し，黒潮流域の生物多様性の解

明を前進させた。そして，沖縄県

立博物館・美術館の調査に協力

し，世界最古の釣針の発見を含む

沖縄島・サキタリ洞遺跡の発掘成

果を米国科学アカデミー紀要に

発表し，さらに石垣島白保竿根田

原洞穴遺跡の現地発掘調査およ

び出土人骨資料の分析について

報告書を刊行する等，着実に研究

を進展させた。 

これら活動は，館内 19 人の研究

者が参加し，さらに館外２機関２

名が参加し，横断的に研究を行っ

た。これらの成果について平成

28 年度に行った学会発表は 14

件，公表された学術論文は 6 編と

なった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



25 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤「我が国における

科学技術史資料の保

存体制構築に向けた

基礎的研究－現存資

料の保存状況とその

歴史的背景－」では，

自然科学及び科学技

術の発展上大きな業

績を上げてきた，日

本を代表する国公立

研究機関及び大学を

分野別のカテゴリー

に分け，代表的な歴

史的資料を選定し，

歴史的意義，保存上

の特性，伝来の経緯

等を明らかにする。

調査結果を基に，失

われた資料群につい

て考察し，今後の組

織的資料保存に向け

て指針となる基礎デ

ータを提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥「日本の生物多様

性ホットスポットの

構造に関する研究」

では，当館等で保管

する標本資料のデー

タベースの作成と解

析によって，日本国

内の生物多様性ホッ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）「我が国における科学

技術史資料の保存体制構

築に向けた基礎的研究－

現存資料の保存状況とそ

の歴史的背景－」 

物理・化学系研究機関，

宇宙・地球科学系研究機

関，自然史系研究機関，科

学技術系企業，現存して

いない機関の代表的組織

を選定し，機関ごとに所

蔵されている資料の概

要・分量・管理状況を調査

し，資料群の特徴を把握

する。各機関の年史等を

調査し，研究組織の変遷

と主要な研究者及び研究

業績を調べ，関連資料の

保存状況を調査する。 

調査を行った資料は当

館所蔵の関連資料と比較

し関係性を確認するとと

もに各機関の調査項目を

持ち寄り，追加すべき調

査項目について検討す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６）「日本の生物多様性ホ

ットスポットの構造に関

する研究」 

維管束植物の分布から

特定された国内のホット

スポット及びその周辺地

域における包括的生物相

調査（陸海域の現地調査，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出土人骨の人数構成についておおまかな理解を得，DNA 分析によっ

てその起源地について考察した。 

これらの研究に館内 19 人の研究者が参加，さらに館外 2 機関 2

名が参加し，横断的に研究を行った。 

 

 

⑤我が国における科学技術史資料の保存体制構築に向けた基礎的

研究－現存資料の保存状況とその歴史的背景－ 

５年計画初年度（平成 28 年度）は，物理・化学系研究機関とし

て理化学研究所と産業技術総合研究所を，宇宙・地球科学系研究機

関として国立天文台三鷹キャンパスと東京大学地震研究所を，地

学系資料の保存機関として尾小屋鉱山（石川県立尾小屋鉱山資料

館：小松市），明延鉱山（あけのべ自然学校：兵庫県養父市），生野

鉱山（鉱山資料館：兵庫県朝来市）と鉛山鉱山（三段壁：和歌山県

白浜町）を，生物系機関として北海道大学総合博物館，同大水産学

部と北海道区水産試験場を，科学技術系企業・資料館として東京電

力電気の史料館，熊本エジソンミュージアムとセルロイドハウス

等を，現存していない機関の代表的組織として旧陶磁器試験所を

選定し，各機関との関係構築を図り，各機関において歴史的資料の

有無，保存されている資料群の来歴，概要，分量，管理状況を調査

し，資料群ごとの特性を抽出した。調査の過程で明治熊本地震の余

震記録，関谷清景，宮部金吾やその他の植物学者の収集品等未整理

資料が確認されたが，これらについては次年度以降一部科博に搬

入する等して整理を進めることと決定した。 

成果の一部は既に日本物理学会での報告や企画展「理化学研究

所百年」に活用された。また,自然科学系アーカイブズ研究会や，

ロンドンの科学博物館，スミソニアン国立アメリカ歴史博物館等

国内外のキュレーターやアーキビストと，研究資料の保全につい

て意見交換を行った。調査の過程から，近年の組織統廃合による急

速な科学・技術資料の損失，法整備により逆に生じた保存期間後の

研究ノート廃棄問題が現実化していることが認識された。 

 館内 11 人の研究者が参加，さらに館外 2機関 2名が参加し，横

断的に研究を行った。 

 

 

⑥日本の生物多様性ホットスポットの構造に関する研究 

以下の 3 つのサブテーマに沿って動物・植物・地学の各研究部の

計 20 名の研究者と外部の共同研究者が研究を進めた。 

1）多様性ホットスポットでの包括的生物相調査 

主に植物の解析から明らかにされた日本国内のホットスポット

地域における，分類群横断的な生物相の解析を行った。奄美群島と

 

 

 

 

 

 

○本総合研究では，物理・化学系

の２研究機関，宇宙・地球科学系

の２研究機関，地学系資料の保存

機関としての４つの鉱山，生物系

機関として博物館及び水産試験

場，科学技術系企業・資料館３館，

及び現存していない１機関を選

定し，各機関との関係構築を図

り，各機関において歴史的資料に

ついて調査し，特性を抽出でき，

今後の研究の発展につながる成

果を得た。中でも，理化学研究所

については, 企画展「理化学研究

所百年」としてまとめ,一般の方

へ広く普及を行うことができた。  

また,国内外のキュレーター等と

研究資料の保全の意見交換を行

い,資料保存等の認識を深めるこ

とができた。 

本研究は，館内 11 人の研究者及

び，館外 2 機関 2名が参加し，横

断的に研究を行った。成果につい

ては,論文，著書等及び学会発表

にて報告している。 

 

 

 

 

 

○本総合研究では，多様性ホット

スポットでの包括的生物相調査

にて,植物の解析から明らかとな

った日本国内のホットスポット

地域について，分類群横断的な生

物相の解析を行い，特に奄美群島
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トスポットのうち，

主な国立公園を中心

とした地域の生物相

全体の中から，その

地域に固有の生物相

を抽出し公開する。

また，分子系統解析

や古生物学的情報等

の収集を行い，生物

多様性ホットスポッ

トに固有の生物相が

形成された要因を解

明する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標本データ収集）を進め，

多様性ホットスポットに

集中する固有種の起源を

解明するためのDNA情報，

化石情報，その他の形質

情報等を収集する。多様

性ホットスポットである

奄美大島を含む琉球列島

の維管束植物相につい

て，島ごとの正確な種多

様性を把握するためのデ

ータベース作成を進め

る。鱗翅類・微細藻類の日

本固有種目録作成を進

め，魚類・菌類の固有種目

録を公開する。既に固有

種目録を公開している陸

上植物・哺乳類・鳥類・両

生類・は虫類についても，

さらに，研究と情報収集

を行って，精度の向上を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小笠原諸島周辺において魚類・海産無脊椎動物を中心とした生物

相の調査を継続し，小笠原諸島・奄美大島では菌類，種子島では鱗

翅類の調査を実施した。魚類については日本固有種の生息域の重

なりを可視化した生物多様性マップを作成し，外部公開を行う準

備を整えた。琉球列島の植物について，島ごとに多様性の高さ・種

構成を詳細に解明することを目指して，館内外の研究者から成る

ワーキンググループが活動を行い，国立科学博物館・琉球大学所蔵

標本の検討・データベース化，及び現地調査を実施した。 

2）多様性ホットスポットの形成背景の解明 

歴史的な背景や，その生物群の様々な特性の解明を通じて，多様

性ホットスポットを本質的に理解することを目指し，平成 27 年度

に引き続き，高山植物，渓流沿い植物，奄美大島産植物，小笠原諸

島の固有ラン科植物，固有種を多く含むカンアオイ属植物の解析，

第四紀大型植物遺体データベースの作成を進めた。日本固有種を

含む日本産植物の含有するフラボノイドについての情報を集約し

たモノグラフの原稿を準備した。 

3）日本固有生物目録の編纂 

日本固有生物を陸上植物以外の生物群についても正確に把握す

ることを目指し，珪藻類・鱗翅類について日本固有種目録作成のた

めに，学名チェックリストの作成や周辺国での分布の有無の解析

を進め，標本調査等も行った。魚類と菌類については，固有種目録

の第一版を完成させ，公表を行った。既に目録を作成している維管

束植物・コケ植物についても周辺国に産する近縁種との比較研究

を通じて，より精度を高めるための調査研究とデータの収集を行

った他，菌類についてもブナに発生する種に着目した固有種の再

検討を進めた。 

これまでに得られた成果を国民に発信することを目指し，プロ

ジェクトの web サイトを開設して，本年度も内容を更新した。 

 館内 13 人の研究者が参加，さらに館外 11 機関 13 名が参加し，

横断的に研究を行った。 

 

 

 

 

 

＜その他の注目すべき研究業績＞ 

・クラウドファンディングによる研究プロジェクト 

 「３万年前の航海 徹底再現プロジェクト」 

研究目的：現生人類が 3万 8000 年前以降にはじめて日本列島へ渡

来したとき，当時も開いていた対馬海峡や琉球列島の海を渡って

きたことが判明しており，人類の海洋進出史というグローバルな

と小笠原諸島周辺において魚類・

海産無脊椎動物を中心とした生

物相の調査を継続し，維管束植物

のホットスポットとは異なる多

様性の傾向が示されたことは，大

きな進展である。また,中部山岳

地域でコケ植物，小笠原諸島で菌

類とラン科植物,奄美大島では菌

類，種子島では鱗翅類の調査を実

施し,日本固有種の新産地記録

や，固有性の見直しにつながる新

たな標本と分子レベルでのデー

タが得られ，今後の研究の発展に

つながる大きな成果となった。さ

らに，魚類については日本固有種

の生息域の重なりのデータから

可視化した生物多様性マップを

作成することが可能となり,公開

に向け準備を進めることができ

た。日本固有生物目録の編纂につ

いては,珪藻類・鱗翅類について，

学名チェックリストの作成や周

辺国での分布の有無の解析を進

め，日本固有種目録作成を進め，

特に,魚類と菌類については，固

有種目録の第一版を完成させた。

日本固有種目録は，プロジェクト

の web サイトにて公開し，成果

を国民に発信した。また,これら

の研究成果は 8 編の論文等にま

とめると共に７件の学会で発表

された。 

 

 

 

◯基盤研究，総合研究以外とし

て，クラウドファンディングを活

用した研究「３万年前の航海 徹

底再現プロジェクト」を実施する

ことができた。クラウドファンデ

ィングを活用した研究としては，
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１－３ 研究環境の

活性化 

 自然史及び科学技

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－３ 研究環境の活性

化 

１）館長裁量による支援

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題探求の上で貴重な証拠である。特に，琉球の海域は目標の島が

見えないほど遠く，強大な海流黒潮も流れる難所である。本プロジ

ェクトではこの謎多き太古の航海の実態に迫るため，当時の舟を

学術的に推定して復元し，実験航海を行うことを目的とした。平成

28～30 年度の活動で様々な実験を繰り返して可能性の高いモデル

を定め，最終目標として平成 31 年頃に黒潮越えを伴う台湾から与

那国島の航海実現を目指す。クラウドファンディング等を通じて

資金調達を続けながら，ボランティアの方々の協力も得つつ，積極

的に情報発信していく，新しいタイプの開かれた研究プロジェク

トである。平成 28 年度には「草舟を漕ぐ」というモデルを試み，

以下を行った。 

１）草舟の製作：５～６月に，与那国島にて現地に自生する草（ヒ

メガマ）とツル植物（トウツルモドキ）を採取し，乾燥させ，強く

束ねることによって気密性を持たせ，浮力のある舟を作製した。旧

石器時代の道具技術で，一連の制作工程が実施可能であることを

確認。 

２）草舟による実験航海：６～７月に草舟の性能テストと漕ぎ練

習を行い，与那国島から西南西へ７５ｋｍ離れた西表島を目指す

実験航海を行った。巨大台風の影響もあり，強まっていた海流に流

され，漕いで島へ渡るという目標は達成できなかったが，草の舟の

特性（浮力と安定性に優れる一方，重量があり，寿命が短く，スピ

ードは出ない）の理解や，目的地が見えない天候下での進行方角を

割り出す航海術の成功等の成果が得られた実験となった。 

３）台湾出航へ向けての準備：草舟の次に平成 29 年度にテストす

る竹の舟の製作準備のため，台湾で現地予備調査を行った。 

 

館内参加研究者：5 名 外部機関等連携研究者等：13 機関 18 名 

関連企画等： 

・会員（クラウドファンディング支援者）向け成果報告会（8/27） 

・特別展「ラスコー展」での紹介（11/1～2/19） 

・国立科学博物館 NEWS 展示（3/14～4/2） 

・クラウドファンディングの特典イベント等を多数実施 

 

・テレビ番組放映「NHK クローズアップ現代」（7/26） 

「テレビ東京特別番組」（12/28）他多数新聞紙等を含め報道され，

多くの一般の方に周知できた。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

研究環境の活性化の状況 

◯館長支援経費の活用状況 

博物館・美術館において初めての

試みとなった。人力で漕いで島へ

渡ることはできなかったものの，

草の舟の特性の理解や，航海術の

成功等の試みなければ得ること

ができない大変貴重な多数の成

果が得られた。 

クラウドファンディングという

手法の特性から，研究内容につい

て，広く多くの一般市民に直接的

につながり内容を発信すること

ができた。プレスリリース等積極

的に行い，多数のメディアに取り

上げられたことから,更に多くの

方に周知する事ができた。これら

の研究成果は４編の著書等，及び

13 件の講演等で発表された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

館長支援経費を重点的な配分に

より，近い将来を見据えた収蔵技

術の開発や，多様な対象に向けた
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術史の中核的研究機

関としての当館の役

割を適切に果たすた

め，基盤研究及び総

合研究に関して，研

究テーマの選定を含

めた研究計画，進捗

状況の把握，研究成

果の評価の各段階に

おいて外部評価を実

施する。また，館長

裁量による研究者の

能力を最大限発揮で

きるような競争的環

境の整備など，研究

環境の活性化を図

る。さらに，科学研

究費補助金等の各種

研究資金制度を積極

的に活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経費 

館内競争的資金の意味

合いをもつ館長支援経

費，次年度の科学研究費

補助金等外部資金の獲得

を目指す科研等採択支援

経費を重点的に配分し，

研究環境の活性化を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）科学研究費助成事業

等の外部資金の活用 

 科学研究費助成事業を

はじめとした，各種研究

資金制度の活用を積極的

に推進する。 

特に科学研究費補助金

については，第４期中期

計画期間中における全国

平均を上回る新規採択率

の確保に向け，新規採択

数の確保を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

館長裁量により，研究者の能力を最大限発揮できるような競争

的環境を館内で整備し，研究環境の活性化を図るため，館長支援経

費の配分を行った。 

動物研究部 7 件，植物研究部 8 件，地学研究部 4件，人類研究

部 2 件，理工学研究部 3 件，筑波実験植物園 4 件，標本資料セン

ター3 件，昭和記念筑波研究資料館 1 件，経営管理部 1 件，事業

推進部 4 件，附属自然教育園 1件，合計 38 件の研究テーマ等に

ついて館長支援経費を重点的に配分した。 

これにより，通常の研究でこれまで実施できなかったテーマ等

について優先的に資金を投入し，特定の地域や生物についての調

査研究の充実や，国際共同研究の推進，また収蔵技術の検討，展示

開発や多様なプログラム開発，多様性保全に向けた取組等を推進

した。 

 

 

 

○科学研究費助成事業（科研費）等の各種研究資金制度の活用状況 

科学研究費助成事業についてはその獲得に努め，平成 28 年度は

59 件（164,330 千円）の各種研究プロジェクトについて科学研究

費助成事業を獲得し，研究を行った。採択率の向上を図るため，平

成 24 年度申請分から応募に際し，研究計画調書の内容について，

事務担当者による事前精査に加え，各研究部長がアドバイス等を

行う新たな取組を実施している。また，館長裁量による次年度科研

費採択を目指す研究テーマへの戦略的・重点的支援を 2 件に対し

て行った。平成 28 年度の新規採択は,39 件の申請に対し 15 件が

採択され, 新規採択率が 38．5％となった。 

 

 平成28

年度 

平成29

年度 

平成30

年度 

平成 31

年度 

平成 32

年度 

科学研究費補

助金新規採択

率 

38．5% 

 

－ － － － 

 

 

◯研究資金制度の積極的活用 

大学，研究所，産業界との共同研究，受託研究等により外部機関

との連携強化を図るとともに，各種研究資金制度を積極的に活用

し研究を推進した。平成 28 年度の受入状況は，寄付金 4件，助成

金 4件，共同研究 2件，受託研究 11 件，その他補助金 1件，さら

に，平成 28 年度おいて，新たな資金獲得の手法としてクラウドフ

ァンディングの活用を 1件行った。 

プログラムの開発等，今後の発展

的な研究・事業につながる多様な

テーマを推進することができた。 

また, 科学研究費助成事業につ

いては,第４期中期計画期間中に

おける全国平均を上回る新規採

択率の確保に努め，第４期中期計

画期間初年度としての平成 28 年

度は,38.5％の新規採択率を確保

した。 

各種研究資金制度を積極的に活

用し,特に,新たな研究資金の獲

得方法として，クラウドファンデ

ィングの活用を行い，今後の資金

獲得の手法としての先駆けとな

る新しい事例となった。 
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１－４ 若手研究者

の育成 

 日本学術振興会特

別研究員や独自の特

別研究生など，いわ

ゆるポストドクター

を受け入れるととも

に，連携大学院制度

による学生の指導等

を行い，後継者を養

成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－４ 若手研究者の育

成 

日本学術振興会特別研

究員及び外国人特別研究

員並びに当館独自の特別

研究生，外国人共同研究

者及び外国人研修生を受

け入れる。 

また，連携大学院にお

いて当館研究員が教授や

准教授として教育・研究

に参画するとともに，修

士課程及び博士課程の学

生を受け入れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

◯若手研究者の育成状況 

日本学術振興会特別研究員，大学と連携した連携大学院制度，当

館独自の制度である特別研究生，外国人共同研究者等の受入れ制

度のもと，若手研究者を受入れ・指導した。これにより，大学等他

の機関では研究，教育が縮小傾向にあり人材育成が困難となった

自然史科学等，自然科学に関する基礎研究分野における後継者の

育成を図った。 

 

・連携大学院 

１）東京大学大学院理学系研究科生物科学専攻連携講座に，研究者

4 名が教授，准教授として教育・研究に参画。 

２）茨城大学大学院農学研究科資源生物科学専攻に，研究者 3 名が

客員教授，客員准教授として教育・研究に参画し，3つの集中

講義を実施。 

３）東京農工大学大学院連合農学研究科生物生産学専攻に，研究者

3 名が客員教授，客員准教授として教育・研究に参画。 

４）九州大学大学院比較社会文化学府・地球社会統合科学府に，研

究者 3名が客員教授，客員准教授として教育・研究に参画。 

５）筑波大学大学院生命環境科学研究科地球進化科学専攻に，研究

者 3名が教授，准教授として，筑波大学大学院生命環境科学研

究科生物科学専攻に，研究者 1名が教授として，教育・研究に

参画。 

６）筑波大学とつくばライフサイエンス推進協議会において設置

した協働大学院に，研究者 2 名が教授として，教育・研究に参

画。 

 

◯館独自の研究生等受入れ 

・特別研究生を 10 名受け入れた。 

・外国人共同研究者５名,外国人研修生１名を受け入れた。 

・日本学術振興会特別研究員を１名受け入れた。 

・日本学術振興会外国人特別研究員を４名受け入れた。 

 

 

 

 

外国人を含む，若手研究者やポス

トドクターを受け入れて指導を

行い，大学院生の学位論文の作成

の指導を通して，特に,自然科学

分野の基礎分野の研究に重要な

貢献も果たしている。 

連携大学院は引き続き 5 校と連

携し，研究者延べ 19 名が,教授・

准教授等として教育・研究に参画

したほか，ポストドクター等 16

名を受け入れる等，若手研究者の

育成を継続的に行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2)研究活動の積極

的な情報発信 

 研究成果につい

て，学会等を通じた

外部への発信に加

２－１ 研究成果発

表による当該研究分

野への寄与 

 研究成果について

は，論文や学会にお

ける発表，研究報告

２－１ 研究成果発表に

よる当該研究分野への寄

与 

研究成果については，論

文や学会における発表，

国立科学博物館研究報

＜主な定量的指標＞ 

【指標】 

・国立科学博物館の特

色を生かし，国民に見

＜主要な業務実績＞ 

 

◯研究成果の公表状況 

・研究報告類の刊行 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

研究活動の情報発信については，

論文発表（一人当たり 3.8 本，総

＜評価すべき実績＞ 

 基盤研究，総合研究等の成果の公

表状況について，国内外の論文，学

会発表において，新たな事象の発見
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え，シンポジウムの

開催，一般図書の刊

行等により広く社会

に発信すること。ま

た，研究現場の公開

や，展示・学習支援

事業における研究成

果の還元など，国立

科学博物館の特色を

十分に生かし，国民

に見えるかたちで研

究活動の情報を積極

的に発信していくこ

と。特に総合研究に

ついては，終了後２

年以内にその成果を

基にした企画展等を

開催すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

や一般図書等の刊行

を通じて，当該研究

分野の発展に資す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

告，国立科学博物館専報，

自然教育園報告等の刊行

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

えるかたちによる発信

を重視するなど，研究

活動の社会への情報発

信に関する評価軸の観

点等を達成 

 

 

（評価指標） 

・研究活動の社会への

情報発信状況 

 

（モニタリング指標） 

・研究成果を基にした

企画展等の開催状況 

・研究成果を基にした

常設展示改修等状況 

・研究者による学習支

援事業の開催状況 

・シンポジウムの開催

状況 

・オープンラボの開催

状況 

・メディアへの掲載状

況 

 

 

＜評価の視点＞ 

評価軸 

【社会的要請の観点】  

・生物多様性の保全な

どの課題に対応するた

め分野横断的なプロジ

ェクト研究が推進さ

れ，その成果を博物館

ならではの方法で分か

りやすく発信している

か 

 

【目標水準の考え方】 

・国民の科学リテラシ

ーの向上という国立科

学博物館のミッション

国立科学博物館研究報告（Series A～E）11 冊， 

国立科学博物館専報 1 冊，自然教育園報告第 47 号 

の刊行を行った。 

 

○論文発表数 

論文を学会誌等に発表し，年間総計 232 本の発表を行った。 

論文発表 1人平均 

平成 28 年

度 

平成 29 年

度 

平成 30 年

度 

平成 31 年

度 

平成 32 年

度 

3.8 本 － － － － 

 

◯著作等件数 

論文を学会誌等に発表し，年間総計 248 本の発表を行った。 

著作等表 1人平均 

平成 28 年

度 

平成 29 年

度 

平成 30 年

度 

平成 31 年

度 

平成 32 年

度 

4.0 本 － － － － 

 

◯学会発表等の数 

 学会発表等において，年間総計 401 件の発表を行った。 

学会発表等 1人平均 

平成 28 年

度 

平成 29 年

度 

平成 30 年

度 

平成 31 年

度 

平成 32 年

度 

6.5 件 － － － － 

 

 

○研究員の社会貢献 

研究員は公的な機関の委員会や学会等の委員を務める等の社会

貢献活動を行い，当該研究分野の推進や，社会への研究成果の還元

等に寄与している。 

 

・政府・独立行政法人及びその他の公的組織の委員 延べ 68 人 

・学会の役員・評議員等の委員 延べ 188 人 

・他の博物館の委員 延べ 9 人 

・国際機関・組織の委員 延べ 17 人 等 

・大学・研究機関の非常勤講師・非常勤研究員 延べ 67 人 

 

 

 

 

数 232 本），著書等（一人当たり

4 件，総数 248 件）や学会発表（一

人当たり 6.5 件，総数 401 件）等

による専門的な内容での成果発

表に加え,広く一般向けを意識し

た様々な手法を積極的に活用・発

信した。シンポジウムを４回開催

したほか，筑波地区（筑波研究施

設および筑波実験植物園）のオー

プンラボ（参加者 2,047 人），当

館研究者 1 人ひとりを紹介する

展示『研究者紹介－私の研究』，

科博 NEWS 展示など様々な手法で

多くの研究活動の状況や成果等

を紹介した。特に「西之島 2014

噴火のマグマ成因を初めて解

明」，「よみがえる江戸の宣教師

（シドッチ神父の遺骨の発見と

復顔）」，「3 万年前の航海徹底再

現プロジェクト 2016」などの科

博 NEWS 展示は多くの観覧者を集

めるとともにマスコミ等におい

ても取り上げられ，多くの人々の

関心を集めた。また，基盤研究や

総合研究などの成果を基にした，

企画展「理化学研究所百年」，「田

中芳男展」，「日本海とその周辺の

自然史の調査」などをはじめとす

る特別展・企画展等の開催や，学

習支援活動など，博物館ならでは

の方法を積極的に活用しながら，

国民へ見える形で分かりやすく

発信することなどを通じて，広く

社会へ還元することができた。こ

のような活動の結果,当館及びそ

の研究成果に関するメディアに

おける放映・掲載が 1,025 件に達

するなど,広く一般の方への目に

触れる機会を数多く設けること

ができた。 

これらを踏まえ，Ａと評価する。 

等の学術的なインパクトのある内容

の発信を行ったほか，一般向けの手

法を活用した発信を行った。具体的

にはシンポジウムの開催，オープン

ラボの実施の他，時宜を得た研究に

ついては，即時性を持った展示を行

い，多くの観覧者を集めるとともに，

研究成果等に関するマスコミ等への

情報提供によって，より広範な発信

を行った。 

特に「3万年前の航海 徹底再現プ

ロジェクト」においては，資金募集

段階のみならず，プロジェクトの進

捗をＳＮＳ等で発信し，研究活動と

多くの一般市民がつながり続ける試

みとして，他博物館の模範となる活

動となった。また同プロジェクトに

ついては，テレビ，新聞をはじめと

するメディアにも広範に取り上げら

れ，仮説検証を行う「科学研究のプ

ロセス」について，広く認知される

機会となった。 

  

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 特になし。 
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２－２ 国民に見え

るかたちでの研究成

果の還元 

 研究活動について

の理解を深めるため

に，シンポジウムの

開催やオープンラボ

の実施，ホームペー

ジの活用等により，

積極的に研究活動を

発信する。また，当

館の特色を生かし，

研究成果を展示する

とともに学習支援事

業に適宜反映させ

る。特に総合研究に

ついては，終了後２

年以内にその成果を

基にした企画展等を

開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－２ 国民に見えるか

たちでの研究成果の還元 

 国際シンポジウムの実

施等，積極的に研究成果

を還元する場を設け,当

館の研究について発信す

る。また,ホームページ等

を通じて研究成果の公

開・提供を行う。 

 博物館活動を支える研

究活動について広く理解

を図ることを目的とし

て，研究施設のある筑波

地区でオープンラボを実

施する。また，筑波実験植

物園を研究成果の還元の

場としたイベント等を行

うなど，当館の研究活動

について積極的に発信す

る。 

 上野本館においても，

「研究者紹介－私の研

究」等として，パネルを用

いて，研究の意義，過程，

成果について紹介する展

示を機動的に展開する。 

当館の研究内容に関連し

た，最新の科学ニュース

等の情報発信を行う。特

に速報性を重視した「科

博 NEWS展示」，及びwebサ

イトを活用して分かりや

すく伝える「ホットニュ

ース」，「研究室コラム」等

を展開する。 

 

 

 

に鑑み，研究活動の情

報発信については，学

会等を通じた発信だけ

でなく，展示・学習支援

事業，シンポジウムの

開催，一般図書の刊行

等により広く社会に発

信することとする。 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

◯研究成果の発信状況 

特別展，企画展，学習支援活動等のほか，オープンラボ，「科博

NEWS 展示」，「私の研究－国立科学博物館の研究者紹介－」，「ホッ

トニュース」等により，研究内容の紹介や最新の調査研究成果の社

会還元を行った。学会，研究機関等とも連携しつつ，多様な形態で

シンポジウムを開催して研究成果の発信を行った。さらに,研究活

動についての理解を深めるために，展示やホームページの活用等

により，積極的に研究活動を発信した。また，当館の特色を活かし，

研究成果を展示するとともに学習支援事業に適宜反映させた。 

 

◯研究成果を基にした企画展等の開催状況 

＜企画展等開催＞ 

基盤研究や総合研究等の研究成果を基にした,企画展「日本海と

その周辺の自然史の調査」,「田中芳男展」等，多数開催 

 

＜科博 NEWS 展示＞ 

当館の研究活動から得られたニュース性のある話題や社会的に

話題となった事柄について紹介する「科博 NEWS 展示」を，関連の

ある常設展示室等の一角を利用して実施。 

・西之島 2014 年噴火のマグマ噴火を初めて解明 

28.6.28(火)～ 9.4（日），66 日間開催 

・ひすい 翡翠輝石・翡翠輝石岩 －日本の石（国石）が選定され

ました－ 28.10.18（火）～11.27（日），36 日間開催 

・よみがえる江戸の宣教師 [シドッチ神父の遺骨の発見と復顔] 

28.11.12(土)～12.4(日), 20 日間開催 

・2016 年ノーベル賞受賞速報展示 

  28.12.9(金)～29.3.20(月), 86 日間開催 

・3万年前の航海 徹底再現プロジェクト 2016 

29.3.14(火)～4.2(日), 19 日間開催 

 

＜私の研究－国立科学博物館の研究者紹介－＞ 

研究者一人ひとりの研究を紹介しながら，科学博物館の研究活

動を知ってもらうための，パネル展示及び研究に関する標本類等

を展示する企画を地球館地下 3 階で実施した。平成 28 年度は 18

名の研究者を紹介するとともに，チラシや当館ホームページを活

用し，広く紹介。 

 

◯研究成果の常設展示への反映 

・筑波実験植物園教育棟に常設展示「植物園の動物たち」を動物研

 

研究成果の公表としては,研究報

告類の刊行として,国立科学博物

館研究報告（Series A～E）を 11 

冊，国立科学博物館専報を 1 冊，

自然教育園報告第 47 号を定期的

に刊行し,成果を発信した。 

また,論文発表としては,1 人

平均 3.8 件（総計 232 件），著書

等 1人平均 4件（総計 248 件），

また,学会発表の件数として，１

人平均 6.5 件（総計 401 件）行う

など,広く研究成果を発表してい

る。 

さらに，研究員の社会貢献活動

として,学会等の役員,委員等を

積極的に務めた。研究成果を企画

展「日本海とその周辺の自然史の

調査」等により,ニュース性の高

い話題として 5 件公開すること

ができた。特に，社会的に関心が

高い，ノーベル賞受賞や西之島の

噴火についての解説についても

速報的に展示を行い，来館者へ最

新の情報を発信することが出来

た。個々の研究者の顔が見える研

究者紹介を行うことにより,研究

内容を発信し,また,研究者によ

るディスカバリートーク実施回

数 230 回（参加者延人数 14,520

人）や出前事業といった,直接的

に，研究者と来館者等が接し,研

究成果の情報を分かりやすく発

信する機会を積極的に設けた。研

究成果の発信を積極的に行い，シ

ンポジウムを５回開催したほか，

オープンラボ（参加者 2,047 人）

等,様々な企画を用いた手法で研

究内容を紹介した。これらの取組

みの結果のほか，当館及びその研

究成果に関するメディアにおけ
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究部と協力して新設。 

・四季を通して色々な「きのこの仲間」を観察できる常設展示「植

物園のきのこの仲間」をオープン。 

 

◯研究者による学習支援事業の開催状況 

・研究者によるディスカバリートーク 

実施回数 230 回（参加者延人数 14,520 人） 

 

＜学会等他の組織と連携した研究成果の発信＞ 

・皇居吹上御苑での自然観察会 参加者 284 名 

・研究員による小中学校出前授業 サイエンス Q への参画 

 「地面のゆれをみてみよう」 

 「海にすむ星とキュウリとハリネズミ」 

 

その他,多彩な学習支援事業を含めて,447 回実施 

 

○シンポジウムの開催状況 

国際シンポジウム「Museums’ growth in partnership with 

audiences and other stakeholders  ともに成長する博物館」を

はじめ，当館が主催するシンポジウムを下記のとおり,計４回開催

した。 

・平成 27 年度 技術の系統化調査報告会（平成 28 年７月） 

・藤原ナチュラルヒストリー振興財団第８回シンポジウム 

「土と生き物の自然史」・高校生によるポスター研究発表 

（平成 28 年 11 月） 

・国際シンポジウム「ともに成長する博物館」（平成 28 年 9 月） 

・ワークショップ 21 世紀の生物多様性研究 

「つながる・ひろがる生物多様性情報」（平成 28 年 12 月） 

・第 16 回日本分類学会連合第シンポジウム 

「若手分類学者の底力を見よ！〜社会の眼も意識しつつ〜」 

（平成 29 年 1月） 

 

○オープンラボの開催状況 

筑波地区において，動物，植物，地学，人類，理工学の 5つの研

究部及び筑波実験植物園がそろって行う研究施設等の一般公開を

開催した。研究内容及び収蔵標本及び施設を紹介する目的で各研

究部様々な企画を行った。 

実施日 平成 28 年 4月 23 日（土） 

会場：国立科学博物館筑波研究施設,及び筑波実験植物園 

参加者：筑波地区総見学者数 2,047 名 

 

る平成 28 年度の放映・掲載が

1,025 件に達する等の具体的な

成果を上げることができた。ま

た，プレスリリースによる間接的

広報や,ウェブサイトを活用した

「研究室コラム」といった内容発

信等に加え，特別展・企画展等の

開催，学習支援活動等により，幅

広く社会へ還元することができ

た。 

なお,「３万年前の航海 徹底再

現プロジェクト」は，クラウドフ

ァンディングによって資金募集

を行うことにより，研究活動と多

くの一般の方が直接つながる形

で研究内容発信を行うことがで

きたことは,今後の様々な研究活

動等を行う際にも参考となる内

容となった。多くのメディアに取

り上げられ,広く国民に周知でき

た。 
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＜実施内容＞ 

・自然史標本棟見学  

通常は公開していない標本室のうち，陸生哺乳類標本室（７

階），人類標本室（５階），岩石・鉱物標本室（４階），動物液浸

標本室（２階）を一般公開した。 

   

・研究部企画イベント 

各研究部の研究内容を知ることができる参加型企画を実施。

動物研究部では，「ストランディング！漂着イルカの死因を探

る」，「鳥類標本を見よう」，「ミニ深海展，昆虫やクモの標本を見

よう」，「鳥の調査を見学しよう」，「千石正一と両生類・爬虫類標

本」，植物研究部では，「海藻押し葉体験」，「私のお宝大公開」，

「植物・菌類標本見学ツアー」，地学研究部では，「化石クリーニ

ング室大公開」，理工学研究部では，「理工第一資料棟特別見学」

（塩ビ重合反応槽，モ式六型飛行機，彗星写真儀，超高圧発生装

置，仁科型宇宙線計，SERAC 電子計算機）を行った。産業技術史

資料情報センターでは，「センターの活動紹介展示」，さらに，筑

波実験植物園では，「植物園バックヤードツアー」を行い，普段

公開しない研究スペースを一般に紹介した。 

 

・研究紹介スペシャルトーク 

各研究部の研究員が，日頃行っている研究について話をする

トークイベントを実施。各研究部５人の研究員が，それぞれ「モ

ササウルスとアンモナイト」（地学研究部），「最初の日本人は航

海者だった－「3 万年前の航海徹底再現プロジェクト」の実現に

向けて」（人類研究部），「茨城県はなぜ地震が多い？」（地学研究

部），「深海魚の寄生虫」「青い花の発現の仕組み」のタイトルで，

一般向けの親しみやすい内容でのトークイベントを行った。 

 

◯メディアへの掲載状況 

研究成果等に関してテレビ，ラジオ，雑誌，新聞，ウェブ等での

放映・掲載が 1,025 件あった。 

 

・プレスリリースの発信状況 

展覧会，研究成果の発表等に関して積極的にプレスリリースを

44 件行った 

 

・「ホットニュース」 

当館の研究に関わるテーマから，最新情報として話題となって

いる科学に関するニュースについて選び，基礎的な内容を交え，読

みやすい文体で紹介する「ホットニュース」をホームページから発



34 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

信した。平成 28 年度は「珍奇なツリフネソウをミャンマーで発

見！」のテーマを取り上げた。 

 

・「研究室コラム」 

研究員が，毎週交替で身近な話題紹介。写真や図絵１枚を用い，

150～200 字の文章で当館ウェブサイトのトップページにて，総計

52 件の掲載を行った。 

 

 (3)国際的な共同研

究・交流 

 海外の博物館等と

の協力協定の締結等

に積極的に取り組む

など，自然史研究等

の国際交流・国際協

力の充実強化を図る

こと。特にアジア・

オセアニア地域にお

ける中核拠点とし

て，自然史博物館等

との研究協力を実施

し，この地域におけ

る自然史系博物館活

動の発展の上で先導

的な役割を果たすこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－１ 海外の博物

館等との交流 

 海外の博物館等と

の協力協定の締結等

に取り組むととも

に，海外の博物館等

の求めに応じた支援

や ICOM（国際博物館

会議）等を通じた国

際交流を促進し，相

互の研究活動等の発

展・充実を図る。 

 特にアジア・オセ

アニア地域の自然史

系博物館等との研究

協力を積極的に行

い，これらの地域に

おける自然史系博物

館活動の発展に先導

的な役割を果たす。 

 また，2019 年に京

都 で 開 催 さ れ る

ICOM 大会において

自然史及び科学技術

の国際委員会の円滑

な実施に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－１ 海外の博物館等

との交流 

海外の自然史系を中心と

する科学系博物館等との

連携・協力を推進するた

め，国内外の研究者等を

招へいして，展示及び学

習支援活動分野に関する

国際シンポジウムを開催

する。また，海外の博物館

や研究機関との共同研究

や研究者の受入れ等を積

極的に行うことを通じて

研究環境の活性化を図る

とともに，引き続き海外

の博物館等からの視察・

見学等の受入れ，当館か

らの視察・調査活動を積

極的に行い，博物館活動

の発展・充実に資する。 

国際的な博物館組織を通

じた交流について，ICOM

（国際博物館会議）等の

博物館組織との交流を進

めるとともに，2019 年

ICOM 京都大会で開催され

る自然史及び科学技術の

国際委員会の実施に向け

た準備に協力する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

【指標】 

・アジア・オセアニア地

域において中核的な役

割を果たすなど，国際

機関や海外の博物館等

との共同研究・交流等

に関する評価軸の観点

等を達成 

 

 

（評価指標） 

・国際機関や海外の博

物館との共同研究・交

流等の実施状況 

 

 

（モニタリング指標） 

・海外の博物館等との

協力協定等の締結状況 

 

・地球規模生物多様性

情報機構（GBIF）の日本

ノードとして我が国の

自然史標本情報の発信

状況 

 

・国際深海掘削計画の

微古生物標本・資料セ

ンター（MRC）として微

化石等の組織的収集の

状況 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

国際機関や海外の博物館との共同研究・交流等の実施状況 

・海外の博物館との交流 

 平成 27 年 3 月 11 日開催の国際交流に関する委員会において定

めた「第 4 期中期計画期間における国際戦略に関する基本方針に

ついて」に基づき，着実に海外の博物館等との交流を実施した。 

 

◯海外の博物館等との協力協定等の締結状況 

共同研究協定，覚書等による共同研究の実施 

・ボゴール植物園との協定 

 筑波実験植物園とボゴール植物園との間で，両植物園の教育研

究の交流を通じ，学術研究や教育の進歩，発展を目的に平成 27 年

度に結ばれ,平成 28年度は 12月に筑波実験植物園から園長をはじ

め３名がボゴール植物園を訪問し，交流セミナーを実施。また，ボ

ゴール植物園及びチボダス植物園において,植物園,展示,教育普

及についての意見交換及び共同研究の打ち合わせを行い，さらに，

植物園および周辺にて植物調査を行った。 

 

・ロシア科学アカデミー極東部門植物園研究所との覚書 

極東ロシアと日本における植物分類学と植物地理学の共同研究

をロシアと日本との間に確立することを目的とし,ロシアと日本

における野外調査の実施，研究材料の交換，研究に関する情報や技

術の交換，共同研究に基づく合同の研究発表を進めているが,特

に,平成 28 年度は，コケ植物標本の交換を行うとともに，平成 26

年度の成果の一部を国際誌に共同発表した。 

 

・浙江大学との協定 

日本と中国南東部の関連植物種について，自然史及び生物地理

研究に関する共同研究及び情報・サンプルの交換を促進すること

を目的として平成 26 年に交わされ,平成 28 年度は，６月に浙江省

で，８月に富山・石川でそれぞれ関連植物の共同野外調査を行っ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

海外の博物館等との間で新規に

2 件（ミャンマー，ベトナム）の

協定を結び，継続の 9件を含む計

11 件の協定等のもと国際的な共

同研究を進めた。特にミャンマー

の森林研究所との協定は，同国内

全域を世界で初めて調査範囲と

して生物イベントリーの共同研

究を行うものであり，未踏査地域

等において新種等の発見などの

成果が今後さらに期待される。国

際的な交流については， 2019 年

の ICOM（国際博物館会議）の京

都大会に向けて，特に自然史系及

び科学技術系の国際委員会の担

当館として積極的な活動を行っ

た。自然史系の国際委員会である

ICOM-NATHIST の執行役員会の役

員に当館職員が再任された。ま

た，ICOM 本部等が主催するスペ

イン・バルセロナで開催された世

界規模のセミナーに活発に活動

を展開している館として，アジア

地域で当館が唯一招聘され，国際

的な交流を深めたことが特筆さ

れる。当館が主催した国際シンポ

ジウムでは，博物館の様々なステ

ークホルダーによる多様なコミ

ュニケーションを促進し，さらに

新たな活動へと反映させる次世

代の博物館のあり方として，「と

もに成長する博物館」を提唱し,

議論を深めることができた。 

GBIF（地球規模生物多様性情報

機構）においては，日本ノードマ

ネージャーに再任され，アジア地

＜評価すべき実績＞ 

 前年度と比較し，より多くの海外

の博物館，研究機関等と協定等に基

づき，共同研究を進めるなど，国際

的な研究活性化や相互交流に顕著な

成果を上げた。国際的な取組におい

ても，GBIF 日本ノードマネージャー

再任，ICOM-NATHIST 役員再任など，

日本及びアジア，環太平洋地域にお

ける中核的な役割を果たし，各プロ

ジェクトの推進に貢献した。また，

ICOM 本部等主催のスペイン・バルセ

ロナで開催された世界規模のセミナ

ーにおいては，活発な活動を展開し

ている博物館十数館のうちの一つと

して，アジア地域で唯一の招聘があ

るなど,発展的な活動を活発に行っ

ている点は評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 特になし。 
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＜評価の視点＞ 

評価軸 

【国際的観点】  

・国際的なプロジェク

ト等への貢献がなされ

ているか 

 

【目標水準の考え方】 

・国際的な共同研究・交

流等の充実・強化を図

るため，海外の博物館

等との協力協定等の締

結を推進するととも

に，アジア・オセアニア

地域における中核拠点

としての役割を果たす

ため，特に地球規模生

物多様性機構（GBIF）の

日本ノードとしての自

然史標本情報の発信

や，微古生物標本・資料

センター（MRC）として

の微化石標本の情報公

開と活用を重点的に推

進することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た。特筆すべき成果として，琉球固有のオオシマウツギとオキナワ

ヒメウツギの最近縁種は中国産種であることが示された。その他，

国際植物科学会議における共同シンポジウム開催について及び,

今後の共同研究に向けて会議を行った。 

 

・ロシア連邦アルタイ州立大学との覚書 

ロシアと日本における植物分類学と植物地理学の共同研究をロ

シアと日本との間に確立することを目的としており ,平成 28年度

は７月に２名がロシアへ行きアルタイ地域で共同調査を実施。地

衣類,コケ植物，維管束植物の採集を行い,また成果として学術論

文３本を国際誌に共同発表した。 

 

・ロシア科学アカデミー極東支部生物学土壌科学研究所との覚書 

極東ロシアと日本における植物分類学と植物地理学の共同研究

をロシアと日本との間に確立することを目的とし,平成 28年度は，

標本にもとづく共同研究を実施し,成果として学術論文２本を国

際誌に共同発表した。 

 

・ロシア科学アカデミー極東支部太平洋地理学研究所との覚書 

極東ロシアと日本における植物分類学と植物地理学の共同研究

をロシアと日本との間に確立することを目的とし，平成 28年度は，

標本にもとづく共同研究を実施し，成果として学術論文１本を国

立科学博物館研究報告 B類に共同発表した。 

 

・韓国国立生物資源研究所との協定 

日本と韓国の動植物種について，分類及び生物多様性保全に関

する共同研究及び情報・サンプルの交換を促進することを目的と

して平成 27 年度に交わされ,平成 28年度は７月に韓国永宗島等に

おいて関連種の共同野外調査を行った。また，日本産オオシラビソ

等を韓国側に研究サンプルとして提供。特筆すべき成果としては，

日韓の絶滅危惧種であるエンビセンノウの集団遺伝解析を行い，

グローバルな保全指針を提唱。 

 

・ブータン農林省生物多様性センターとの協定 

ブータンにおける花や菌類の多様性の解析の推進を目的とす

る。ブータンにおける共同調査により，これまでに多数の植物及び

菌類を収集。また，MTA に基づき日本に運ばれた標本の解析から得

られた成果を，国内学会や国際シンポジウムで共同発表した。さら

に，相互訪問により友好を深めると共に，ブータンにおける分類

学，化学分類学，分子分類学，植物学，生物多様性保全分野の情報

や知識の強化，能力開発等も支援を継続。 

域代表としてベトナムの生物多

様性情報発信に関する活動の支

援等を行い，国際深海掘削計画微

古生物標本・資料センター（MRC）

でも，アジアの中核的研究拠点と

して共同利用を積極的に推進す

るなど，日本及びアジア，環太平

洋地域における中核的な拠点と

しての役割を果たし，国際的なプ

ロジェクト等の推進に貢献した。 

これらを踏まえ，Ａと評価す

る。 

 

共同研究協定として,特に,平成

28 年度から５年間にわたる,ミ

ャンマー天然資源・環境保全省林

務局との協定のほか, ベトナム

熱帯生物学研究所(ITB)との協定

が新たに結ばれ,積極的な共同研

究が推進された。ミャンマー天然

資源・環境保全省林務局との協定

では，協定に基づき計５回７地域

以上の調査を実施した。その他,

各分野においても，海外の博物館

や研究機関の研究者との共同研

究を積極的に推進し，顕著な成果

も得られている。特に，インドネ

シア地質博物館との覚書に関し

て,平成 28 年度は，新発見のフロ

ーレス原人化石について国立科

学博物館のマイクロ CT 装置も利

用した形態学的解析を行い，成果

をネイチャー誌に発表した。 

また，国際シンポジウムとし

て ，「 Museums' growth in 

partnership with audiences 

and other stakeholders（ともに

成長する博物館）」の開催をはじ

め，海外からの視察・見学等の受

入（23 件 180 人），研究者の招へ

いは 16 の国と地域から 40 名に

上った。ICOM-NATHIST の執行委

員会役員として引き続き活動を
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・ミャンマー天然資源・環境保全省林務局との協定 

総合研究「ミャンマーを中心とする生物インベントリー：日本の

南方系生物の起源を探る」を実施のため（平成 28 年度から 5 年計

画。）ミャンマー天然資源・環境保全省林務局の森林研究所と生物

インベントリーの共同研究を実施することを目的とする。野外調

査の実施，生物多様性研究に関する情報交換や技術移転，研究資材

の提供，共同研究に基づく合同の研究発表等が盛り込まれた。平成

28 年度は，国際共同研究協定を締結する等研究体制を整え，本協

定に基づき計５回７地域以上の調査を実施。 

 

・ベトナム熱帯生物学研究所(ITB)との協定 

平成 28 年度から 5 年計画で締結。科博とベトナム熱帯生物学研

究所間の科学研究協力を推進し,研究者の交流，分類学の研究での

連携，フィールドワーク等の連携を図り,特に年間 250 点の維管束

植物及びコケ標本の交換を 5 年にわたり実施。平成 28 年度は，当

館から 250 点の日本産標本を送付し，250 点のベトナム産植物標本

を受入れ。 

 

・インドネシア地質博物館との覚書 

この覚書の目的は，両機関の間での研究や展示についての協力

を促進することにある。平成 28 年度は，新発見のフローレス原人

化石について国立科学博物館のマイクロ CT装置も利用した形態学

的解析を行い，フローレス島における原人の矮小化が 70 万年前か

ら生じた推定についてネイチャー誌に発表。 

 

◯国際シンポジウムの開催 

国際シンポジウム Museums' growth in partnership with 

audiences and other stakeholders（ともに成長する博物館） 

を平成 28 年 9月 9 日（金）～10 日（土）に開催。 

これからの社会が目指すべき「知の循環型社会」の実現に向け

て，博物館は多様な人々が参画するネットワーク体であり，多様な

コミュニケーションに基づいた知の創造が行われることによっ

て，博物館活動の一層の成長が進むといえる。そのような中で,博

物館の様々なステークホルダーによる多様なコミュニケーション

を促進し，さらに新たな活動へと反映させる次世代の博物館のあ

り方として，「ともに成長する博物館」を提唱し,国際シンポジウム

において様々な点から議論を行った。 

シンポジウム 1 日目（9月 9 日）には，博物館を「契機」として

行われる様々なコミュニケーションと，それを促進させる展示と

学習支援活動について，近年の具体的な事例をもとに検証した。2

行い，さらに，ICOM 国際委員会

連絡担当者に就任するなど，積極

的に貢献し，イタリア・ミラノで

開催された ICOM 大会等の国際的

な博物館関係の会議への出席に

よる，活発な国際交流を行った。 

その他,様々な海外の博物館・

研究機関等に支援を行うなど,こ

れらの活動から，アジア，環太平

洋地域における自然史博物館の

中核拠点としての大きな役割を

果たしている。 
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日目（9月 10 日）には，「利用者，学芸員，博物館マネジメント層

のミュージアムリテラシーの実態を知り，育て，活用し，社会に変

革をもたらす」システムの試行の結果や海外の事例が報告され,参

加者全体で 155 名（国外からの出席者 4名）において,多方面から

議論を重ねた。 

 

◯国際的な博物館組織との交流・情報収集 

①ICOM（国際博物館会議，International Council of Museums）へ

の協力活動等 

・ICOM 日本委員会事務局（日本博物館協会）との連携による国際

的な博物館活動に積極的に参画した。平成 28 年 7月にイタリア・

ミラノで開催された ICOM 大会に職員等が出席し, ICOM 大会につ

いて情報収集を行ったほか, 2019 年度 ICOM 京都大会を見据え，開

催国の見地からも情報収集に努めた。 

・ICOM における専門的組織である国際委員会のうち自然史の博物

館・コレクションに関する ICOM-NATHIST，科学技術の博物館・コ

レクションに関する ICOM-CIMUSET に出席し，それぞれの大会につ

いて各自情報収集を行うとともに，ICOM 京都大会における双方の

国際委員会大会の担当館として情報収集を行った。 

・ICOM-NATHIST の執行委員会役員として引き続き活動を行い，さ

らに，ICOM 京都 2019 組織委員会の依頼により，ICOM 国際委員会

連絡担当者に就任。 

・ICOM 本部とラカーシャ銀行財団主催の世界規模のセミナー（テ

ーマ「博物館の社会的役割」；10 月開催）に，全世界 13 カ国 16 館

のうち，アジア地域で唯一当館が招聘され，館長が参加。 

・ICOM 活動のひとつである平成 28 年度「国際博物館の日」（５月

18 日）について，上野ミュージアムウィーク国際博物館の日記念

事業 2016 として各種記念事業を実施し，上野エリアでの博物館事

業の普及活動を継続。 

 

② ASTC（科学館協会， Association of Science-Technology 

Centers） 

・平成 28 年９月に米国・タンパで開催された ASTC 年次総会に出

席し，北米を中心とした科学館や理科教育の現状について情報収

集を行った。 

 

◯国内他機関による国際交流・国際協力事業に対する協力 

①JICA（国際協力機構）主催研修の受託及び協力 

・平成 28 年 10 月，埼玉県教育委員会及び JICA が主催する JICA 草

の根技術協力事業（ブラジル）埼玉研修に協力し，参加者 15 名に

館の概要及び展示を説明。 
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３－２ アジアの中

核的拠点としての国

際的活動の充実 

 地球規模生物多様

性情報機構(GBIF)の

日本ノードとして，

あるいは，国際深海

掘削計画におけるア

ジアを代表する微古

生物標本・資料セン

ター（MRC）として等，

アジアの中核的研究

拠点として積極的な

国際貢献を行う。微

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２ アジアの中核的

拠点としての国際的活動

の充実 

 

１）地球規模生物多様性

情報機構（GBIF）に関する

活動 

GBIF の日本ノードの一翼

を担うとともに，ノード

マネージャーを配置し，

アジアにおける自然史標

本情報発信に貢献する。

アジア地域代表として

GBIF の中期目標策定に貢

・平成 28 年 10 月，JICA 関西が主催し国立民族学博物館及び滋賀

県立琵琶湖博物館が受託した課題別研修『博物館とコミュニティ

開発』コースに協力し,参加者 16 名に対し，館の概要及び展示につ

いて説明した。 

・平成 28 年 11 月，JICA 北海道国際センター帯広が実施する『小

学校理科教育の質的向上コース』研修に協力し，参加者 16 名に対

し，日本の学校教育における博物館の役割と意義についての講義

と上野本館の館内見学の受入れを行った。 

・平成 29 年２月，（公財）ひろしま国際センターが実施する「アフ

リカ地域『教師教育（基礎教育分野）（Ａ）』に協力し，参加者 11

名に対し，日本の学校教育の中における博物館の活用方法につい

て事例紹介と上野本館の館内見学受入れを行った。 

 

②日本学術振興会 研究拠点形成事業 東南アジア沿岸生態系の

研究教育ネットワーク  

期間：平成 28 年４月１日〜平成 31 年３月 31 日 

内容：東南アジアの沿岸生態系に関する研究ならびに教育を進め

るために，東京大学大気海洋研究所を拠点として，インドネシア，

マレーシア，フィリピン，タイ，ベトナムの 5ヶ国との研究交流の

協力を行った。 

 

◯視察等来訪者の受入 

海外の博物館及び教育・研究機関等から視察・調査・意見交換等

で来訪する博物館関係者を積極的に受入れ，23 件（180 名）来館。 

○研究者の招へい 

15 の国と地域から 40 名の海外の研究者を招へい。国際的な共

同研究や若手研究者・第一人者の国際シンポジウム等への参加を

推進。 

 

 

◯地球規模生物多様性情報機構（GBIF）に関する活動 

日本から GBIF へ情報発信を行うため，全国の自然史系博物館等

が所有している生物多様性に関する標本情報を，インターネット

を利用して検索できるシステムを公開しているが，28 年度は公開

データをさらに 58 万件充実させて 449 万件のデータを GBIF に提

供した。また，GBIF に掲載されている生物多様性情報のより効果

的な活用を目指して，東京大学，国立遺伝学研究所と共同で「ワー

クショップ 21 世紀の生物多様性研究（通算第 11 回）」を開催。平

成 27 年度に引き続き， GBIF 日本のノードマネージャーに再選さ

れ，アジア地域代表として活動。 

日本政府からの拠出金に基づいた Biodiversity Information 
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古生物標本・資料セ

ンターにおいては，

国内の大学と連携し

て微化石等の組織的

収集を図り，環境変

動の解明に寄与す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

献し，国内の自然史標本

情報を集約してGBIFに発

信するとともに，生物多

様性情報に関する研究会

やワークショップを開催

し，GBIF 及び生物多様性

情報学の普及を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）国際深海掘削計画微

古生物標本・資料に関す

る活動 

国際深海掘削計画で採取

された深海底ボーリング

コア中の微化石標本の国

際的共同利用センター

（ Micropaleontological 

Reference Center：MRC）

としてコレクションの活

用を図る。標本情報の統

合データベース上への公

開を推進し，標本の研究・

Fund for Asia 基金の使途について，運営委員として調整を行なう

とともに，日本ノードとして，ベトナムの生物多様性情報発信に関

する活動を支援し，ベトナムにおけるワークショップ（2016 年 8

月 3～4日）に参加。また，アジア地域における生物多様情報学の

普及を図るため，台湾ノードに協力して，台北にて「Biodiversity 

Informatics Training Workshop」(2016 年 9 月 7～10 日)を開催

し，アジア圏内の参加者に対して，生物多様性情報学の基礎につい

て講義と実習を行った。 

 

・ワークショップ 21 世紀の生物多様性研究（通算第 11 回） 

「つながる・ひろがる生物多様性情報」 

日  時：平成 28 年 12 月 3 日（土）13:00～16:40 

会  場：日本館２階講堂 

主  催：国立科学博物館，東京大学大学院総合文化研究科，国立遺

伝学研究所 

 

＜GBIF（地球規模生物多様性情報機構）関連の活動状況＞ 

・6月 14〜16 日，筑波における GBIF ベトナムノード設立のための

メンタリングミーティングの開催（植物研究部，動物研究部） 

・6月 23〜24 日，SPNHC（Society for Preservation of Natural 

History Collections）第 31 回年会への参加およびアジアと日

本における自然史コレクションの電子化状況の話題提供（動物

研究部） 

・6月 28〜30 日，フィリピンにおける GBIF アジア地域会合に出席

（植物研究部） 

・8 月 3〜4 日，ベトナムにおけるデータベースのトレーニングワ

ークショップに出席（植物研究部） 

・9 月 7〜10 日，台北における GBIF アジアノードの生物多様性情

報ワークショップに出席（植物研究部，動物研究部） 

 

 

◯国際深海掘削計画等の微古生物標本・資料に関する活動 

国際深海掘削計画の一環として，世界 16 ヶ所に微化石標本の共

同 利 用 セ ン タ ー ( 微 古 生 物 標 本 ・ 資 料 セ ン タ ー ：

Micropaleontological Reference Centers: MRC)が設置・運営さ

れ，当館は世界の５ヶ所に設けられた，全ての標本を保管する国際

共同利用センターとしてその役割を果たしている。平成 28 年度に

ついても引き続き，国際深海掘削計画によって採取された微化石

標本に加えて，海洋コアや湖沼コア，陸上から採取された微化石標

本の充実に努め，標本の国際的共同利用の推進を図った。 

・微化石標本について，その情報を当館の統合データベース上と，
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教育への利用を促進し，

研究・教育支援活動を継

続する。また，安定同位体

質量分析計を用い，大学・

研究機関と協力して，地

球環境変動史解明のため

の標本・情報コレクショ

ンの構築を進める。これ

によって，層序区分やそ

の対比精度を向上させ，

古環境や生物地理の変遷

を明らかにする研究を推

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

統合国際深海掘削計画のデータベース上 

(http://iodp.tamu.edu/curation/mrc.html)に公開。〔23,516 点〕 

・国際的ガイドラインに沿って微化石標本の貸出を行った。〔28 年

度末で貸し出している標本数：321 点（名古屋大学，宇都宮大学，

秋田大学，東京大学）〕 

・プロジェクト研究「MRC の再構築」により，宇都宮大学，高知大

学，秋田大学，東京大学，茨城大学等の教育・研究機関と協力して

地球環境変動史解明のための研究を進めた。本年度末までに約

40,000 点の堆積物，岩石，微化石標本を収集・整理。〔有孔虫標準

標本 40 点，ニュージーランドの PT 境界に関する標本 210 点，海

洋堆積物 3,000 点，湖沼堆積物 19,000 点，湖沼珪藻化石 1,300 点

を含む〕 

・同位体層序による年代決定や古環境復元等の目的で，軽元素同位

体比を用いた共同研究を進め，当館 MRC に設置されている装置で

約 4,620 試料の測定。 

・大阪微化石研究会，山形大学，東北大学総合博物館，形の科学会，

新潟大学コア・ステーション，形の科学研究センター，産業技術総

合研究所と共催で，MRC 研究集会（山形大学，2017 年 3 月 2 日から

3 月 4 日）を開催。 

 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―２ ナショナルコレクションの体系的構築及び人類共有の財産として将来にわたり継承するための標本資料収集・保管事業の実施 

当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人国立科学博物館法第十二条第 

三号 

業務に関連する

政策・施策 

政策目標１ 生涯学習社会の実現 

施策目標１－３ 地域の教育力の向上 

関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２８年度）１－３ 

行政事業レビューシート番号 ００２５ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 
前中期目標期

間値 
２８年度 

２９ 

年度 

３０ 

年度 

３１ 

年度 

３２ 

年度 
 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

登 録 標

本 資 料

増加数 

計画値 

５年間で前中期

目標期間の実績

を上回る登録標

本資料数の増加 

５年間の 

目標数値 

300,000 点 

－ － － － － 予算額（千円） 314,770 － － － － 

実績値 － 
5 年間で

381,922 点増 

120,063 点

増加 
－ － － － 決算額（千円） 448,662 － － － － 

達成度 － 127.3％ － － － － － 経常費用（千円） 441,595 － － － － 

標本 DB

に よ る

公 開 情

報 増 加

件数 

計画値 

登録標本レコー

ドと画像情報を

合わせて５年間

で 40 万件を加え

て公開 

５年間で

150,000 件の

増加 

－ － － － － 経常利益（千円） 432,605 － － － － 

実績値 － 

5 年間で HP

での全 DB 登

録件数

623,164 件増 

107,959 件

増加 
－ － － － 

行政サービス実施

コスト（千円） 
672,996 － － － － 

達成度 － 415.4％ － － － － － 
 

従事人員数（人） 61 － － －   － 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

 業務実績 自己評価 

 ２ ナショナルコレ

クションの体系的

構築及び人類共有

の財産としての将

来にわたる継承 

２ ナショナルコレ

クションの体系的

構築及び人類共有

の財産として将来

にわたり継承する

ための標本資料収

集・保管事業 

２ ナショナルコレクシ

ョンの体系的構築及び

人類共有の財産として

将来にわたり継承する

ための標本資料収集・保

管事業 

 ＜実績報告書等参照箇所＞ 

平成 28 年度事業報告 

各事項に関する業務実績の詳細は，下記のとおり。 

＜自己評価書参照箇所＞ 

各事項に関する自己評価は，下記の通り。 

 

評定 Ａ 

 ＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通

り，中期計画及び年度計画に定め

られた以上の業務の進捗が認め

られるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 ナショナルセンターとして基

盤となる機能である資料の収集・

整理・保管・活用が年度あたりの

目標を大きく上回るペースで着

実に進められている。情報発信も

国内・国外にわたっており,目標

を上回るレベルで十分に実施さ

れており評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 特になし。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・基盤となる機能である資料の収

集・整理・保管・活用が着実に進

められており，高く評価したい。 

・自然科学系博物館の活動の根幹

である標本資料の収集と保管に

ついて，積極的に進めている。 

・ナショナルコレクション構築の

中心として成果を積み重ね，存在

感を発揮している。 

・標本資料の収集は順調に進んで

おり，さらに保管体制も適切に整

備されている。 
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 (1)ナショナルコ

レクションの構築 

 科学系博物館の

ナショナルセンタ

ーとして，自然史

及び科学技術史の

研究に資する標本

資料の調査・収集

を体系的に進め，

これら貴重な標本

資料を適切な環境

のもとで保管し，

将来へ継承できる

よう，中長期的な

方針を作成し，戦

略的なナショナル

コレクション構築

を着実に推進する

こと。また，標本・

資料統合データベ

ースの一層の充実

を図ること。さら

に，国内に生息・生

育する生物を中心

とする研究用の遺

伝資源コレクショ

ンの充実を図るこ

と。 

 海外の自然史標

本に関しては，生

物多様性条約及び

名古屋議定書を遵

守し，遺伝資源の

アクセスと利益配

分（ABS）に関する

国立科学博物館の

方針に沿って適切

な収集・管理を行

うこと。 

 ナショナルコレ

クションとして保

管の必要な標本資

料の散逸を防ぐた

め，大学や博物館

等で保管が困難と

なった貴重な自然

史系標本資料の受

入のために国内の

自然史系博物館等

と連携し，自然史

系標本資料セーフ

ティネットの拡充

を図ること。科学

技術史資料につい

ても理工系博物

館，大学等の研究

１－１ ナショナ

ルコレクションの

体系的構築 

 生物や岩石・鉱

物などの自然史や

科学技術史に関す

る標本資料につい

ては，当館のコレ

クションに関する

基本方針に沿っ

て，国内を中心に

東アジアから東南

アジア地域，西部

太平洋海域を対象

に，基盤研究や総

合研究等の研究計

画に沿った収集を

進めるとともに，

標本・資料統合デ

ータベースを活用

して充実すべき分

類群や地域等に焦

点を置いた戦略的

なコレクション構

築を図る。当館全

体として，５年間

で前中期目標期間

の実績を上回る登

録標本資料数増加

を目指す。 

 自然史分野につ

いては，内外の博

物館等研究機関と

連携して標本資料

の収集を積極的に

進める。特に，DNA

塩基配列によるバ

ーコーディング，

分子系統分類解析

等の研究手法の進

展に対応して，分

子生物多様性研究

資料センターでは

DNA 試料，DNA 試料

を採取した証拠標

本，抽出 DNA,バー

コーディング領域

の塩基配列を統合

的に収集・保管・

管理する遺伝資源

コレクションの充

実を図り，同時に

データベース化を

通じて国内外の研

究利用に供するシ

ステムの構築を進

１－１ ナショナルコ

レクションの体系的構

築 

 当館のコレクション

に関する基本方針に沿

って，標本資料センタ

ーと各研究部等が協働

して標本資料の収集，

保管の計画的推進を図

り，内外の博物館等研

究機関との連携を通じ

て，ナショナルコレク

ションとして質の高い

標本資料の体系的構築

を進める。そして，コレ

クションの総合的な管

理・運営体制の強化に

向け，標本・資料統合デ

ータベースの充実及び

その積極的な運用を図

る。 

 分子生物多様性研究

資料センターにおいて

は，日本国内及び周辺

海域に生息する生物群

を対象にDNA組織試料，

抽出 DNA 及び証拠標本

の統合的な収集・保存・

管理を進めるととも

に，引き続きデータベ

ース化を進める。 

 また，絶滅危惧植物

の生息域外保全及び保

全のための基礎研究，

並びに種特性解明のた

めに必要な絶滅危惧植

物のグローバルな収集

を進める。 

 海外学術調査等で採

取する自然史標本に関

しては，生物多様性条

約及び名古屋議定書を

遵守した当館の方針に

従い，当該国の関連機

関の許可及び共同研究

者等の合意の上，適切

に収集・管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

【指標】 

・標本資料について，

５年間で前中期目標

期間の実績を上回る

登録標本資料数の増

加 

 （前中期目標期間実

績：５年間で 381,922

点増） 

・標本・資料統合デー

タベースについて，登

録標本レコードと画

像情報を合わせて５

年間で 40 万件を加え

て公開 

 （前中期目標期間実

績：５年間でホームペ

ージでの全データベ

ース登録件数 623,164

件増） 

 

 

＜評価の視点＞ 

【目標水準の考え方】 

・ナショナルコレク

ションの構築につい

ては，前中期目標期間

以上の目標値を達成

することを目指す。 

・標本資料情報の発

信については，標本・

資料統合データベー

スの構築に伴い急増

した初期段階の登録

作業が安定する一方，

既存のレコードの質

の向上を図ることが

重要となっているた

め，登録数の増加と画

像情報の追加を合わ

せた指標と目標水準

を設定し，その達成を

目指す。 

＜主要な業務実績＞ 

○標本資料の収集 

標本資料の収集は，総合研究，基盤研究及び科学研究費補助金に

よる研究等の計画に沿って行った。また，寄贈，寄託等に関して，

大学や産業界等関係機関の積極的な協力が得られるように努めた。

さらに，遺伝資源のアクセスと利益配分（ABS）に適切に対応できる

よう，館内での周知を開始した。 

 

平成 28 年度末現在の登録標本数は合計で 4,529,689 点となり，

前年度と比較して 120,063 点増加した。各研究分野の収集状況は次

のとおり。 

 

平成 28 年度末現在，登録標本数 4,529,689 点 

 

登録標本資料増加数 

平成 28 年

度 

平成 29 年

度 

平成 30 年

度 

平成 31 年

度 

平成 32 年

度 

120,063 点 － － － － 

 

○動物研究分野 

  動物研究分野では，国内各地のほか，台湾，ベトナム，タイ，ミ

ャンマー，マレーシア，フランス領ギアナ，ロシアで採集調査を行

い，新たに陸生哺乳類 43 点，海生哺乳類 123 点，両生・爬虫類 6

点，鳥類 20 点，魚類約 550 点，棘皮動物約 2,500 点，刺胞動物 30

点，半索動物 10 点，軟体動物約 2,400 点，甲殻類約 300 点，昆虫

類・クモ類約 5,900 点の標本を収集した。また，陸生哺乳類約 2,200

点，海生哺乳類 160 点，両生・爬虫類 431 点，鳥類約 150 点，魚類

60 点，軟体動物約 1,000 点，刺胞動物 20 点，海綿動物 2 点，線形

動物 120 点，甲殻類 936 点，昆虫類・クモ類約 59,500 点の寄贈を

受けたほか，鳥類１点および昆虫類（甲虫）110 点を購入した。こ

れらの標本およびこれまでの未登録標本から，陸生哺乳類5,889件，

海生哺乳類 246 件，両生・爬虫類 3,562 件，鳥類 1,600 件，魚類

5,201 件，軟体動物 4,586 件，環形動物 5,277 件，海綿動物 29 件，

棘皮動物 2,407 件，袋形動物 164 件，原生動物 103 件，半索動物 523

件，原索動物 448 件，昆虫類・クモ類 32,556 件，計約 63,000 件の

データ（画像を含む）を登録し，うち約 38,000 件を標本・資料統合

データベースで公開した。［点数や件数には個体数およびロット数

を含む。］ 

 

○植物研究分野 

  植物研究分野では，維管束植物（種子，シダ），コケ植物，藻類（大

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 標本資料の収集は，総合研究，基盤研

究等の研究の計画に沿って活発に推進

し，また，寄贈，寄託等に関して，大学

や産業界等関係機関の積極的な協力が

得られるように積極的に努めた結果，

標本資料について，想定を上回る標本

数を達成した。登録作業を推進し，登録

標本資料数については，増加数が

120,063 点に上った。「５年間で前中期

目標期間の実績（381,922 点）を上回る

登録標本資料数の増加」が指標となっ

ているところ，初年度（平成 28 年度）

において 120,063 点を収集し，指標の

年度平均である76,384点を大きく上回

ることができた。 

 分子生物多様性研究センターが中心

となって戦略的なコレクション構築を

進め，動物分野で 2,288 点の証拠標本

と DNA 試料を収集・登録し，また，植

物・菌類分野で 11,625 点の DNA 試料及

び抽出DNAや証拠標本の保存を進めた。

また，筑波実験植物園で絶滅危惧植物

種 92 分類群 576 個体を新たに導入・系

統保存した。 

 ナショナルコレクションを構築・継

承に資するためには国民に標本資料を

収集・保管する意義を伝えることが重

要であるとの観点から，「見せる収蔵」

を目指し，自然史標本棟収蔵庫を一部

リニューアルした。収蔵庫内での調査・

研究活動の一端を見ることのできるコ

ーナーを設置し，博物館と収蔵庫での

「舞台裏」の作業を紹介する活動を始

めた。 

 標本資料情報の発信として，標本・資

料統合データベースとして行い，登録

標本レコードと画像情報を合わせて

107,959件の増加となった。５年間で40

万件を加えて公開が指標となっている

＜評価すべき実績＞ 

 標本資料の登録標本資料数に

ついては，増加数が 120,063 点に

上り，指標の年度平均である

76,384点と比較すると157％と大

きく上回った。また標本資料情報

の発信のため実施している標本・

資料統合データベースに登録さ

れた標本レコードと画像情報に

ついては，両者合わせて 107,959

件の増加となった。こちらも指標

の年度平均と比較すると 134％と

大きく上回った。 

 収蔵庫の見学スペースについ

て「見せる収蔵」として改修し，

自然史標本の採集・収集活動や長

期保存と活用のための標本制作，

収蔵庫内での調査・研究活動等の

一端を紹介するなど，国民へ標本

資料を収集・保管する意義を伝

え，ナショナルコレクションの構

築・継承について理解を促す取組

を開始した。 

 収集した標本は，171 件(4,317

点／ロット) の貸出， 18 の国・

地域から1,351名に達する外部研

究者の標本資料室利用等，国内外

の研究機関，研究者等の利用，活

用に寄与しており評価できる。 

  

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 特になし。 
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機関，企業，個人等

で保管が困難とな

った貴重な資料の

受入のために国内

の理工系博物館，

学会，業界団体等

と連携してセーフ

ティネットの中核

としての機能を果

たすこと。 

 これら標本資料

を将来にわたり良

好な状態で保存し

続けるため，それ

ぞれの分野ごとの

特性等を考慮しつ

つ，収蔵スペース

の確保に向けた取

組みを行うこと。

その際，収蔵展示

により，収蔵庫外

から標本資料を観

覧できるようにす

るなど，標本資料

の積極的な公開に

ついても留意する

こと。 

 YS-11 量産初号

機については，貴重

な財産として将来

に向け長期的に保

有し，適切に保存し

ていく観点から，維

持管理経費等の視

点も含め適切な保

存・公開等の在り方

について，有識者等

による検討を行い，

平成 29 年度末まで

に方向性をとりま

とめ，着実に実施す

ること。 

 

 

める。また，絶滅

危惧植物の保全に

向けた植物標本収

集・保管プロジェ

クトを引き続き行

う。 

 海外の自然史標

本に関しては，生

物多様性条約及び

名古屋議定書を遵

守し遺伝資源のア

クセスと利益配分

（ABS)に関する館

の方針に沿って適

切な収集・管理を

行う。 

 科学技術史分野

については，近代

以前から現代まで

の我が国の科学技

術・産業技術の歩

みを物語る証拠資

料の収集を積極的

に進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

型，微細），菌類，地衣類について日本各地の他，海外で調査・標本

収集するとともに，エキシカータ等による世界的な標本交換，寄贈

標本受入れを行い，維管束植物 44,184 点，コケ植物 5,131 点，大型

藻類 4,914 点，微細藻類 622 点，菌類 8,702 点，地衣類 1,018 点の

標本を登録保管した。 

筑波実験植物園では，既に保有する稀少植物種の系統保存に努め

るととともに，多様性解析・保全研究用及び展示用として生きた植

物 613 分類群 2198 個体を国内外から導入した。特記すべきものと

しては，92 分類群 576 個体の絶滅危惧植物種を新たに導入・系統保

存した。 

 

○地学研究分野 

  地学研究分野では，岩石について，世界各地での調査により新た

に 618 点の標本資料を収集し，火成岩 294 点，変成岩 220 点，堆積

岩 104 点を登録した。また，鉱物についても新たに 959 点の標本資

料を収集し，日本産鉱物 735 点，外国産鉱物 154 点，鉱床 5点，そ

の他の鉱物標本等 65 点を登録した。これらの資料は，それぞれの

大陸や地域を代表する稀少な資料である。古生物では，国内産の新

生代植物化石 400 点を収集し，198 点を登録した。また，未登録で

あった標本の整理を進め，ロシア産新生代植物化石約 200 点および

故藤山家徳博士の琥珀コレクション約 250 点を整理し，登録した。

無脊椎動物化石については, 646 点を収集し，登録保管した。また，

当館が進めるセーフティネット事業として, 馬場勝良コレクショ

ン（関東地方の第四紀貝化石約 3000 点），平成 27 年度に引き続き

横浜国大古生物コレクション（無脊椎動物化石約 1,000 点）を受け

入れた。脊椎動物化石については，国内外における調査により脊椎

動物化石 76 点を収集登録した。この中にはカリフォルニア産絶滅

鰭脚類のプラストタイプ１点や日本産絶滅鯨類や絶滅魚類等のプ

ラストタイプ３点が含まれている。微古生物資料・標本センターに

おいては，琵琶湖ボーリングコアの珪藻化石関連で 3,355 点，海洋

研究開発機構から寄贈された現生および化石有孔虫コレクション

970 点を含む微化石の単体および群集のプレパラート，これらを包

含する母岩等 7,458 点を収集・整理し，登録保管した。 

 

○人類研究分野 

  人類研究分野では，7 遺跡から出土した江戸時代等の古人骨約

1330 体を受入れた。このうち江戸時代の小石川三丁目東遺跡から

は,平成 27 年度と同様に 530 体を超える大多数の人骨資料が出土

し, 850 体に関しては, 整理作業も完了。また，受入済み未登録標

本の整理作業も随時進め, 平成 25 年度受入れた台東区蔵前遺跡出

土の約 100 体の江戸時代人骨等の整理・登録作業を完了。 

が,年度平均（8 万件）を目安に考える

と，134％と大きく上回ることができ

た。また，標本の貸出は 171 件(4,317

点／ロット)，外部研究者の標本資料室

利用は 18 の国・地域から 1,351 名に達

する等，国内外の研究機関，研究者等の

利用，活用に寄与した。これらを踏ま

え，Ａと評価する。 

 

標本資料については，各分野で収集

を積極的に行い，「標本資料について,

５ 年 間 で 前 中 期 目 標 期 間 の 実 績

（381,922 点）を上回る登録標本資料数

の増加を収集」を目標とする中,第４期

中期期間の初年度である平成28年度に

おいて 120,063 点の増加となり,5 年間

の年度平均を目安に考えると，157％の

増加となり，申し分ない数となってい

る。現在のところ,総計登録標本数は

4,529,689 点となった。日本各地の他，

海外で調査・標本収集するとともに，エ

キシカータ等による世界的な標本交

換，寄贈標本受入れを行い，DNA 解析用

組織試料と塩基配列情報，その証拠標

本を統括的に収集・管理し，さらに,絶

滅危惧植物種の導入・系統保存を積極

的に進めた。理工学研究分野において

も,消失危機に瀕する科学・技術資料に

ついて積極的に収集を図り,寄贈の受

入れ等資料の調査,整理保管,登録につ

いて,着実に進めた。分子生物多様性研

究資料センターでは，DNA 解析用組織試

料と塩基配列情報，その証拠標本を統

括的に収集・管理した。特に,「重点的

DNA 資料収集」事業を運営し,平成 28 年

度は，イネ科植物（196 点）と原生生物

（約 40 点）を対象とした２件を実施し

戦略的充実を図った。コレクションの

戦略的充実を図るため，大学等からの

質の高い標本群の寄贈を受入れ,また,

標本資料センターが中心の「コレクシ
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○理工学研究分野 

  科学史分野では，「梶田隆章氏関係資料」，「大隅良典氏関係資料」，

「文部省発行錦絵」等 42 点を，工学技術史分野ではトランジスタ

式計算機としては最古級のシャープ製「CS-10A」やソニー製の初期

型「アイボ」等電気・情報通信関係資料 21 点と明治初期のコロンビ

アン印刷機 1点を受入れ，登録。理化学分野では，化学者関係資料

「廣田鋼蔵資料」，「木村健二郎資料」，「山岡望資料」３件，精密温

度計等計測・度量衡関係資料 22 点と顕微鏡 2 点を受入れ。また『網

干日本セルロイド人造絹絲株式会社ニ於ケル火薬製造二関する終

末報告』1 件，隕石 2 点，展示用複製「天象列次之図」4 点を登録。

さらに受入れ済みの気象観測機器 2 件，測量機器 2 件と地震資料 5

件を地震・気象資料として整理・登録を終了し，「日本無線株式会社

研究録」のデータ 1,100 件を含む科学・技術史資料 1,580 件につい

てデータベースに追加。 

 

○分子生物多様性研究資料分野 

 分子生物多様性研究資料センターでは，DNA 解析用組織試料と塩

基配列情報，その証拠標本を統括的に収集・管理し，生物多様性研

究基盤に資する等，高次のコレクションの構築に努めた。動物分野

で,両生類 44 種 798 点，爬虫類 39 種 110 点，節足動物約 400 点，

軟体動物約 980 点の証拠標本と DNA 試料を収集・登録した。植物・

菌類分野では，組織標本 1904 種 11625 点（うち維管束植物 1216 点，

菌類 10368 点，藻類 41 点）及び DNA 試料 93 種 150 点(地衣類)を収

集・登録した。DNA 資料の戦略的充実を図るため，分子生物多様性

研究資料センターが中心となって「重点的 DNA 資料収集」事業を運

営した。平成 28 年度は，イネ科植物（196 点）と原生生物（約 40

点）を対象とした２件を実施。 

 

◯その他標本・資料の充実について 

標本の寄贈受入，購入にあたっては，標本資料センターにおいて

それらの博物館資料としての重要性及び価値の評価を行い，ナショ

ナルコレクションとして認められる質の高い標本群の収集を図っ

た。平成 28 年度は，エジソンゆかりの蓄音機等元熊本エジソンミ

ュージアムのコレクション 273 件（部品まで含め約 2000 点），神戸

大学・大阪府立大学に収蔵されていたハバチ類（約 40,000 点），ユ

メゴンドウの骨格標本等故中島将行博士（元シーパラダイス館長）

のコレクション(160 点）などの寄贈を受け入れた。また，岐阜県産

ペルム紀の二枚貝化石シカマイアの新種と考えられる標本の購入。  

コレクションの戦略的充実を図るため，標本資料センターが中心

となって「コレクション・ビルディング・フェローシップ」事業を

ョン・ビルディング・フェローシップ」

事業を運営し,平成28年度は,新規植物

分野等の３件を含む,計４件を実施し

た。また,自然史資料の収集にあたり,

遺伝資源のアクセスと利益配分（ABS）

に適切に対応できるよう，館内での周

知を開始し, 適切な収集・管理に努め

た。 

 

＜課題と対応＞ 

「平成27年度課題として挙げた収蔵ス

ペースの確保について，次期中期計画

や次期年度計画において記載がなされ

たところである。今後の戦略的な対応

について期待したい。」との課題があっ

た。 

平成 28 年度においては,収蔵庫の見

学スペースについて，平成 29 年 3月に

は一部をリニューアルし，国立科学博

物館における自然史標本の採集・収集

活動，長期保存と活用のための標本づ

くり作業，収蔵庫内での調査・研究活動

の一端がみられるコーナーを設置し

た。今後を見据え収蔵についての検討

等を活発に推進している。 
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１－２ 標本資料

保管体制の整備 

 所有している標

本資料を将来にわ

たって適切に継承

するために，収蔵

スペースの確保に

向けた検討を行

い，新たな収蔵庫

の設置等を含め標

本資料保管体制の

整備を進める。そ

の際，収蔵展示に

より，収蔵庫外か

ら標本資料を観覧

できるようにする

など，標本資料の

積極的な公開につ

いても留意する。 

 また，YS-11 量

産初号機について

は，適切な保存・

公開等の在り方に

ついて，有識者等

による検討を行

い，平成 29 年度末

までに方向性をと

りまとめ，着実に

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－２ 標本資料保管

体制の整備 

自然史標本棟，植物研

究部棟標本室，理工第

１・第２資料棟及び標本

資料一時保管棟に収納

された標本資料の適切

な保管のため，棟内の環

境を継続的に監視し最

適な保管環境の維持を

行う。標本・資料統合デ

ータベースを活用して，

保有標本資料の有効利

用を促進する。標本資料

一時保管棟は寄贈受入

標本や展示資料のバッ

クヤードとして，活用を

図る。 

必要となる収蔵スペ

ースの確保に向け，新た

な収蔵庫の設置等につ

いて検討を進める。 

また，YS-11 量産初号

機については，適切な保

存・公開等の在り方につ

いて有識者等による検

討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運営した。平成 28 年度は,平成 27 年度からの継続として動物分野

１件（西日本産膜翅目広腰亜目標本の同定・整理，南西諸島の異尾

類標本の採集），新規に植物分野１件（アジア産カヤツリグサ科スゲ

属），地学分野 2件（日本産・ロシア産・ベトナム産のコノドント化

石，米フランシスカン帯の高圧変成岩類）の計４件を実施した。 

 

 

 

○保管状況について 

筑波研究施設には，５棟の標本資料を収蔵・保管するための建物

が整備されている。動物，植物，地学，人類を主体とする自然史系

の標本群は主に自然史標本棟に，植物標本の多くは植物研究部棟の

標本庫に，また，理工・産業技術系の標本・資料は理工第１，第２

資料棟に収納・保管されている。その他，寄贈標本や受入標本，登

録前の未整理標本及び展示用大型標本を一時的に収納する標本資

料一時保管棟がある。 

自然史標本棟には，陸生・海棲哺乳類の骨格標本や剥製標本，昆

虫標本，貝類標本，維管束植物の押し葉標本，岩石・鉱物・化石標

本，魚類や水棲無脊椎動物の液浸標本，人骨標本等多種多様な標本・

資料を，それぞれの特性に合わせて，収蔵階やスペースを区分けし

て各々に適した環境を整備し保管している。植物研究部棟では，菌

類から藻類，維管束植物等分類群に応じて，各々の特性に合わせて

スペースを区分し保管している。特に，種を担保する貴重なタイプ

標本は一般標本から明確に区別して適切な保管を行っている。理工

資料棟では，重要文化財等に指定されている貴重な資料は，特別な

保管庫に収納して厳重な管理のもとに保管している。 

各々の収蔵庫では，それぞれの標本・資料に適した温度・湿度の

管理を行うとともに，剥製標本，昆虫標本，押し葉標本等の虫害を

受けやすい標本群には，収蔵庫全体を燻蒸する防虫作業を適宜実施

した。また，定期的に標本・資料の点検を行い，液浸標本等には保

存液の交換・補充等，最適な保存状態の維持に努めた。DNA 試料及

び抽出DNAは分子生物多様性研究資料センターに設置したディープ

フリーザー内で冷凍保管するとともに，DNA 試料を採取したバウチ

ャー（証拠標本）は各々の分野別の標本室に収納した。 

 

◯標本資料保管体制の整備 

自然史標本棟・植物研究部棟標本庫・理工第１，第２資料棟にお

いて，通年にわたり各収蔵庫の温度・湿度のモニタリングを実施し，

季節に応じた最適な室温・湿度を調べ適切な標本保管に努めた。ま

た，棟内作業中を除き全消灯に努め電気料金の引き上げに対処する

ため全棟を通じた節電対策を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然史標本棟，植物研究棟標本庫，理

工第 1・第 2 資料棟，標本資料一時保管

棟という 5 つの建物において安全で充

実した保管体制を整備し，標本資料を

適切に保管した。 

 YS-11 量産初号機については，保存・

公開の可能性等について，意見交換を

行うなど状況把握に努めた。 
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１－３ 標本資料

情報の発信による

コレクションの活

用の促進 

 所有している標

本資料等に関する

情報の電子情報化

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－３ 標本資料情報

の発信によるコレクシ

ョンの活用の促進 

自然史・科学技術史研

究の基盤となるタイプ

標本や貴重な寄贈コレ

クション，分野別標本資

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，当館が所蔵する YS-11 量産初号機は，これまで保存してい

た格納庫の解体に伴い移転を余儀なくされたものの，引き続き，同

じ羽田空港内の新たな大型格納庫において保守点検及び保存を行

った。また，適切な保存・公開等の在り方について有識者等による

検討を行うための土台となる情報等を収集するため，航空関係の博

物館をはじめ，行政機関や空港等とも YS-11 の保存・公開の可能性

等について，意見交換を行うなど状況把握に努めた。 

 

・分子生物多様性研究資料センター 

DNA 分析用組織サンプル及び抽出 DNA 試料を，各々の分類群ごと

にディープフリーザーのコンパートメントに効率よく割り当て，二

次元バーコーディングによる専用のデータベース管理プログラム

を用いて的確に管理・保管するため，ディープフリーザー内の収納

システムで管理している。また，停電や故障による庫内温度上昇等

の緊急事態に迅速に対処するシステムを通年にわたり稼働させる

ことにより，DNA 試料の安全保管の向上に努めた。 

 

・標本・資料統合データベースの運用 

高性能で演算速度の速いサーバーで標本・資料統合データベース

の運用を継続し，毎月一度のペースで統合データベースの関連業者

と科博担当者が定例会を開き，システムの安定化と向上に努めた。

またデータベースの更新を平成 31 年度に計画し，そのための調査，

準備を開始した。統合データベースでは，平成28年度末で1,903,519

件を公開している。 

 

・自然史標本棟見学スペースの一般公開  

筑波実験植物園の開園日に，来園者が自由に利用できる見学スペ

ースでは，動物の骨格標本や大型化石標本の収蔵状況をガラス越し

にみられるようになっている。平成 29 年 3 月にはその一部をリニ

ューアルし，国立科学博物館における自然史標本の採集・収集活動，

長期保存と活用のための標本づくり作業，収蔵庫内での調査・研究

活動の一端がみられるコーナーを設置し，上野地区等の展示室では

見えない，博物館と収蔵庫での「舞台裏」の作業を紹介する活動を

始めた。 

 

 

◯標本資料情報の発信によるコレクションの活用の促進 

・電子情報化と公開状況 

平成 21 年度より公開している館内の標本資料を一元的に管理・閲

覧できる標本・資料統合データベースにおいて，登録件数及び画像

データの拡充を図った。平成 28 年度の新規増加件数は 107,959 件

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標本資料情報の発信は，主に当館ホー

ムページの標本・資料データベースを

通じて行われており，データベースの

公開件数は,平成 28 年度 107,959 件増

加した。標本・資料統合データベースに
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を進めデータベー

ス化を推進するこ

とにより，新たに

５年間で標本・資

料統合データベー

スに登録標本レコ

ードと画像情報を

合わせて約 40 万件

加えての公開を目

指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

料等のデジタル化され

ていない情報のデジタ

ル化を図り，データの整

理・統合を行う。当該デ

ータは登録標本レコー

ドとして標本・資料統合

データベースに格納し，

ホームページ上で公開

するとともに，登録標本

レコードに付随する画

像情報の拡充を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

となり，その結果，標本・資料統合データベースに格納し，公開し

ているデータ件数は 1,903,519 件となった。 

また，自然史研究の基礎となるタイプ標本データベースを始め，

動物・植物・地学・古生物・人類・理工・産業等の分野に特化した

データベースを運用し，各々のデータベースの充実・更新を図ると

ともに，標本・資料統合データベースに格納可能なデータについて

整理・統合を進めた。 

 

平成 28 年度末現在，標本・資料統合データベース 1,903,519 件 

 

標本・資料統合データベース公開件数増加数 

平成 28 年

度 

平成 29 年

度 

平成 30 年

度 

平成 31 年

度 

平成 32 年

度 

107,959 件 － － － － 

 

○標本資料活用状況 

所蔵する標本資料については，当館の研究・展示・学習支援等の

活動において活用するほか，国内外の研究機関等における研究目的

の利用に供するとともに，全国各地の博物館等に展示目的で貸し出

すなどの活用を図っている。平成 28 年度の貸出は，171 件(4,317 点

／ロット)であった。 

 

○外部研究者による標本資料室の利用状況 

 平成 28 年度において，18 の国・地域から 1,351 名が当館の標本

資料室を調査研究の目的で利用した。 

 

ついて，登録標本レコードと画像情報

を合わせて５年間で40万件を加えて公

開が指標となっているが,年度平均（8

万件）を目安に考えると，134％と大き

く上回り，第４期中期期間の初年度と

しては申し分ない数となった。また，標

本の貸出は 171 件(4,317 点／ロット)，

外部研究者の標本資料室利用は 18 の

国・地域から 1,351 名に達する等，国

内外の研究機関，研究者等の利用，活用

に寄与している。 

 

＜課題と対応＞ 

平成 27 年度の評価において,「昨年度

（平成 27 年度）の課題を踏まえ，目標

値の設定について，次期中期計画（第４

期）や年度計画において適切な記載が

なされたところである。今後はこれに

沿って適切に対応するとともに，さら

なる成果を期待したい。」とコメントが

あった。それに対して,標本資料情報の

発信として順調に行っており,適切な

対応となった。 

 

 (2)全国的な標本

資料情報の収集と

発信 

 自然史・科学技術

史に関するナショ

ナルセンターとし

て，国立科学博物館

で所有している標

本資料のみならず，

全国の科学系博物

館等で所有してい

る標本資料につい

て，その所在情報を

関係機関等と連携

して的確に把握し，

情報を集約し，オー

プンサイエンスの

推進に向け国内外

に対して積極的に

発信していくこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

全国的な標本資料情報を公開するサ

イエンスミュージアムネット（S-net）

については，参加機関が 9 機関増えて

85 機関となり，平成 27 年度の２倍とな

る約 58 万件のデータを新たに追加し

た。これにより S-net の登録データは

約 449 万件となり，日本の自然史系標

本資料を統括するデータベースとして

の利用価値をさらに高めることができ

た。この S-net のデータについては，

GBIF（地球規模生物多様性情報機構）へ

の提供を通じて，世界的規模での生物

多様性情報ネットワーク形成に向けて

一層の貢献を果たしている。 

 科学技術史資料に関しては，「産業技

術史資料共通データベース HITNET」の

構築を進め，所在調査データ分と合わ

せて 24,752 件を掲載したほか，情報発

＜評価すべき実績＞ 

 国内の自然史標本資料情報を

公開する S-net では，前年度の 2

倍となる約 58 万件となるデータ

を新たに追加し，所期の目標を大

きく上回る成果であると認めら

れる。国際的な取組であるGBIFに

ついても，S-net を活用するとと

もに，職員が日本ノードマネージ

ャー，アジア地域代表に再任し，

中核的役割を果たし，プロジェク

トの推進に貢献した。 

 また，重要科学技術史資料の登

録及び産業技術史資料情報の集

積も着実に進行し，資料の散逸防

止・保存用の推進とともに，継承

や保存への社会的関心の向上に
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２－１ 全国的な標本資料・保存機関に関わ

る情報の把握と発信 

 オープンサイエンスの推進に向け，生物多

様性情報を利用する上で必要な基礎知識，情

報共有の重要性・必要性を全国の科学系博物

館等で共有する。 

 この一環として，全国の科学系博物館等と

の連携のもと，標本資料の所在情報を横断的

に検索できるシステム(サイエンスミュージア

ムネット（S-Net）)の充実に取り組むととも

に，標本資料に関わる機関や学芸員等のデー

タの集積及び提供を推進する。 

また，産業技術史資料情報センターが中心

となって，企業，科学系博物館等で所有して

いる産業技術史資料等の所在調査とデータベ

ースの充実に取り組むとともに，中でも特に

重要と思われるものについて，重要科学技術

史資料としての登録を行い，各機関との役割

分担の下に，資料の分散集積を促す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◯全国的な標本資料・保存機関に関わる情報の把握と発信 

１）サイエンスミュージアムネット（S-Net）の充実 

全国の博物館や大学が所蔵する動植物・菌類標本の横断的な検索

を可能とするシステムを提供し，稼働時点での参加機関数は，12 博

物館，２大学で，提供したデータは約 33 万件であったが，平成 28

年度末においては，参加機関は 85 機関に増え，データ提供件数は

約 449 万件となった。 

サイエンスミュージアムネット参加機関は自然史標本情報を日

本語と英語の両方でインターネット上に提供しており，英語の情報

は地球規模生物多様性情報機構（GBIF）へ送信され，また，自然史

系博物館等の研究員・学芸員に関するデータベースを構築してお

り，平成 28 年度末において 502 人のデータを公開した。 

平成 28 年度においても研究会を２回，ワークショップを１回開

催し，全国の博物館等から担当学芸員等が参加し，標本収集・管理

と標本データベース，データベースを用いた研究等について，報告

や意見交換を行った。 

 

・第 27 回自然史標本データ整備事業による標本情報の発信に関す

る研究会，平成 28 年 6月 10 日(月) 13:30～17:00 

会場：国立科学博物館 上野本館 日本館 2階講堂 

主催：国立科学博物館  参加者：約 50 名 

共催：NPO 法人西日本自然史系博物館ネットワーク 

 

・ワークショップ 21 世紀の生物多様性研究（通算第 11 回） 

「つながる・ひろがる生物多様性情報」 

平成 28 年 12 月 3 日（土）13：00～16：30  参加者：約 50 名 

会場：国立科学博物館 上野本館 日本館２階講堂 

主催：国立科学博物館／東京大学大学院総合文化研究科 

共催：国立遺伝学研究所 

 

・第 28 回自然史標本データ整備事業による標本情報の発信に関す

る研究会，平成 29 年１月 17 日（火）13:00～17:00 

会場：伊丹市昆虫館  参加者：約 50 名 

主催：NPO 法人西日本自然史系博物館ネットワーク，国立科学博物

館 

信の一環として，HITNET ミニ企画展を

開催し，登録館が保有する収蔵品の展

示も行っている。また，標本セーフティ

ネットについても参画館が 2 館増えて

11 館となった。 

これらを踏まえ，A と評価する。 

 

サイエンスミュージアムネットへの参

加機関数が 85 機関となり,地球規模生

物多様性情報機構（GBIF）へ S-net の

自然史標本情報約 449 万件のデータ提

供を行うとともに，研究員等の情報も

502 件公開する等，データベースの大幅

な充実を図った。また,データベースを

用いた研究等について研究会等を活発

に開催し,積極的な意見交換等の交流

をおこない，今後の発展につながる活

動となった。重要科学技術史資料につ

いては,新たに 16 件登録し，計 225 件

になり，産業技術史資料共通データベ

ースの登録件数も 24,751 件となる等，

着実に産業技術史資料の散逸防止・保

存活用への取り組みを推進するととも

に，日本における産業技術の継承や保

存への社会的関心の向上に寄与した。

「産業技術史資料共通データベース

HIT NET」の構築活動を推進し，新たに

8 機関の所蔵資料データ 計 181 件を追

加することできた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寄与した。 

 上記のように，標本資料情報の

収集と発信について評価できる。 

  

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 特になし。 
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２－２ 標本資料情報発信による国際的な貢

献 

 地球規模生物多様性情報機構（GBIF）の日

本ノードとして，当館の標本資料情報のみな

 

◯重要科学技術史資料の登録 

日本における産業技術史資料情報の収集，評価，保存，公開及び

重要科学技術史資料の台帳への登録並びにこれに係わる情報の提

供等に関する事業を行った。 

 

・産業技術史資料の所在調査 

技術分野について，関連団体の協力のもとに資料の所在調査を 20

件（データ件数計 246 件）行った。また，主任調査員による所在調

査として５件（データ件数計 51 件）行った。 

 

・技術の系統化調査 

時計（ウォッチ），臨床検査技術，X線管，エアコン，光学顕微鏡

について主任調査員が系統化調査を行った。また，外部機関の資源

も活用して系統化調査を行った。本調査の結果に基づき，今後，重

要科学技術史資料として登録すべき産業技術史資料の候補を選出

した。調査の成果は『国立科学博物館 技術の系統化調査報告』第

24 集及び共同研究編第 10 集として刊行した。また，一般聴講者を

対象として，平成 27 年度に実施した系統化調査の成果報告会を平

成 28 年 7月に国立科学博物館講堂にて開催し，セメント製造技術，

石油化学技術，反転鋤込み耕（ボトムプラウ耕）技術，アーク溶接

技術，コークス技術について報告した。また,平成 27 年度実施の共

同研究「コークス技術の系統化調査」についての調査研究結果の報

告会が,平成 28年 11月に,北九州イノベーションギャラリーにて開

催された。 

 

◯重要科学技術史資料の登録並びに登録資料のアフターケア 

「科学技術の発達史上重要な成果を示し，次世代に継承していく

上で重要な意義を持つ科学技術史資料」及び「国民生活，経済，社

会，文化の在り方に顕著な影響を与えた科学技術史資料」の保存と

活用を図るために実施している，重要科学技術史資料の登録制度に

おいて，平成 28 年 5月 6日に開催した「第 9回 重要科学技術史資

料登録委員会」（委員長：末松安晴（公益財団法人高柳健次郎財団））

により登録が妥当と答申された 16 件の資料について，平成 28 年 9

月 13 日にその所有者を招き登録証及び記念盾の授与式を行った。 

平成 21 年度に登録した重要科学技術史資料（22 件）と，平成 24

年度に登録した重要科学技術史資料（21 件）と，平成 27 年度に登

録した重要科学技術史資料（25 件）について，アフターケアとして

現状を確認した。また，所有者からの申し出のあった，７件につい

て，「重要科学技術史資料台帳」記載情報を更新した。 
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らず，上記サイエンスミュージアムネットに

よって把握された全国の科学系博物館等が所

有する標本資料情報についても積極的に発信

するとともに，アジア地域のノードの連携を

推進する。 

 

 

 

 

２－３ 標本資料のセーフティネット機能の

拡充 

 ナショナルコレクションとして保管の必要

な標本資料の散逸を防ぐため，大学や博物館

等で保管が困難となった貴重な自然史系標本

資料の受入れのために国内の自然史系博物館

等と連携して構築した自然史系標本資料セー

フティネットの参画館の拡充を図り，その機

能を強化する。理工系資料については，理工

系博物館や大学，各種研究機関，企業，個人

等で保管が困難となった資料のうち永続的な

保管が必要とされるものについて，理工系博

物館等のネットワークや学会，業界団体等の

連携等を通じて積極的な受入れを図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－１ 全国的な標本資料・保存機関に関わる

・産業系博物館ネットワークの構築 

産業技術をテーマとする博物館のネットワーク活動として，「産

業技術史資料共通データベース HIT NET」の構築活動を継続し，新

たに以下の 8機関の所蔵資料データ等 計 181 件を追加した。一方，

1 館(PILOT ペンステーション ミュージアム)の閉館分 50 件を削除

した。所在調査データ分と合わせて，全掲載件数は 24,751 件とな

った。ヤンマーミュージアム，大分香りの博物館，青森県立三沢航

空科学館，トヨタ産業技術記念館，あおもり北のまほろば歴史館，

青森市森林博物館，磐田市香りの博物館，別府市竹細工伝統産業会

館において，ミニ企画展を実施し，日本の産業技術系博物館の資料

を検索できるデータベース【HITNET】に登録している博物館からテ

ーマ（拡がるセラミックスの世界-日本の産業技術-）に関係する４

館（那覇市立壺屋焼物博物館，ＴＯＴＯミュージアム，京セラファ

インセラミック館，ＴＤＫ歴史みらい館）を紹介した。 

 

 

◯標本資料情報発信による国際的な貢献 

地球規模生物多様性情報機構（GBIF）の日本ノードとして，国内

の科学系博物館等が所有する生物多様性に関する自然史標本資料

の標本情報を，インターネットを通じて英語による情報発信を行っ

た。また，国内利用者の便宜を考慮して，日本語による標本データ

の提供を，サイエンスミュージアムネット（S-Net）を通じて行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◯標本資料のセーフティネット機能の拡充 

研究者が収集した学術的価値の高い標本資料や大学・博物館等で

所有していた貴重な標本資料が散逸することを防ぐために，それら

研究者や機関で保管が困難となった標本資料の受入について，国立

科学博物館を含めた全国 11 つの博物館等組織（ミュージアムパー

ク茨城県立自然史博物館・環境省自然環境局生物多様性センター・

千葉県立中央博物館・山階鳥類研究所・群馬県立自然史博物館・神

奈川県立生命の星 地球博物館・滋賀県立琵琶湖博物館・大阪市立自

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球規模生物多様性情報機構（GBIF）の

日本ノードとして，449 万件のデータを

提供する等積極的な情報発信を行った

ほか，日本ノードマネージャー，アジア

地域代表を再任し務める等，日本の自

然史情報発信の拠点としての役割を果

たした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当館を中心とした全国 11 館の博物館

により，参画館が受け入れた標本寄贈

に関する情報等を，セーフティネット

ニュースとして科博専用ホームページ

を通じて引き続き広く発信した。 
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情報の把握と発信 

 

１）サイエンスミュージアムネット（S-net）

の充実 

オープンサイエンスの推進に向け，生物多様

性情報を利用する上で必要な基礎知識，情報共

有の重要性・必要性を全国の科学系博物館等で

共有する。 

全国の科学系博物館等との連携と，情報イン

フラとしてのサイエンスミュージアムネット

の周知と利用を推進する。標本資料に関わる機

関や学芸員等のデータの集積及び提供を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）重要科学技術史資料の登録 

産業技術史資料に関する収集・保管のシステ

ムに従って，関連工業会等との連携による所在

調査を行う。結果はデータベース化し，インタ

ーネットで公開する。また，特徴的分野の技術

発達の系統化の研究を行い，報告書としてまと

める。これらの蓄積に基づき，より詳細な調査・

研究を経て，重要科学技術史資料候補の選出と

台帳登録を行う。過去に登録された資料に関す

る，アフターケアを実施し，確実な状況把握に

努める。また，産業技術史資料関連博物館等と

の連携による社会的に重要な産業技術史資料

の分散集積を促し，その保全を図る。 

 

 

 

然史博物館・兵庫県立人と自然の博物館・北九州市立自然史・歴史

博物館）が中心となって構築した自然史標本セーフティネットを，

科博専用ホームページを通じて広報，運営した。 
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２－２ 標本資料情報発信による国際的な貢

献 

サイエンスミュージアムネットを通じて国

内の自然史系博物館等の標本資料情報の電子

化を援助し，当館の標本・資料統合データベー

スと併せ，日本の生物多様性情報の一元化を図

り，国際標準フォーマットに変換して GBIF に

発信する。また東アジア地域のノードとして，

関連各国との連携に努める。 
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４．その他参考情報 

 特になし。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

２－３ 標本資料のセーフティネット機能の

拡充 

全国の主要な自然史系博物館等が連携して運

用している自然史系標本セーフティネットを

通じて，大学や博物館，研究機関等に保管され

ている自然史系標本資料の散逸を防ぐ活動を

推進する。さらに，セーフティネットの参画館

の拡充を図り，その機能を強化する。理工系博

物館や大学，各種研究機関，企業，個人等から

理工系所蔵資料の保管が困難になった旨の連

絡を受けた場合，永続的な保管が必要と判断さ

れたものについては，当館や他の機関での保管

を検討する。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―３ 国立科学博物館の資源と社会の様々なセクターとの連携協働による，人々の科学リテラシーの向上に資する展示・学習支援事業の実施 

当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人国立科学博物館法第十二条第 

四号 

業務に関連する

政策・施策 

政策目標１ 生涯学習社会の実現 

施策目標１－３ 地域の教育力の向上 

関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２８年度）１－３ 

行政事業レビューシート番号 ００２５ 

当該項目の重要度，

優先度，難易度 

【重要度：高】教育振興基本計画，科学技術基本計画，科学技術イノベーション総合戦略 2015，生物多様性国家戦略 2012-2020 等で示された政策の実現のためには，国立科学博物

館の資源と社会の様々なセクターとの連携協働のもと，様々な課題に対応していく資質・素養である科学リテラシーの涵養に取り組むことが重要であるため。また，「オリンピック・

パラリンピックレガシー創出に向けた文部科学省の考え方と取組」にも位置づけられているように，2020 年東京大会は，これまでの日本の科学研究の蓄積や科学技術の発展・成果

を国内外へ発信する重要な機会であり，本中期目標期間において重点的に取り組む必要があるため。 

 

 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 
前中期目標期

間最終年度値 
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度  ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

入館者

数等 

計画値 

５ 年 間 で

800 万人を

確保 

－ 160 万人 320 万人 480 万人 640 万人 800 万人 予算額（千円） 834,470 － － － － 

実績値 － 
５年間で

10,268,503 人 
2,523,950 人 － － － － 決算額（千円） 901,260 － － － － 

達成度 － － － － － － － 経常費用（千円） 975,884 － － － － 

展示事

業数 

計画値 

特別展を年

平均２回程

度実施，企

画展・巡回

展示を年平

均 25 回程

度実施 

－ － － － － － 経常利益（千円） 975,671 － － － － 

実績値 － 

特別展開催件

数年平均 3.6

回・開催日数

年平均 233

日，企画展開

催回数年平均

24 回 

特別展 4回 

企画展 33 回 

巡回展 11 回 

実施 

－ － － － 
行政サービス実

施コスト（千円） 
1,242,490 － － － － 

達成度 － － － － － － － 従事人員数（人） 126 － － － － 
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学習支

援事業

参加者

数 

計画値 

年平均で10

万人の参加

者数を確保 

－ 10 万人 10 万人 10 万人 10 万人 10 万人 

 

 

実績値 － 
年平均 47,271

人 
224,380 人 － － － － 

達成度 － －  224％ － － － － 

博物館

等との

連携協

働事業

の連携

機関数 

計画値 

５年間で前

中期目標期

間実績以上

の数の機関

等と連携協

働 

－ － － － － － 

実績値 － のべ 99 機関等 40 機関 － － － － 

達成度 － － － － － － － 

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

   

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

３ 国立科学博物館

の資源と社会の様々

なセクターとの連携

協働による，人々の

科学リテラシーの向

上  

 

国立科学博物館の

有する知的・物的資

源及び人的資源を一

体的に生かし，人々

の科学リテラシーを

涵養するため,展示・

学習支援事業を実施

するとともに，地域

博物館等との連携協

働によりそれらの資

源のより効果的な活

用を図ること。 

 生涯学習の観点か

３ 国立科学博物館

の資源と社会の様々

なセクターとの連携

協働による，人々の

科学リテラシーの向

上に資する展示・学

習支援事業 

３ 国立科学博物館

の資源と社会の様々

なセクターとの協働

による，人々の科学

リテラシーの向上に

資する展示・学習支

援事業 

 

 

 

 

 

 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

平成 28 年度業務実績報告書 

各事項に関する業務実績の詳細は，下記のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜自己評価書参照箇所＞ 

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

① 魅力ある展示事業の実施，② 

社会の多様な人々の科学リテラシ

ーを高める学習支援事業の実施，

③社会の様々なセクターをつなぐ

連携協働事業・広報事業の実施の

すべての項目において，中期目

標・計画及び年度計画に基づき積

極的に事業を進め，新たに開始し

た事業等を含め全体として順調に

実施することができた。当館に蓄

積してきた知的・人的・物的資源

等を十分に活用するだけではな

く，多くの幅広い分野の専門家や

ボランティアなどの積極的な協力

を得るとともに，大学等研究機関

や学会，国内外の博物館等の資源

の活用，国内の科学系博物館や企

業，地域の様々なセクター等との

連携協働などを積極的に推進する

ことを通じ，充実した内容等での

事業展開を行うことできたことが

大きな成果を上げることにつなが

り，多くの人々の科学リテラシー

評定 Ｓ 

＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示す通

り，中期計画及び年度計画に定め

られた以上の業務の顕著な進捗が

認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

国立科学博物館の持つ標本資料

等の資源，研究の成果を常設展や

特別展・企画展で戦略的・意欲的な

活用を展開し，入館者数・特別展実

施件数・企画展実施件数・ホームペ

ージアクセス数等，目標を大幅に

上回る成果を得ている。さらに，多

様な機関等と連携した学習支援活

動，連携事業等を行い，広く国民に

還元している。このような学習支

援，連携，広報等における創意工夫
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 ら，博物館ならでは

の展示・学習支援事

業を通じて，多様な

ニーズに応じた学習

機会を提供するこ

と。また，進展著しい

自然科学研究につい

ての理解増進を図る

よう，最新の研究成

果を反映した事業の

実施を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の向上に貢献することができた。

関連する指標等についてもいずれ

も大変高い水準で目標等を達成す

ることができた。以上のように当

初の目標等を上回る顕著な成果が

得られている。これらの取り組み

を踏まえ，評価は Sとなる。 

 

 

 

 

 

による継続的な成果は高く評価で

きる。特に，目標を大きく超える入

館者数等（巡回展等を含む），学習

支援事業参加者数は，多くの人々

の科学的リテラシーの向上への貢

献に資するものとして特筆に値す

る。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 特になし。 

 

＜有識者からの意見＞ 

・科博の持つ資源，研究の成果を効

果的に展示すると共に，様々な機

関と連携協力した学習支援事業等

を多様なチャンネルを通して広く

国民に還元していることを高く評

価したい。年々来館者が増加して

いることは特筆に値する。 

・一般市民の科学リテラシーの向

上にむけて，科博の活動だけにと

どまらず，他の博物館や様々なセ

クターとの連携協働による活動が

大きな成果を上げている。 

・展示，学習支援活動，広報が有機

的に関連し相乗効果を上げている

ものもある。 

・博物館，企業，地域等の様々なセ

クターと協働しつつ，展示，学習支

援事業を通じて，様々な世代の科

学リテラシー向上に資する活動が

進められている。 

・特別展は多くの来場者が訪れて

いるが，より高く評価したいのは

新しく「巡回ミュージアム」の開発

し，科博のノウハウを継承しよう

としていることである。科博には

このような事業を今後とも大いに

期待したい。 
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 (1)魅力ある展示事

業の実施 

 展示事業において

は，国立の科学系博

物館として，また自

然史等の中核的研究

機関としてふさわし

いものを重点的に行

うこととし，自然科

学研究の進展や社会

の動向等を踏まえた

幅広いテーマによる

魅力ある展示を実施

すること。 

 このため，展示（常

設展示，企画展示，巡

回展示）に関する開

催方針を作成し，そ

れに沿った効果的な

展示を実施するこ

と。 

常設展示について

は，新たな研究成果

やニーズ等を適切に

反映させ，一層の充

実を図るとともに，

研究者やボランティ

ア等による展示理解

の深化を図る活動を

推進すること。 

 企画展示のテーマ

の設定に当たって

は，幅広い人々の科

学リテラシーの向上

に資するよう，バラ

ンスを考慮した幅広

い分野を対象とする

とともに，新たなテ

ーマ，入館者の層の

拡大などの試みを行

うこと。 

１－１ 地球・生命・

科学技術に関する体

系的な常設展示等の

運用・整備 

 当館の常設展示

は，当館の展示事業

に関する中期開催方

針に沿って，生物多

様性の理解，発展す

る科学技術の理解や

活用等をテーマと

し，調査研究の成果

やナショナルコレク

ションである標本資

料を活用して，常時

観覧のために供す

る。展示を活用した

サイエンスコミュニ

ケーションを促進す

る先導的な手法を開

発し，人々の科学リ

テラシーの向上を図

る。上野本館地球館

については，展示の

一部改修を検討・実

施し，最新の研究成

果等を反映させる。

また，貴重な都市緑

地を活用して自然教

育を担う附属自然教

育園や，植物多様性

の研究・保全・教育を

行う筑波実験植物園

については，それぞ

れの特性を発揮でき

るよう適切に管理・

整備し公開する。 

 外国人を含む多様

な入館者へのサービ

ス向上という視点か

ら，館内 Wi-Fi の整

１－１ 地球・生命・

科学技術に関する体

系的な常設展示等の

運用・整備 

１）常設展示の運用・

整備 

 当館の常設展示

は，当館の展示事業

に関する中期開催方

針に沿って，生物多

様性の理解，発展す

る科学技術の理解や

活用等をテーマと

し，調査研究の成果

やナショナルコレク

ションである標本資

料を活用して，常時

観覧のために供す

る。 

 上野本館の常設展

示においては，常設

展示室内において展

示案内「フロアガイ

ド」を行うとともに，

展示を活用したサイ

エンスコミュニケー

ションを促進する先

導的な手法として，

「かはくのモノ語り

ワゴン」の運用を開

始する。 

 また，常設展示委

員会を立ち上げ，展

示を利用した学習支

援活動に体系的に取

り組み活性化を図る

とともに，新しい科

学的発見や研究動向

等を迅速に展示に反

映できる態勢を整え

る。同時に今後の常

＜主な定量的指標＞ 

【指標】 

・入館者数等について，

５年間で 800 万人を確

保 

 （前中期目標期間実

績：４年間で 8,048,759

人）（見込評価時点） 

・展示事業について，特

別展を年平均２回程度

実施，企画展・巡回展示

を年平均 25 回程度実施 

 （前中期目標期間実

績：特別展開催件数年平

均 2.8 回・開催日数年平

均 225 日，企画展開催回

数年平均 25 回）（見込評

価時点） 

 

＜評価の視点＞ 

【目標水準の考え方】 

・展示事業については，

入館者数等及び実施回

数等の状況を指標とし，

これまでの実績や傾向，

幅広くバランスのとれ

たテーマ設定の確保，展

示・施設の改修などを考

慮したものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

常設展の計画的整備 

常設展示委員会を立ち上げ，今後の常設展示の将来構想と改修計画

に関する調査検討を行い，オープン後 12 年が経過する地球館Ⅱ期部

分を中心とした改修に関する基本構想を立案した。 

 

常設展の運用・整備状況 

 常設展示は，中期開催方針に沿って，生物多様性の理解，発展する

科学技術の理解や活用等をテーマとするとともに，進展著しい自然科

学研究についての理解増進を図るよう，最新の研究成果を反映してい

る。28 年度においては，新元素名・記号決定を受け，速報パネルで

わかりやすく紹介するとともに，常設展示にある「元素の周期表」に

新たに情報を加えた。さらに，大隅良典博士がノーベル生理学・医学

賞を受賞されたことを受け，研究の概要を速報として展示するととも

に，研究にまつわる資料を常設展示として新たに加え，研究内容につ

いてわかりやすく展示した。 

 

360度全球型映像施設「シアター36○」では，当館オリジナル映像5

本を2本ずつ，1ヶ月おきに組み合わせを換え効果的かつ効率的な運用

を行った。平成28年度の入場者数は541,501人（累計4,996,279人）で

あった。 

 

上野本館において，地球館がリニューアルしたことに伴い，新たな

展示解説書となる『地球館ガイドブック』を発行した。さらに，平成

28 年 9月 13 日（火）よりシアター36○の全 5作品および常設展を手

軽に VR 体験できるスマートフォン対応グッズ「おウチで科博」の販

売を開始した。 

 

常設展示室内において展示案内「フロアガイド」を行うとともに，

展示を活用したサイエンスコミュニケーションを促進する先導的な手

法として「かはくのモノ語りワゴン」の運用を本格化させた。 

 

平成 28 年 10 月 26 日（水）に国際宇宙ステーション（ISS）に滞在

する大西卓哉宇宙飛行士と松野博一文部科学大臣等による交信イベン

トに協力した。 

 

節電対策として，日本館 1 階企画展示室を除く各展示室内通路照明

の LED 化を行った。 

 

「科学技術の過去・現在・未来」コーナーにおいて，社会的に話題

となった技術や社会的評価の高い技術の内容等の紹介を行った。 

「日本の先端科学技術の紹介」 28. 7.26(火) ～ 8.8(月) 

 

筑波実験植物園において，植物の種名ラベル，解説パネル，注意喚

起表示の作成・更新を行った。教育棟に常設展示「植物園の動物たち」

を動物研究部と協力して新設し，四季を通して色々な「きのこの仲間」

を観察できる常設展示「植物園のきのこの仲間」をオープンした。さ

らに，ラフレシアの実物大模型を制作し，企画展で活用した。  

 

附属自然教育園において，旧武蔵野の景観を維持し，自然の遷移に

よる植物群落・動物群集の保全を行った。路傍植物園，水生植物園及

び武蔵野植物園の植物の保護・管理を行うとともに，植物のラベル等

を整備した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

常設展示については，平成 27 年

度の地球館Ⅰ期展示のリニューア

ルによる展示内容の充実に加え，

ノーベル生理学・医学賞受賞や新

元素名・記号決定など最新のニュ

ースを速報的に展示したり，研究

成果等を基に新たな情報を展示に

加えたりするなど，人々の興味関

心に迅速に応えるよう取り組ん

だ。また，「かはくのモノ語りワゴ

ン」の運用を本格化し，展示の見ど

ころや魅力を，研修を積んだボラ

ンティアがわかりやすく伝えたこ

とが大変好評であった。 

 企画展示については，社会的関

心の高いテーマや最新の研究成果

を紹介した企画展を上野本館だけ

でも月１回以上のペース（18 回）

で行うなど，全体で 33 回の企画展

を行ったことも常設展示を含めた

リピーターの増加につながった。

また，特別展を，目標を上回る年 4

回開催し，幅広い分野や新たな視

点等による魅力あるテーマで展開

した。例えば，「恐竜博 2016」は，

単に人気があるテーマというだけ

ではなく，世界でまだ１体しか見

つかっていない赤ちゃん恐竜等を

含む日本初公開の貴重な標本を見

られる機会，最新の研究成果によ

り新たな切り口で分かりやすく紹

介したものなどとしても評判を得

て多くの来場者を集めた。特別展

においては，独立行政法人化以降 2

番目に多い入場者（1,037,177 人）

を得た。 

 以上のような取組みの結果，当

館における入館（園）者数は,上野

本館，附属自然教育園がそれぞれ

過去最高となり，また，上野本館，

筑波実験植物園，附属自然教育園

の 3 地区の合計数も過去最高の

247 万人に上った。 

 平成 28 年度から開始した巡回

展については，地方博物館等との

連携協働が進み，巡回ミュージア

ムやコラボミュージアムなどとし

て計 11 回実施することができ，企

画展と合わせて 44 回実施と目標

を大きく上回った。当館の入館

（園）者数と巡回展等の入場者数

を加えた「入館者数等」について

は，5 年間で 800 万人との目標に

対して 252 万人と大変高い水準に

＜評価すべき実績＞ 

 魅力ある展示事業を実施するこ

とで，上野本館，附属自然教育園で

過去最高の入館（園）者数につなが

った。全地区合計入館者数につい

ても所期の目標を大幅に上回って

おり，高く評価できる。 

常設展示については，日本人の

ノーベル賞受賞等など，時宜を得

た展示更新などの迅速な対応とと

もに，かはくボランティアによる

フロアガイドや展示情報端末（キ

オスク），タブレット端末「かはく

ナビ」等により，展示物に関する解

説を提供した。 

 特別展・企画展では社会的関心，

話題性，重要性の高いテーマにつ

いて，企業，大学等他機関の資源を

活用しつつ，多彩な展示を展開し

た。各展示の年平均実施回数も，そ

れぞれ大幅に上回っており，リピ

ーターの増加とともに入館者増の

成果につながったと考えられる。 

さらに，鑑賞環境の整備として，

常設展では土曜日の夜間開館延長

の開始，月曜開館の弾力化に加え

て，解説パネルや音声ガイド，会場

案内での多言語化（日・英・中・韓）

に取り組むとともに，特別展での

多言語化，及び混雑時の入場整理

券の発行による待ち列の解消等の

取組について高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 特になし。 
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 国立科学博物館の

有する資源を効果的

に活用し，人々の科

学リテラシーの向上

を図るため，地域博

物館等との連携協働

による巡回展示を実

施すること。 

 また，外国人を含

む多様な入館者への

サービス向上という

視点から，館内 Wi-Fi

の整備や ICT を活用

した利便性の高い展

示情報システムの構

築，開館日・開館時間

の弾力化の新たな取

組を順次実施するこ

となどにより，安全

で快適な観覧環境を

提供すること。さら

に，展示と関連づけ

たグッズの開発等を

推進すること。 

 

備，ICT を活用した多

言語による展示解説

や館内の利用案内等

の情報をスムーズに

提供できるシステム

の構築，開館日・開館

時間の弾力化などに

より，安全で快適な

観覧環境の維持・充

実に努める。 

 また，入館者の満

足度等を調査，分析，

評価し，改善を行う

など，時代に即応し，

人々のニーズに応え

る魅力ある展示，地

域等と連携した事業

などを行う。入館者

数等全体で，５年間

で 800 万人の確保を

目指す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設展示の将来構想と

改修計画に関する調

査検討を行う。 

 附属自然教育園で

は，自然教育に資す

ることができるよ

う，貴重な都市緑地

を保護・管理，公開等

を行う。公開にあた

っては，子ども自然

教室や学校団体への

解説等を行う。 

筑波実験植物園で

は，植物の多様性を

体験的に学習できる

よう, 生植物の充実

を図り，公開する。公

開にあたっては，一

般入園者及び学校団

体に対する植物園案

内等を行う。 

 継続的に入館者の

満足度等を調査，分

析，評価し，その結果

を展示改善に反映さ

せるなど，人々のニ

ーズに応える展示運

用に努める。 

 

 

２）マルチメディア

及び情報通信技術を

活用した展示解説の

提供 

 日本館及び地球館

において，入館者に

提供するコンテンツ

の充実を図るため展

示情報端末やかはく

ナビ等を活用した展

示物に関する新たな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，子ども自然教室や学校団体への解説を行った。 

 

平成 28 年 11 月 17 日から 20 日,22 日，23 日の 6 日間，入館者への

アンケート調査を行い，全体の満足度は 97.25％であった。 

○入館(園)者数 （筑波実験植物園，附属自然教育園含む） 

平成 28 年度の入館（園）者数は,247 万 2 千人に達した。 

（参考）入館（園）者数内訳 

  常設展のみ 1,435,176 人 

  特別展   1,037,177 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○マルチメディア及び情報通信技術を活用した展示解説の提供 

日本館及び地球館において，展示情報端末（キオスク）やタブレッ

ト端末「かはくナビ」等を利用した個別の展示物に関する解説を提供

し，特に，館外でも活用できる，展示情報端末（キオスク）のウェブ

サイト公開，IC カードを活用した学校や自宅で事後学習できるシス

テムを提供した。また，学説の変更及びよりわかりやすい展示解説の

提供をめざし，資料解説及び展示情報端末（キオスク）コンテンツを

修正・追加する等充実を図った。 

IC カードについては，IC カードリーダーにタッチした際の閲覧履

歴の更新を確実にするために，動作音の変更を行った。 

 

 

達しており，広く人々の科学リテ

ラシーの向上に貢献できた。 

 鑑賞環境の更なる充実にも努

め，多言語化に向けて４ヶ国語（日

本語，英語，中国語，韓国語）での

対応の一層の充実に取り組んだ。

また，金曜日に加え土曜日の開館

時間を延長し夜 8 時までとした

り，休館日を毎週月曜日としてい

るところ，特別展の最終週に当た

る月曜日を開館としたりするな

ど，より多くの入館（園）者にとっ

て展示が見やすくなるような環境

整備を積極的に推進した。 

これらを踏まえ，評価は S とな

る。 

 

＜課題と対応＞ 

平成 27 年度評価において，今後の

課題として「次期中期目標・中期計

画の記載に基づき適切に対応し，

既存層への更なるアプローチ及び

新規開拓を行い，より幅広い人々

の科学リテラシー向上につなげる

ことを期待したい」と指摘された

ことを受け， 平成 28 年度中期計

画で示したとおり，自然科学研究

の進展や社会の動向等を踏まえた

幅広いテーマで特別展や企画展，

巡回展示を多数実施した。また，展

示室内において，「かはくのモノ語

りワゴン」を実施することなどに

より，幅広い人々の科学リテラシ

ー向上に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



60 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説，IC カードを活

用した学校や自宅で

事後学習できるプロ

グラムの運用を行

う。 

 

３）鑑覧環境の改善 

 ユニバーサルデザ

インの充実を図り，

身体障がい者，高齢

者，外国人等を含む

様々な入館者の鑑覧

環境や設備施設の改

善に順次取り組む。

特に館内 Wi-Fi 設備

と ICT を利用した多

言語解説システムの

導入のための調査検

討を行う。 

 

 

４）案内用リーフレ

ット等の充実 

 案内用リーフレッ

ト（日本語，英語，中

国語，韓国語）を必要

に応じて改訂・発行

し，頒布する。 

 また，地球館展示

解説書を新たに発行

するとともに，日本

館コンセプトを解説

したコンセプトブッ

クを引き続き頒布す

る。 

 

 

 

 

５）開館日・開館時間

の弾力化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○鑑賞環境の改善 

上野本館では，来館者満足度調査の結果等を踏まえ，快適な博物館

環境提供の観点から，経年劣化した設備等の改修などを含め，設備等

の充実を行った。また，常設展示委員会において，館内 Wi-Fi 設備と

ICT を利用した多言語解説システム導入のための調査検討を行った。 

筑波実験植物園では，窓口に，筆談具，耳マーク，コミュニケーシ

ョン支援ボードを設置した。 

附属自然教育園では，トイレを１箇所和式から洋式に変更し，外装

の改修を行った。 

これらの取組を通して，観賞環境の向上を図った。 

 

 

 

 

 

 

○案内用リーフレット等の充実 

上野本館では，特別展や企画展等において，ポスター・チラシ等を

作成・配布した。日本語・英語・中国語・韓国語の案内用リーフレッ

トを印刷・配布するとともに，各言語版増刷にあたり，館内に新たに

設けられた設備や動線等に係る記載を見直し，より来館者にわかりや

すいリーフレットとした。日本館・地球館のコンセプトを解説したコ

ンセプトブックを引き続き頒布した。また，地球館コンセプトブック

を展示改修に合わせて改訂した。 

筑波実験植物園においては，植物園において開催する企画展のポス

ター・チラシを作成・配布した。日本語及び英語のリーフレットを新

たに作成し希望者に配布した。入園者に配布する「見ごろの植物」を

発行した。また，教育棟では引き続き，見ごろの植物写真を 65 型テ

レビで映し，植物園の見頃の植物を効果的に伝えた。 

附属自然教育園においては，日本語及び英語による案内リーフレッ

トの配布を行った。園内の植物，鳥，昆虫等について，生物の出現及

び見頃にあわせて毎週更新を行う「自然教育園見ごろ情報」のチラシ

を作成・配布した。また，年間のそれぞれの季節に見られる動植物を

紹介した「自然教育園の四季」を作成・配布した。 

 

 

 

○開館日・開館時間の弾力化，無料入館 

上野本館においては，夏休み等学校の長期休暇等にあわせ，通常休

館日である月曜日に臨時開館した。また，ゴールデンウィーク，夏休
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１－２ 時宜を得た

特別展・企画展及び

巡回展示の実施 

 当館の展示事業に

関する中期開催方針

に沿って，特定のテ

ーマについて，調査

研究の成果，最先端

の科学技術研究の内

容・意義や成果等を

一定期間公開する特

別展及び企画展，並

びに当館が所蔵する

標本資料等を活用

し，当館以外の博物

館等の施設で開催す

る巡回展示を実施す

る。実施に当たって

は，当館が調査研究

の対象とする自然史

 開館日，開館時間

の弾力化について

は，これまでの取組

みに加え，新たな取

組みとして，上野本

館では，特別展会期

末の月曜日を開館す

る。 

 附属自然教育園で

は，祝日と土曜日に

挟まれた金曜日を開

園するとともに，９

月の土曜日の開園時

間を延長する。 

 また，各種イベン

トの開催等に応じて

適宜開館時間を延長

する。 

 

 

 

１－２ 時宜を得た

特別展・企画展等の

実施 

当館の展示事業に関

する中期開催方針に

沿って，特定のテー

マについて，調査研

究の成果，最先端の

科学技術研究の内

容・意義や成果等を

一定期間公開する特

別展及び企画展，並

びに当館が所蔵する

標本資料等を活用

し，当館以外の博物

館等の施設で開催す

る巡回展示を実施す

る。 

展示事業において

は，これまで蓄積し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

み期間の特に混雑する時期や上野地域の連携事業開催期間に，開館時

間を 1時間延長した。さらに，上野本館では，９月から毎週金曜日に

加えて土曜日の開館時間を延長し午後８時までとした。 

筑波実験植物園，附属自然教育園においても，それぞれの施設の特

性に合わせ，臨時開園を実施した。附属自然教育園においては，桜の

開花・ゴールデンウィーク・紅葉の時期に月曜日を臨時開園したほ

か，祝日と土曜日に挟まれた金曜日の開園，９月の土曜日に開園時間

の延長を行った。 

みどりの日には筑波実験植物園及び附属自然教育園において，国際

博物館の日及び文化の日には全施設（特別展を除く）において，全入

館（園）者を対象に無料入館(園)を行った。事前に申請のあった特別

支援学校や福祉施設等の団体入館（園）に対して，入館（園）料の免

除を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な業務実績＞ 

特別展・企画展の実施状況 

【特別展】 

社会的関心，話題性，重要性の高いテーマについて人々の知的欲求

に応えるため，企業，大学等他機関の資源を活用しつつ，当館の知的・

人的・物的資源等を活かした多彩な展示を展開した。各展覧会の企画

段階においては，企画意図，対象者，期待する成果等を明確にし，わ

かりやすい魅力ある展示となるよう努めた。また，展示の企画・製作・

改善に役立てるため，それぞれ会期中にアンケートを実施し，展示の

改善に活用した。 

 

特別展実施回数 4 回 

 

○恐竜博 2016 

（3.8～6.12 平成 28 年度 66 日間開催 入館者数：375,679 人） 

他の主催者：朝日新聞社，テレビ朝日 

スピノサウルスの実物化石やティラノサウルス全身復元骨格，世界的

に貴重な赤ちゃん恐竜の実物化石をはじめとした日本初公開の標本を

公開した。大迫力の映像シアターなどを駆使し，来場者に最新の標本

と研究成果を紹介した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当館が蓄積してきた知的・人的・

物的資源に加え，他機関の資源も

活用した多彩な特別展・企画展を

実施した。幅広い分野を取り上げ,

特別展は 4 回，企画展・巡回展示

は 44 回と目標数値を超え，展示に

加え関連イベントを行うなど充実

した内容で開催した。 

特別展においては，会場内の動線

を工夫し，特に会場の入口部分の

スペースを広く確保したり，混雑

時に整理券を発行したりすること

で，これまで土日を中心として入

口の外に発生していた待ち列を解

消することができ，来場者の負担

を軽減することができた。また，多

言語化にも取り組み，解説パネル

や音声ガイド，会場案内について，

日本語の他に英語・中国語・韓国語

を加えた 4 か国語で対応すること

で，日本語を母国語としない来場

者の鑑賞環境の充実に繋がった。

こうした取り組みの成果もあり，

特別展においては，独立行政法人
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及び科学技術史に関

する分野を幅広く対

象とし，これまで蓄

積してきた知的・人

的・物的資源等を活

用するとともに，大

学等研究機関をはじ

めとする様々なセク

ターと連携して他の

機関の資源を活用し

つつ，時宜を得た魅

力ある展示を実施す

る。テーマの設定に

あたっては，分野，社

会的な動向やニー

ズ，話題性，顧客層，

集客力など様々な観

点から立案すること

とし，特定の要素に

偏ることなく幅広く

テーマを選択する。 

 また，筑波実験植

物園や附属自然教育

園では，園内の動植

物や四季の自然等を

対象としたテーマの

展示を実施するとと

もに，コンテスト等

の作品展や館内の他

地区で開催した企画

展の巡回などを実施

する。 

 特別展を年平均２

回程度実施，企画展・

巡回展示を年平均 25

回程度実施を目指

す。 

 

 

 

 

てきた知的・人的・物

的資源等を活用する

とともに，大学等研

究機関をはじめとす

る様々なセクターと

連携して，他機関の

資源も活用しつつ，

時宜を得た魅力ある

展示を実施する。 

 

１）特別展 

・「恐竜博 2016」 

  会期：平成 28 年

３月８日～６月 12

日 

 

・「海のハンター展」 

  会期：平成 28 年

７月８日～10月２日 

 

・「世界遺産ラスコ

ー展」 

  会期：平成 28 年

11 月１日～ 

      平成 29

年２月 19 日（予定） 

 

・「大英自然史博物

館の至宝展（仮称）」 

  会期：平成 29 年

３月下旬～ 

           

６月中旬（予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○海のハンター展 －恵み豊かな地球の未来－ 

（7.8～10.2 82 日間開催 入場者数：333,037 人） 

他の主催者：日本経済新聞社，BS ジャパン 

「捕食」に焦点を当て，約 140 点の貴重な標本や，捕食シーンを捉え

た映像などで，サメやマグロ，シャチ，海鳥など，海の大型捕食者た

ちの多様な姿や生態を知ることができる展覧会となった。 

 

○世界遺産ラスコー展～クロマニョン人が残した洞窟壁画～ 

（11.1～29.2.19 94 日間開催 入場者数：265,082 人） 

他の主催者：毎日新聞社，TBS 

仏国政府公認のもと制作された展覧会「LASCAUX INTERNATIONAL 

EXHIBITION」の巡回展に，日本独自のコンテンツを加えた。約 2万年

前にラスコー洞窟で描かれた壁画を実物大で再現する他，クロマニョ

ン人の彫刻や道具も展示した。 

 

○大英自然史博物館展 

（3.18～6.11 平成 28 年度 13 日間開催 入場者数：63,379 人） 

他の主催者：読売新聞社，BS 日テレ 

大英自然史博物館の 8,000 万点以上に及ぶ膨大なコレクションから，

「進化論」提唱のきっかけとなった標本を含む約 370 点の「至宝」を

展示。展示物は，日本初公開のものを多数含み，動植物，化石，鉱物

など多岐にわたる展示となった。 

 

これらの特別展においては，会期中に当館や関係機関の研究者によ

る講演会や，様々な関連イベント等を実施し，入場者の興味関心を触

発するよう努めた。 

 

○恐竜博 2016 

展示内容や見所等をまとめた会場マップを作成した。また，関連イ

ベントとして，講演会やギャラリートークを多数実施し，さらに会場

内で展示内容に関するクイズを解きながら展示を見るというイベント

「ナゾ解きミュージアム」なども行った。 

 

○海のハンター展－恵み豊かな地球の未来－ 

展示内容や見所等をまとめた会場マップを作成した。また，関連イベ

ントとして，「海のハンターの魅力」と題したトークセッションやギ

ャラリートーク等を実施した。 

 

○世界遺産ラスコー展～クロマニョン人が残した洞窟壁画～ 

展示内容や見所等をまとめた会場マップを作成した。また，関連イベ

ントとして，ワークショップ「壁画制作を体験しよう！」や講演会，

化以降 2 番目に多い入場者を集客

した（1,037,177 人）。 

さらに，ニュース性のある話題や

社会的に話題となった事柄につい

てパネル展等で紹介する「科博

NEWS 展示」を実施したり，環境省

や研究機関と企画展を共催したり

するなど，科博がこれまで扱って

こなかったテーマを新たな切り口

から取り上げた。特に西ノ島火山

をとりあげた「科博 NEWS 展示」で

は，新たな噴火活動によって拡大

しつつある新島など社会的関心に

応えるとともに，当館が長年かけ

て収集・保管をしている火山灰と

の比較による研究成果について展

示を通じて紹介することで，標本

資料の収集・保管の意義を伝える

ことに繋がった。さらに，山階鳥類

研究所や高分子学会バイオミメテ

ィクス研究会，花粉問題対策事業

者協議会，環境省や理化学研究所

等との連携協力のもとに，それら

の機関のアウトリーチ活動を支援

する企画展を開催した。さらに，直

接当館の展示を見に来ることが難

しい方々に対して，当館の標本や

研究成果を見ていただく取組とし

て，これまでもコラボミュージア

ムや巡回展示物の貸出というかた

ちで取り組んできた。これに加え

て 28 年度は，巡回展示と研修プロ

グラム等を重層的に展開する新た

な試み「巡回ミュージアム」を開発

した。地域の中核となる博物館と

連携協働し，地域での展示の巡回

や研修等を実施することで，巡回

終了後にも当該地域にノウハウや

地域内ネットワークの充実といっ

た成果を残すことを目指す，これ

までにない取組として，文部科学
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２）企画展 

 「生き物に学び，く

らしに活かす」等の

企画展を実施する。 

 

①研究成果等の紹介

展示 

 当館が推進する総

合研究や基盤研究等

の研究成果，各研究

者の研究内容，他機

関と共同で実施して

いる研究の成果等に

ついて適時・適切に

展示紹介する。 

 

・「生き物に学び，く

らしに活かす」 

   会期：平成 28

年４月 19 日～ 

           

６月 12 日 

 

・「シーボルト展」

（仮称）  

   会期：平成 28

年９月中旬～ 

         

12 月上旬（予定） 他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ギャラリートーク等を多数実施した。 

 

○大英自然史博物館展 

展示内容や見所等をまとめた会場マップを作成した。また，関連イベ

ントとして，特別講演会「学問と好奇心：世界を変えた標本」を初め

とした講演会やギャラリートーク，ワークショップなどを多数実施し

た。 

 

 

【企画展】 

当館で推進する総合研究や基盤研究等の研究成果や各研究者の研究

内容を適時・的確に紹介する展示を 33 回行った。また，随時来館者

に対してアンケート調査を実施し，来館者のニーズの把握に努めた。 

筑波実験植物園，附属自然教育園においてもそれぞれ企画展を実施し

た。 

 

○ものづくり展 MONODZUKURI EXHIBITION 

（3.15～4.3 平成 28 年度 3 日間開催）他の主催者：経済産業省 

第６回ものづくり日本大賞の受賞者とその優れた技術を紹介する展示

を行った。 

 

○生き物に学び，くらしに活かす－博物館とバイオミメティクス 

（4.19～6.12 50 日間開催） 

他の主催者：科研費新学術領域「生物規範工学」 

バイオミメティクスの実例とそのモデルとなった生物，博物館が果た

す役割，異分野の学術交流に役立つ情報科学技術などを紹介した。 

 

○日本海とその周辺の自然史の調査（4.26～5.29 31 日間開催） 

総合研究「日本海周辺域の地球表層と生物相構造の解析」の成果を展

示した。 

 

○没後百年記念 田中芳男－日本の博物館を築いた男－ 

（8.30～9.25 24 日間開催） 

当館創設者の一人とも言える植物・博物学者田中芳男の没後 100 年に

あたり，館蔵品を中心にその事蹟を紹介した。 

 

○日本の自然を世界に開いたシーボルト（9.13～12.4 73 日間開

催） 

シーボルト没後 150 年にあたり，シーボルト及びその関係者が実際に

収集した自然史の標本，シーボルト標本によって学名が与えられた生

物等を展示し，日本の自然を世界に開いたシーボルトの貢献を紹介し

省の委託事業として試行的に実施

した。 
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②科博 NEWS 展示 

 当館の研究内容に

関連する,最新の科

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た。 

 

○第９回未来技術遺産登録パネル展 ～技術の歴史を未来に生かす～ 

（9.13～10.16 34 日間開催） 

平成 28 年度に重要科学技術史資料として当館の台帳に登録された 16

件をパネルで紹介した。 

 

○科博・干支シリーズ 2017「とり・酉年のお正月」 

（12.20～29.1.15 21 日間開催） 

2017 年の干支「酉」に関する展示を行った。鳥のパネルと記念撮影

できるコーナーを設置し，鳥の剥製・骨格等の標本や鳥に因んだ標

本・資料（植物，鉱物，図解）を紹介するミニ展示を行った。また，

常設展示室内でニューイヤーミュージアムラリーを開催し特製オリジ

ナル干支ノートを配布した。 

 

○小笠原国立公園（12.23～29.2.12 42 日間開催） 

他の主催者：環境省 

当館の標本コレクション等を展示し，世界自然遺産に登録されてから

５周年を迎える小笠原諸島について紹介した。 

 

○花粉と花粉症の科学（12.23～29.3.20 74 日間開催） 

他の主催者：花粉問題対策事業者協議会 

植物にとっての花粉の役割と，花粉症を引き起こす植物や花粉症のメ

カニズムとその防御について，農学，医学，工学の各分野での研究内

容とともに紹介した。 

 

○理化学研究所百年－お弁当箱（アルマイト）からニホニウムまで－ 

（29.2.28～4.9 平成 28 年度 29 日間開催） 

他の主催者：国立研究開発法人理化学研究所 

戦前の理研ビタミン，アルマイト等の製品から「ニホニウム」の発見

まで，創立 100 年を迎えた理化学研究所の歩みを紹介した。 

 

○ヒットネット【HITNET】ミニ企画展 第５回 日本の海運博物館-日

本の産業技術-（29.2.28～4.16 平成 28 年度 29 日間開催） 

他の主催者：TDK 歴史みらい館，京セラファインセラミックス館，

TOTO ミュージアム，壺屋焼物博物館 

 

 

【科博ＮＥＷＳ展示】 

○西之島 2014 年噴火のマグマ噴火を初めて解明（6.28～ 9.4 66 日

間開催） 
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学ニュース等の速報

性を重視した展示

等，話題のトピック

を紹介する展示を随

時開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③筑波実験植物園，

附属自然教育園にお

ける企画展等の実施 

 筑波実験植物園，

附属自然教育園にお

いて，それぞれの立

地条件を活かし，植

物学的知識や自然環

境に関する企画展等

を開催する。筑波実

験植物園において

は，企画展等を８回

程度開催する。附属

自然教育園において

は，企画展等を５回

程度開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ひすい 翡翠輝石・翡翠輝石岩 －日本の石（国石）が選定されま

した－（10.18～11.27 36 日間開催） 

 

○よみがえる江戸の宣教師 [シドッチ神父の遺骨の発見と復顔] 

（11.12～ 12.4 20 日間開催） 

 

○2016 年ノーベル賞受賞速報展示（12.9～29.3.20 86 日間開催） 

 

○3万年前の航海 徹底再現プロジェクト 2016（29.3.14～4.2 19 日

間開催） 

 

【その他の企画展】 
 
○上野本館 
・しろかねの自然－自然教育園の四季と生きものたち－ 
（6.14～7.10 20 日間開催） 
・植物画コンクール入選作品展 
（6.25～7.18 21 日間開催） 
 
 
○筑波実験植物園 
・コレクション特別公開「さくらそう品種展」 
（4.16～4.24 8 日間開催） 
・コレクション特別公開「クレマチス園公開」 
（4.29～6.5 35 日間開催） 
・企画展「琉球の植物―南国に生きる植物たち―」 
（5.28～6.5 9 日間開催） 
・企画展「夏休み 植物園フェスタ」 
（7.26～8.7 12 日間開催） 
・企画展「きのこ展～変身！変形菌！もうひとつのきのこの世界～」 
（10.1～10.10 10 日間開催） 
・企画展「鳥の眼で見る自然展」 
（11,5～11.13 9 日間開催） 
・つくば蘭展 
（12.11～12.18 8 日間開催） 

・第 32 回植物画コンクール入選作品展 

（29.2.11～2.26 14 日間開催） 
 
○附属自然教育園 
園内の動植物や四季の自然等を対象としたテーマの展示を実施，コ

ンテスト等の作品展や館内の他地区で開催した企画展の巡回展示を実
施した。 
・映像公開「カワセミの子育て」 

（5,3～5.20 16 日間開催） 
・臨時写真展「カワセミの子育て」 

（6.19～7.20 27 日間開催） 
・植物画コンクール入選作品展 

（7.23～8.28 32 日間開催） 
・写真展「都市蝶」 

（9.3～10.10 33 日間開催） 
・お客様ギャラリー「自然教育園の四季と生きものたち」 
（11.11～12.14 31 日間開催） 
・ミニ企画展「琉球の植物－南国に生きる植物たち－」 

（12.17～29.1.31 32 日間開催） 
・ミニ企画展「都市緑地に生きる生物たち」－自然教育園における生物相調
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３）巡回展示 

 当館の知的・人的・

物的資源を生かし，

地域博物館等と連携

協働した展示を実施

すべく，巡回仕様の

展示の開発を行うと

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

査の経過報告－ 

（3.24～4.26 31 日間開催） 

 

これら企画展の関連イベントとして当館研究員や外部の研究者によ

る講演会，ワークショップ等を実施した。また，一部の展示について

展示の内容や見所をまとめた会場ガイドや小冊子等を作成し，入館者

の興味関心を喚起するよう努めた。 

 

 

 

その他の展示として，次の展示に協力した。 

 

○上野本館 

・「第 38 回未来の科学の夢絵画展」 

（4.12～4.24 12 日間開催） 
主催：公益社団法人発明協会 

 

○筑波実験植物園 

 ・病院のアートを育てる展示 

  （7.15～10.3 81 日間） 

  （10.4～29.1.24 113 日間） 

  （29.1.25～3.31 66 日間） 

  主催：筑波大学芸術系と附属病院による WG「病院のアートを育て

る会議」 

 ・筑波大学 adp16 ぷらんた サテライトオフィス展示 

  （5.12～5.22 11 日間） 

  （29.1.28～2.12 16 日間） 

  主催：筑波大学 adp16 ぷらんた 

 

 

パネル展示等の実施状況 

当館の研究活動から得られたニュース性のある話題や社会的に話題

となった事柄についてパネル展等で紹介する「科博 NEWS 展示」，研究

者一人ひとりの研究を紹介しながら，当館の研究活動を知ってもらう

ための展示「私の研究－国立科学博物館の研究者紹介－」，最新情報と

して話題となっている科学に関するニュースについて，当館の研究に

関わるテーマから選び，ホームページで紹介する「ホットニュース」

等により，研究内容の紹介や最新の調査研究成果の発信を機動的に行

った。 

 

 

【巡回展示】 

国立科学博物館の標本資料等を活用した巡回展示に加えて，研修・

学習プログラムを組み合わせた地域博物館との連携協働事業を行うこ

とで，地域博物館におけるネットワーク形成づくりを推進し，レガシ

ーを残すための取組みを実施した。 

全国各地の博物館等教育施設と国立科学博物館とが連携して，その

地域の自然や文化，産業に関連した展示，体験教室，講演会等の博物
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ともに，巡回を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

館活動を実施した。 

 

・国立科学博物館・コラボミュージアム in 盛岡「古生代の大量絶滅と回復-

進化の影と光-」 

（6. 7～ 8.21 76 日間開催） 

・国立科学博物館・巡回ミュージアム in 岩手  

岩泉会場（8．27～9．11 日間開催） 

大船渡会場（9. 16～ 12.4 74 日間開催） 

久慈会場（12.9～ 29. 2. 26 78 日間開催） 

・国立科学博物館・コラボミュージアム in 薩摩川内市・甑島 

（27.10. 24～28. 11.30 351 日間開催） 

・国立科学博物館・コラボミュージアム in コミュタン福島 「コミュタン

福島に恐竜がやってきた！」 

（8．9～10．2 48 日間開催） 

 

○巡回展示物の貸出 

国立科学博物館で制作した展示物「ノーベル賞を受賞した日本の科

学者」「日本の生物多様性とその保全」を全国各地の博物館等へ貸し

出した。 

 

○「ノーベル賞を受賞した日本の科学者」 

・山梨県立科学館（山梨県）（28. 2. 27～ 4. 10） 

・出水市ツル博物館 クレインパークいずみ（鹿児島県） 

（28. 12. 17～ 29. 1. 22） 

 

○「日本の生物多様性とその保全」 

・岡山県生涯学習センター 人と科学の未来館サイピア （岡山県） 

（28. 9. 3～ 11. 6） 

・福島県環境創造センター コミュタン福島（福島県） 

（28. 12. 17～ 29. 1. 29） 

・海洋博公園 熱帯ドリームセンター（沖縄県） 

（29. 3. 11～ 3. 26）   

 

 

 (2) 社会の多様な

人々の科学リテラシ

ーを高める学習支援

事業の実施 

 子供から大人まで

様々な年代の人々の

科学リテラシーを高

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・学習支援事業につい

て，年平均で 10 万人の

参加者数を確保 

 （前中期目標期間実

績：年平均 49,611 人）

（見込評価時点） 

＜主要な業務実績＞ 

学習支援事業の実施状況 

 自然史・科学技術史の中核的研究機関としての研究成果や，ナショ

ナルセンターとして蓄積された学習支援活動のノウハウ等を活かし，

研究部（動物，植物，地学，人類，理工学），筑波実験植物園，附属自

然教育園等の研究者等が指導者となって，当館ならではの高度な専門

性を活かした独自性のある学習支援活動を展開した。学習支援活動を

企画・実施する際にはアンケート調査等を活用し，利用者のニーズを

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

 学習支援事業については，高度

な専門性を活かした独自性のある

事業や，展示を活用して科学リテ

ラシーを涵養するための事業，知

の循環を促す人材を養成する事業

などを積極的に実施した。特に「か

はくのモノ語りワゴン」は，ボラン

＜評価すべき実績＞ 

学習支援事業参加者数について

は所期の目標の 2 倍以上となる

224,380 人となり，顕著な成果があ

ったと言える。 

展示を活用した科学リテラシー

を涵養するための事業としては，
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める学習支援事業を

実施すること。特に，

他の科学系博物館で

は実施困難な事業を

重点的に行うこと。 

 また，博物館にお

ける学習支援事業の

体系に基づくモデル

的な学習支援活動情

報を集積・発信する

など，ナショナルセ

ンターとしての先導

的・モデル的な事業

を実施すること。特

に，展示を活用した

入館者とのコミュニ

ケーションを重視し

た学習支援活動を開

発し，実践すること。 

 さらに，専門家と

国民の間のコミュニ

ケーションを促進さ

せるサイエンスコミ

ュニケーションを担

う人材を育成するな

ど，知の循環を促す

人材の養成に寄与す

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－１ 高度な専門

性を生かした独自性

のある事業等の実施 

 高度な専門性を生

かした独自性のある

事業等，他の科学系

博物館では実施困難

な事業を重点的に行

う。学習支援事業全

体で年平均で 10 万

人の参加者数の確保

を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－１ 高度な専門

性を生かした独自性

のある学習支援事業

等の実施 

 当館の研究者が指

導者となることによ

る，当館ならではの

高度な専門性や，ナ

ショナルセンターと

しての機能を生かし

た当館の資源を活用

した独自性のある学

習支援事業を実施す

る。 

＜評価の視点＞ 

【目標水準の考え方】 

・学習支援事業につい

ては，事業への参加者数

を指標とし，展示を活用

した入館者とのコミュ

ニケーションを重視し

た学習支援活動の実施

を考慮したものとする。 

＜その他の指標＞ 

 

 

把握・反映させた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○高度な専門性を活かした独自性のある事業 

自然史・科学技術史の中核的研究機関としての研究成果を活かし，平

成 28 年度は，「大学生のための自然史講座」「大学生のための科学技術

史講座」「中高校生のための研究体験講座」「自然観察会」「産業技術史

講座」「植物園・研究最前線－植物のここが面白い－（筑波実験植物

園）」，「緑陰サイエンスカフェ」・「やさしい生態学講座」・「自然観察指

導者研修」（附属自然教育園）など 19 企画を延べ 157 日実施し，子供

から成人に至るまでの科学リテラシー向上を図った。 

・大学生のための自然史講座 

当館で長期にわたり行ってきた「日本列島の自然史科学的総合研究」

等の成果を踏まえながら，主に当館の研究員を講師として，日本列島

の自然，自然史について動物学，植物学，地質学・古生物学，人類学

などのさまざまな観点からアプローチするリレー式講座である。平成

28 年度は「日本列島の自然と人間」をテーマに全 15 回の講座を実施

し，延べ 586 名の参加があった。 

・大学生のための科学技術史講座 

日本の科学技術史に関して，主に当館の研究員が講師として様々な

ティアによる積極的な取組によっ

て実施回数が年間 10,524 回に達

するとともに，参加者数も回を重

ねるごとに増え，当初の見込みを

大きく上回る 171,284 人もの参加

者を得た。また，未就学児とその保

護者を対象とした科学リテラシー

の涵養活動を展開している「親と

子のたんけんひろばコンパス」は，

開室以来，メディアや口コミを通

じて評判が伝わるなどその人気は

衰えず，さらにワークシート等の

教材開発や科学の絵本を取り入れ

たワークショップなど，新たな試

みに取り組むことにより，毎回ほ

ぼ満員となる状況が続いた。以上

のような取組みの結果，学習支援

事業の参加者数は 224,380 人に達

し，目標である年平均 10 万人を大

きく上回った。 

 その他，大学パートナーシップ

事業では加入校が 64 校に拡大し，

この制度を利用して延べ 50,495

人もの大学生等の入館（園）者を得

た。また，「教員のための博物館の

日」の取組みが７地域増えて全国

27 地域に拡大し，博物館と学校を

つなぐ人材である教員の研修機会

の確保と博物館の活用促進等に向

けた意識向上などに大きく貢献し

た。 

これらを踏まえ，Sと評価する。 

 

 

 

当館が有する専門的な人材，資料

等の豊富な資源を十分に活用し，

独自性のある事業や様々な機関と

連 携 し た 事 業 を 実 施 し 延 べ

224,380人が参加するなど，学習支

援事業を積極的に実施し，人々の

博物館活用を促すとともに，科学

リテラシー向上に寄与した。 

 

 

 

 

 

 

昨年度に引き続き「親と子のたん

けんひろば コンパス」の運営及び

関連プログラムの開発を行い，ま

た「かはくのモノ語りワゴン」活動

の本格運用を開始するとともに，

新規のプログラム開発を行った。

なお上記事業については関連学会

やシンポジウムでの積極的な発信

により，モデル事業として，概念と

事例の普及を行ったことについて

評価できる。 

知の循環を促す人材の養成につ

いても「かはくのモノ語りワゴン」

の活動を担う，かはくボランティ

アへの研修を行うとともに，国立

科学博物館以外の場で活躍する人

材の養成事業として，サイエンス

コミュニケータ養成実践講座，教

員のための博物館の日等の事業を

実施しており，国立の博物館とし

ての取組として高く評価できる。 

  

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 特になし。 
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 上野本館等におい

ては，地球・生命・科

学技術に関する様々

なテーマを話題とし

た「研究者によるデ

ィスカバリートー

ク」等を実施する。 

 筑波実験植物園に

おいては，研究の最

前線からホットな話

題を伝える「植物園・

研究最前線」，「とこ

とんセミナー」等を

引き続き実施する。 

 附属自然教育園に

おいては，研究者と

語らいながら動植物

について学ぶ「緑陰

サイエンスカフェ」，

自然の生態的な見方

の理解を深める「や

さしい生態学講座」

等を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分野からアプローチするリレー式講座である。平成 28 年度は「日本の

科学技術」をテーマに全 6回の講座を実施し，延べ 156 名の参加があ

った。 

 

○学会等と連携した事業の展開 

ナショナルセンターであるからこそ可能である様々な学会や企業等

との人的・知的ネットワークを活かして，自然科学に関する幅広いテ

ーマを取り上げ，高度な学習支援活動や，体験的で大規模な学習支援

活動を展開し，人々の科学リテラシーの向上を図った。 

平成 28 年度は，学会や大学，研究機関，高等専門学校，企業等の協

力を得て行った「2016 夏休みサイエンススクエア」「化学実験講座」

「自然の不思議-物理教室」など 9 企画を延べ 96 回実施した。 

・夏休みサイエンススクエア（28.7.26～8.14） 

企業や学会，研究機関，高等専門学校など 65 のイベント参加を得

て，夏休み期間中に開催し，延べ 19,465 人の参加があった。 

 

○研究者及びボランティアと入館者との直接的な対話 

研究者等が来館（園）者と展示場等で直接対話し，解説する「ディ

スカバリートーク」「展示案内，ギャラリートーク（筑波実験植物園）」，

「日曜観察会（附属自然教育園）」を延べ 268 回実施し，当館を訪れる

多様な利用者の科学リテラシーの向上を図った。 

・ディスカバリートーク 

土日祝日の 11 時・13 時と 12 時・14 時の 1日 2 回，展示フロアにお

いて，2 人の研究者が標本資料等を使って，それぞれ自身の研究内容

や展示制作に関わる話を来館者に対して行った。延べ 230 回実施し，

14,520 人の参加者があった。 

 

○科学博物館を利用した継続的な科学活動の促進を図る事業 

「博物館の達人」認定，「野依科学奨励賞」表彰，「第 33 回植物画コ

ンクール」を実施し，全国の科学博物館等を利用した継続的な科学活

動を促した。 

・「博物館の達人」認定 

青少年の博物館を利用した学習を支援するために，全国の科学系博

物館を 10 回利用し，自然科学に関連する学習記録と感想文又は小論

文を提出した小・中学生を「博物館の達人」と認定する。平成 28 年度

は，116 名に対し認定書を贈呈した。 

・「野依科学奨励賞」表彰 

「博物館の達人」の中から，優れた小論文を提出した小・中学生や，

青少年の科学・技術への興味関心を高め，科学する心を育てる実践活

動を指導・支援した教員・科学教育指導者に対して，ノーベル化学賞

受賞者の野依良治博士の協力を得て，「野依科学奨励賞」を授与した。 

平成 28 年度は，小・中学生の部 81 点，教員・科学教育指導者の部

14 点の応募があり，それぞれ 10 点 12 名，2点 2名を表彰した。 

・第 33 回植物画コンクール 

植物画を描くことによって，植物のすがたを正しく観察し，植物の

もつ特性をより深く理解するとともに，植物に対して興味を持ち，あ

わせて自然保護への関心を高めることを目的として開催した。平成 28

年度の応募点数は，小学生の部 1,005 点，中学生・高校生の部 1,248

点，一般の部 201 点で，合計 2,454 点であり，その中から，文部科学
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２－２ 展示を活用

した科学リテラシー

涵養活動の開発・普

及 

 展示を活用した科

学リテラシー涵養活

動について，コミュ

ニケーションを重視

したモデル的事業を

開発し，成果を全国

の博物館と共有す

る。その際，全国の科

学系博物館等のネッ

トワークを活用し

て，学習支援活動に

関する情報を集積・

発信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－２ 展示を活用

した科学リテラシー

涵養活動の開発・普

及 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）未就学世代へ向

けたモデル的事業の

開発と普及 

 「親と子のたんけ

んひろばコンパス」

において，未就学世

代へ向けたモデル的

プログラムを開発す

るとともに，その概

念を含めて普及に努

める。 

 

 

２）展示を活用した

コミュニケーション

を重視したモデル的

大臣賞をはじめ 106 点の入選作品を選考するとともに，学校特別表彰

として 4 校に特別奨励賞を授与した。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

展示を活用した科学リテラシー涵養活動の開発・普及状況 

国立科学博物館では平成 18 年から，様々な世代の人々の科学リテ

ラシーを涵養する方策について外部有識者も交えた検討を行い，幼児

から高齢者まで世代別の到達目標を提示した「科学リテラシー涵養活

動」の体系の構築を行った。「科学リテラシー涵養活動」では，学習

機会の提供対象として「幼児・小学校低学年期」「小学校高学年・中

学校期」「高等学校・高等教育期」「子育て期・壮年期」「熟年期・高

齢期」の五つの世代及びライフステージに分類し，身につけるべき科

学リテラシーの目標は「感性の涵養」（「感じる」）「知識の習得・概念

の理解」（「知る」）「科学的な思考習慣の涵養」（「考える」）「社会の状

況に適切に対応する能力の涵養」（「行動する」）の四つに分類し，そ

れぞれの世代，目標に応じた学習目標を体系化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○未就学世代へ向けたモデル的事業の開発と普及 

平成 28 年度は，科学系博物館における未就学世代を対象とした展

示･学習支援活動をより充実させるため，未就学世代へ向けたモデル

的プログラムを開発するとともに，その概念を含めて普及に努め

た。27 年度に引き続き「親と子のたんけんひろば コンパス」の運営

および関連プログラムの企画･実施を行うとともに，日本ミュージア

ム・マネージメント学会第 21 回大会，全日本博物館学会第 42 回研

究大会，日本理科教育学会第 66 回全国大会，国立科学博物館国際シ

ンポジウム「ともに成長する博物館」，第 17 回理科読シンポジウ

ム，全国科学博物館協議会第 24 回研究発表大会において展示室およ

び関連プログラムについて発表を行った。さらに，ワークシートの

開発 9件，ワークショップの実施 7 件，その他，絵本を用いた外部

との連携プログラム開発，展示に関連したグッズの開発等を実施し

た。 

 

 

○展示を活用したコミュニケーションを重視したモデル的事業の開発

と普及 

「かはくのモノ語りワゴン」活動の効果的なプログラム開発（新規

 

 

 

 

展示室における博物館活動モデル

として，未就学児とその保護者を

対象とした「親と子のたんけんひ

ろばコンパス」，常設展示の理解を

深める「かはくのモノ語りワゴン」

を開発し，運用を行った。コンパス

についてはワークショップの開催

や，絵本を用いた連携プログラム

の実施，ワークシートの開発等を

行うとともに，それらの成果に関

し，関係学協会集会における発表

等を通して全国の科学系博物館へ

の普及に努めた。モノ語りワゴン

についてはプログラムを開発し，

実演を担当するボランティアへの

研修を実施し，運営を行った。この

ように，これまでの成果を生かし，

コミュニケーションを促す学習プ

ログラムの開発や，未就学世代（4

～6歳）向けの展示の運営等，展示

を活用してコミュニケーションを

促進する活動の開発・企画等を積

極的に推進した。 
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２－３ 知の循環を

促す人材の養成 

 科学技術と人々の

架け橋となるサイエ

ンスコミュニケーシ

ョンを担う人材の養

成を実施する。自然

科学系の学芸員等の

職員を対象とし，当

館の知的・人的・物的

資源を活用した専門

的な研修及び地域の

博物館と連携協働し

た研修を実施する。

また，ボランティア

のサイエンスコミュ

ニケーション能力の

維持及び向上のため

の研修を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の開発と普及 

 「かはくのモノ語

りワゴン」活動の効

果的なプログラム開

発を行うとともに，

担当ボランティアの

専門研修を行う。 

 

 

２－３ 知の循環を

促す人材の養成 

１）社会において知

の循環を促す人材の

養成 

 社会において知の

循環を促す人材を養

成するため各種講座

等を実施する。また，

その手法となるサイ

エンスコミュニケー

ション概念について

普及に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33 プログラム）を行うとともに，担当ボランティアの専門研修（22

プログラム）を行った。 

開発したプログラムをかはくボランティアが常設展示室にて運用し

10,524 回実施，171,284 人が参加した。 

 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 

○知の循環を促す人材の養成 

科学と社会をつなぐ役割を担うサイエンスコミュニケータの養成の

ため「国立科学博物館サイエンスコミュニケータ養成実践講座」を開

講した。また，博物館の専門的職員である学芸員の資格取得を目指す

大学の学生に対し，学芸員としての資質を体験的に養わせることを目

的として，博物館実習生を受入れ，指導事業を行った。 

 

サイエンスコミュニケータ養成プログラム実施状況 

○サイエンスコミュニケータ養成実践講座の開講 

科学と一般社会をつなぐ役割を担うサイエンスコミュニケータを養

成する「国立科学博物館サイエンスコミュニケータ養成実践講座」を

開講し，「サイエンスコミュニケーション 1(SC1)」「サイエンスコミュ

ニケーション 2(SC2)」のプログラムを実施した。 

SC1 は国立科学博物館大学パートナーシップ入会大学の大学院生を

中心に 23 名が受講し，23 名が修了した。また，SC1 修了者 12 名が SC2

を受講，12 名が修了し，「国立科学博物館認定サイエンスコミュニケ

ータ」と認定された。 

また，筑波大学大学院（平成 20 年度～），東京工芸大学大学院（平

成 21 年度～）では，SC1 を単位認定科目として位置付け，受講した各

大学院生は 4 単位が認定されている。また，東京農工大学大学院（平

成 27 年度～）においても，SC1，SC2 が各 2 単位として認定される。

当館の人材養成プログラムが大学院講座としての専門性の高さなどの

要件を満たしていることを示している。 

 

○運営面での試行 

28 年度は，過年度の講座で認定サイエンスコミュニケータとなった

修了者１名をゲスト講師として，講座修了後のキャリアについて情報

提供する講義時間を作った。運営においては事務手続きの見直し，開

講日の削減，運営マニュアルの策定等により効率化を行った。 

 

○講座内容の書籍化 

11年間培われたサイエンスコミュニケータ養成実践講座の構成要素

を元に，その内容をまとめ，学生および一般の人へ広く講座の概念を

普及する目的で書籍化を進行している。この書籍を通じて，講座とは

違った手法でサイエンスコミュニケーション概念の発信を行うこと

で，人材の裾野が広がると考えている。また，「知の循環を促す人材

の養成」事業におけるその他講座，及び当館博物館サービスに係る人

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サイエンスコミュニケータ養成プ

ログラムの実施や，博物館実習の

受入れを行うとともに各地の学芸

員の研修を試行的に展開する等積

極的に取り組み，社会において知

を還元する人材の育成に寄与し

た。また，サイエンスコミュニケー

タ養成実践講座は複数の大学院に

おいて，単位認定科目として位置

付けられており，講座としての専

門性の高さが認められている。さ

らに，地方博物館等の学芸員の試

行的な研修に加え，サイエンスコ

ミュニケータ養成実践講座修了・

認定者の組織化とこれに対する支

援によりサイエンスコミュニケー

タとしての活動の拡充を図ること

により，修了・認定者が地方の博物

館，地域社会の様々な場面で活躍

するなど，地域社会や博物館など

で知の還元を担う人材の育成に寄

与した。 

かはくボランティアについて，ボ

ランティア自身の資質向上のため

の研修を幅広く行った。特に地球

館の展示改修に伴うボランティア

の養成と研修を実施し，ボランテ

ィアとしてのコミュニケーション

能力と専門性の向上を図った。ま

た，常設展示室内において新たな

展示案内活動（かはくのモノ語り

ワゴン）の運用を行った。 
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２）ボランティアの

養成・研修 

 上野本館において

は，「かはくのモノ語

りワゴン」に関する

専門研修等を行う。

サイエンスコミュニ

ケーション能力の維

持及び向上のための

材の研修等においても同書籍を使用することで，当館の統一したサイ

エンスコミュニケーションポリシーの形成をはかることを狙いとして

いる。 

 

○学芸員向け研修会の試行 

 平成 27 年度に引き続き学芸員向けに一日程度のワークショップ形

式の出前研修会を試行し，サイエンスコミュニケーションの歴史や理

論と，博物館における実践のための企画作りを，グループワークも交

えて行った。学芸員がサイエンスコミュニケーションの概念を理解し

地域におけるサイエンスコミュニケータの養成と研修に寄与できるこ

とや，本研修に対する地域のニーズが有ることが確認できた。 

 

・沖縄県立博物館・美術館 

（29.2.1 参加者 17 名） 

・国立科学博物館（学芸員専門研修アドバンスト・コース） 

（28.11.10 参加者 23 名） 

 

○修了・認定後の活動 

平成 28 年度までの 11 期で修了者 256 名，認定者 119 名を養成し

た。講座の修了・認定者により組織する「科博 SCA（国立科学博物館サ

イエンスコミュニケータ・アソシエーション）」の組織的な活動の仕組

み作りや当館以外の社会へ活躍の場を拡大することを目的に，平成 25

年度に策定した「科博 SCA への支援の枠組み」による支援として，主

催事業等の実施時に広報協力や会場の提供を行った。 

科博 SCA は，全国各地で積極的に活動しており，活動の拡大が図ら

れている（修了者により平成 28 年度に行われたイベント実施件数は

71 件）。 

 

博物館実習生の指導状況 

博物館の専門的職員である学芸員の資格取得を目指す大学生・大学

院生に対し，学芸員としての資質を体験的に養わせることを目的とし

て，博物館実習生の受入れ事業を行った。平成 28 年度は，筑波研究施

設において主に資料収集・保管及び調査・研究活動の体験を中心に行

う実習，上野本館において主に学習支援活動の体験を中心的に行う実

習の 2コースを実施し，あわせて 31 大学 72 名の学生が実習要件を満

たし実習を修了した。 

 
 
 
○ボランティアの養成・研修 

かはくボランティア（上野本館・自然教育園）及び植物園ボランテ

ィア（筑波実験植物園）の活動の充実を図った。 

 

かはくボランティアは，常設展示室内で入館者に対して展示の案内

や質問への対応「フロアガイド」及び，体験展示室での補助を行うほ

か，各種講座や観察会，研修等，学習支援活動全般にわたる活動を行

った。また，展示を活用したコミュニケーションを重視したモデル的

事業として「かはくのモノ語りワゴン」を運用した。 

附属自然教育園では，案内を希望した団体入園者に対し，園内案内

を行い，工作教室指導補助等も積極的に行った。 
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２－４ 学校との連

携強化 

 学校と博物館が効

果的に連携できる学

習支援活動を開発

し，実施するととも

に，地域の博物館等

と連携協働して両者

をつなぐシステムを

研修について検討す

る。 

筑波実験植物園にお

いても，ボランティ

アの養成・研修を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－４ 学校との連

携強化 

学校と博物館の連携

を強化するために，

学校連携促進事業等

を実施する。 

１）学校連携促進事

業の実施 

 学校と博物館の連

・かはくボランティアの登録者数 203 名 （27 年度 221 名） 

 

○筑波実験植物園における植物園ボランティアの活動状況 

植物園ボランティアは，入園者に対する植物園案内，観察会・講座

の補助，企画展へ参画，企画展期間中の案内，園内整備活動の補助等

の活動を行った。 

・植物園ボランティアの登録数 38 名（27 年度 38 名） 

 

○ボランティアの養成・研修の状況 

上野地区においては，「かはくのモノ語りワゴン」に関する専門研修

を行った。サイエンスコミュニケーション能力の維持及び向上のため

の研修について検討を行った。 

 

・かはくボランティア 

(1)専門研修 

常設展示の希望するフロアのシナリオを作成し，職員からアドバイ

スをもらい，フロアガイドリハーサルを行うことで展示室の理解が深

まるよう研修を行った。また，「かはくのモノ語りワゴン」の研修を

行った。 

(2)退職研究者講演会 

退職研究員による講演会を実施した。 

(3)ボランティア自主学習会への支援 

かはくボランティアの自主学習会などの支援を行った。 

(4)自然教育園勉強会 

ボランティアの自主勉強会を支援し，資質の向上と自然教育園の活

動への理解を図った。 

 

・植物園ボランティア 

一般向けセミナーへの参加を呼びかけるとともに，研究員によるボ
ランティア講習会を 6 回実施した。 
 
○ボランティア表彰等 

一定の活動年数及び日数を満たし，活動内容が顕著なボランティア

に対して表彰を行っている。平成 28 年度は，8名を館長特別表彰に，

9 名を館長表彰に表彰した。また，かはくボランティア１名が社会教

育功労者表彰を受け，平成 28 年春の緑綬褒章をかはくボランティア 1

名が受章した。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

学校との連携強化 

○かはくスクールプログラム事業の実施 

上野本館に来館する学校団体向けに，かはくスクールプログラムを

実施した。平成 28 年度は，小中高等学校等に対して 106 件のプログ

ラムを行い，学校団体の博物館利用と児童生徒の博物館理解を促進し

た。 

 

○筑波実験植物園，附属自然教育園における学校との連携 

筑波実験植物園では協力校の委嘱や文部科学省指定スーパーサイエ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行学習指導要領において博物館

等の活用が明記されていることを

踏まえ，学校と博物館をつなぐシ

ステムの構築を積極的に推進し

た。特に，博物館と学校をつなぐ人

材として，教員が博物館および博

物館の学習資源を知る機会を提供

する「教員のための博物館の日」開

催地域は，平成 28年度には平成 27
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構築する。 

 

携を強化するため

に，地域の博物館等

と連携協働し，博物

館等で「教員のため

の博物館の日」を実

施するとともに，各

地域の学校連携の課

題を共有する仕組み

の整備等に着手す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ンスハイスクールとの連携，職場体験の受入れ，附属自然教育園にお

いては小学校と連携して一年を通じて継続観察する授業を行うなど，

それぞれの施設の特性を活かした連携を図った。 

 

○かはくスクールプログラムの指導者養成 

博物館と学校との連携において課題となっている「学校と博物館を

つなぐ人材」の養成としてボランティア研修を行った。平成 28 年度

は，個別研修，企画展に関連した研修会，その他ボランティア懇話会

を実施し，延べ 32 名が参加した。 

 

○教員研修等の受入れ 

科学的体験学習プログラム普及のために，授業における具体的な活

用法等の紹介を行った。平成 28 年度の受入件数は 8件，参加者は

257 名であった。 

 

○特別展教員特別見学会 

教員を特別展に無料招待することで，教員の当館に対する興味・関

心を高め，児童生徒の学びの場としての利用拡大を図った。また特別

展監修者による講演会と組み合わせ，内容の充実を図った。平成 28

年度の実施件数は 3件，参加者は 364 名であった。 

 

○特別展報道内覧会における高校生による取材 

高校新聞部の生徒が内覧会取材をし，学校新聞を作成することによ

り，高校生の特別活動の充実及びキャリア教育の支援を行うとともに

当館に対する興味・関心を高めた。平成 28 年度の実施件数は 3件，

参加者は 22 名であった。 

 

○教員のための博物館の日 

学校教員の博物館活用に関する理解の拡充（つなぐ人材化）を目的

として，博物館を活用した授業づくりへの理解を深める場として「教

員のための博物館の日 2016」を上野本館において実施した。(一部プ

ログラム実施期間：7月 26 日～28 日 メイン実施日：7 月 29 日) 

教員へ授業に役立つ体験プログラム等を紹介し，教員が博物館活用

および博物館の学習資源について知る機会とした。当日は，教員を無

料入館(常設展)とし，「かはくナビ」を利用した常設展見学，かはく

スクールプログラム「骨ほねウォッチング」体験，かはくのモノ語り

ワゴン紹介，先生のための学校利用おすすめ紹介，東京国立博物館総

合文化展・国立西洋美術館常設展・東京都美術館企画展の見学等を実

施し，556 名の参加があった。 

また，地域の博物館と学校，教育委員会等を含めた連携システムの

構築の契機としてもらうため，全国各地の博物館でも開催することを

目指し，平成 28 年度は平成 27 年度から 7地域増え，27 地域での開

催が実現した。開催事例はホームページで公開し，各開催館等との情

報の共有を行った。 

 

・教員のための博物館の日 in 千葉（千葉県立中央博物館） 

実施：6.15,7.26,8.1 参加者：73 名 

・教員のための博物館の日 in 十勝 実施：7.26 参加者：52 名 

・教員のための博物館の日 in 徳島 実施：7.27 参加者：18 名 

年度より7地域増の全国27地域に

達している。「教員のための博物館

の日」開催事例はホームページで

公開し，各開催館との情報の共有

を行った。また，大学パートナーシ

ップ加入校が 64 校となるなど，学

校との連携強化が図られ，当館の

人的・物的資源とともに外部資源

等を積極的に活用しながら，児童

生徒や大学生等の科学リテラシ

ー，サイエンスコミュニケーショ

ン能力等の向上に寄与した。 
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２）大学との連携（国

立科学博物館大学パ

ートナーシップ）事

業 

 国立科学博物館大

学パートナーシップ

入会校の学生の科学

リテラシーやサイエ

ンスコミュニケーシ

・教員のための博物館の日 in 埼玉（埼玉県立歴史と民俗の博物

館） 

実施：（団体向け）7.28, 8,17, 8.19 

（個人向け）8.2, 4, 5, 9  参加者：76 名 

・教員のための博物館の日 in 札幌 実施：7.29 参加者：13 名 

・教員のための博物館の日 in 鳥取 実施：7.29 参加者：61 名 

・教員のための博物館の日 in ﾑｼﾃｯｸ 実施：8.1 参加者：62 名 

・教員のための博物館の日 in 明石 実施：8.1 参加者：67 名 

・教員のための博物館の日 in 長瀞（埼玉県立自然の博物館） 

実施：8.2～4 参加者：34 名 

・教員のための博物館の日 in 苫小牧 実施：8.3 参加者：36 名 

・教員のための博物館の日 in 道北 

実施：8.3～9 参加者：59 名 

・教員のための博物館の日 in 大阪（大阪市立自然史博物館） 

実施：8.3 参加者：121 名 

・教員のための博物館の日 in ﾐｭ‐ｼﾞｱﾑﾊﾟｰｸ 

実施：8.4 参加者：93 名 

・教員のための博物館の日 in 千葉（千葉県立現代産業科学館） 

実施：8.5～7 参加者：15 名 

・教員のための博物館の日 in 富山（富山市科学博物館） 

実施：8.5, 8.18 参加者：38 名 

・教員のための博物館の日 in 富山 

（富山県 立山カルデラ砂防博物館） 

実施：8.6～7 参加者：10 名 

・教員のための博物館の日 in 岐阜 

実施：8.9, 8.18 参加者：39 名 

・教員のための博物館の日 in 長野 実施：8.11 参加者：13 名 

・教員のための博物館の日 in ｻﾋﾒﾙ 

実施：8.13～17 参加者：30 名 

・教員のための博物館の日 in 宮崎 実施：8.18 参加者：26 名 

・教員のための博物館の日 in 愛媛（愛媛県歴史文化博物館） 

実施：8.19 参加者：12 名 

・教員のための博物館の日 in 愛媛（愛媛県総合科学博物館） 

実施：8.23 参加者：74 名 

・教員のための博物館の日 in 三河 実施：10.11 参加者：40 名 

・教員のための博物館の日 in 九歴（九州歴史資料館） 

実施：10.29 参加者：6名 

・教員のための博物館の日 in 阿蘇（阿蘇火山博物館） 

実施：29.1.18 参加者：15 名 

・教員のための博物館の日 in 静岡 実施：2.4 参加者：40 名 

 

 

 

○大学との連携（国立科学博物館大学パートナーシップ）事業 

当館の人的・物的資源とともに外部資源等を積極的に活用し，大学

と連携・協力して，学生の科学リテラシー及びサイエンスコミュニケ

ーション能力の向上に資することを目的とし，学生数に応じた一定の

年会費を納めた「入会大学」の学生に対して，連携プログラムを提供

している。平成 28 年度の入会大学数は 64 大学であった。 

連携プログラムとして，学生は，回数制限無く，上野本館の常設展

示と附属自然教育園，筑波実験植物園に無料で入館(園)できるほか，

特別展を 620 円引きで観覧できる。平成 28 年度の制度利用入館者総

数は，50,495 人であった。また，大学生，大学院生を対象とした各
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ョン能力の向上を図

る事業を実施する。 

 

種講座，博物館実習の受講料減額や優先受入れを実施した。 

また，オリエンテーションや講義の目的で来館する入会大学の学生

を対象に見学ガイダンスを行った。平成 28 年度は 22 大学（28 件）

1,186 名の学生に実施し，いわゆる文系学生や初めて博物館に来館す

る学生の科学リテラシーの向上を図った。 

 

 (3)社会の様々なセ

クターをつなぐ連携

協働事業・広報事業

の実施 

 2020年東京大会を

契機に，社会に根ざ

し，社会に支えられ，

社会的要請に応える

我が国の主導的な博

物館として，国内の

科学系博物館をはじ

め，大学，研究機関，

教育機関，企業など

の様々なセクターと

連携協働し，地域博

物館等のネットワー

クの充実を図ること

により，地域におけ

る人々の科学リテラ

シーを涵養する活動

を促進すること。 

 また，様々な媒体

を通じて自然や科学

に関する情報を広く

国民に提供するとと

もに，国民の国立科

学博物館への理解を

深めること。ホーム

ページでは，SNS（ソ

ーシャル・ネットワ

ーキング・サービス）

を含め，国立科学博

物館の活動の成果に

関する情報を発信す

るように努めるこ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・博物館等との連携協

働事業について，５年間

で前中期目標期間実績

以上の数の機関等と連

携協働（前中期目標期間

実績：のべ 99 機関等） 

 

＜評価の視点＞ 

【目標水準の考え方】 

・博物館等との連携協

働事業については,前中

期目標期間実績以上の

目標値を達成すること

を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

全国の科学系博物館をはじめと

する様々なセクターと連携協働

し，広く人々の科学リテラシーを

涵養する活動の促進に積極的に取

り組んだ。特に博物館等教育施設

との連携については，国立科学博

物館コラボミュージアム事業に加

え，新たに国立科学博物館・巡回ミ

ュージアム事業を開始し，地域の

博物館等と連携協働して，巡回展

示や博物館関係者向けに開発した

研修プログラム等を重層的に展開

することを通じて，地域にノウハ

ウや地域内ネットワークの充実と

いった成果を残すとともに，それ

らの成果を各地に普及するための

取組みを行った。このような取組

みの結果，連携協働した博物館等

は 40 機関に達した。 

 また，企業との連携については，

JR新宿駅に直結した文化交流施設

LUMINE O において実施した展示に

は 9,198 人もの入場者があり，従

来とは異なる客層などに対して自

然の美しさなどを伝えるとともに

当館の活動を紹介することができ

たことが特筆される。また，プレミ

アムフライデーにおいて近隣の機

関等と協力してイベント等を行う

こと等により，相乗効果を発揮し，

上野「文化の杜」をはじめとする地

域の様々なセクターによる連携協

働に参加・協力することなどを通

じて地域振興にも貢献することが

できた。 

 ホームページや SNS，メールマガ

ジン，印刷物など様々な広報媒体

を活用して情報発信をきめ細かく

行った結果，各種メディアへの放

映・掲載が 107 件増加し，1,025 件

に達した。また，メールマガジンの

登録者数が 1,349 人増加し，2 万

人を超えた。さらにクラウドファ

ンディングの活用に当たり，取組

みを広く周知するために積極的に

広報を展開したことは，多数のメ

＜評価すべき実績＞ 

「国立科学博物館・巡回ミュー

ジアム」や「国立科学博物館・コラ

ボミュージアム」の実施とともに，

全国科学系博物館協議会との連携

により巡回展示物の貸出を行うな

ど，全国の科学系博物館等 40 機関

と連携した取組を進めた。特に，

「国立科学博物館・巡回ミュージ

アム」では巡回展示と研修プログ

ラム等を重層的に展開し，地域博

物館関係者の資質向上を図るとと

もに，当該地域にノウハウや地域

内ネットワークの充実といった成

果を残す取組を行っており，高く

評価できる。 

企業との連携では，新たに JR 新

宿駅に直結する文化交流施設

「LUMINE O」における展示への協

力等，企業や地域が主催する各種

イベント等の連携・協力を積極的

に行い，日常的に博物館を利用し

ない層にも博物館の魅力を伝え

た。 

さらに上野本館においては，

2020 年東京オリンピック・パラリ

ンピック競技大会に向け，上野を

世界の文化交流の拠点として発展

させるための上野「文化の杜」新構

想の推進に向けた取組を近隣の機

関等と協力して行っており，併せ

て評価できる。 

  

＜今後の課題・指摘事項＞ 

 特になし。 
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と。さらに,外国人入

館者等に向けた多言

語対応など，近隣の

施設等との連携等も

図りつつ，効果的な

情報発信を推進する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－１ 国内の博物

館等との連携協働の

強化 

 当館の知的・人的・

物的資源を広く社会

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－１ 国内の博物

館等との連携協働の

強化 

 

１）地域博物館等と

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

国内の博物館等との連携協働の強化 

○地域博物館等と連携したイベント等の企画・実施 

 全国の科学系博物館の活性化に貢献するため，連携したイベント等

を企画・実施した。 

ディアに取り上げられ，クラウド

ファンディングの成功につながる

とともに，日頃自然史研究や当館

に馴染みがない人々を含めて全国

的に当館の活動の一端を伝え，興

味関心を持つきっかけとすること

ができた。 

 これらを踏まえ，Sと評価する。 

 

 

＜課題と対応＞ 

平成 27 年度評価において，今後の

課題として「2020 年東京オリンピ

ック・パラリンピックに向けての

情報発信について，2020 年という

機会を捉え，更なる情報発信に期

待したい」と指摘されたことを受

け，平成 28 年度計画において，直

接広報の充実について， 

「当館の展示活動，学習支援活動，

研究活動について広く人々の理解

を得るために，ポスター及びイベ

ント情報等のリーフレット類の作

成・配布等の直接広報を行う。併せ

て，当館の社会的知名度を高める

ため，メールマガジンでの広報展

開，イベント等を実施する。また，

多言語での効果的な情報発信方法

について，必要に応じて近隣の施

設等との連携を図りつつ検討す

る。」こととしていた。平成 28 年

度は，この計画に基づき着実に広

報を展開し，特別展，企画展にあわ

せポスター・チラシを制作し，無料

のイベント情報「kahaku event」

やメールマガジンを定期的に発行

するなどした。さらに，外国語で発

行される情報誌やガイド等へ情報

提供を行うほか，上野地区の文化

施設の連携・充実に向けて活動を

行う上野「文化の杜」ポータルサイ

トにおいて，多言語化の推進に協

力した，  

 

「国立科学博物館・巡回ミュージ

アム」や「国立科学博物館・コラボ

ミュージアム」を 6 件実施すると

ともに，全科協と広報面で連携す

るなどして，２種類の巡回展示物
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に還元するために，

標本資料の貸出や巡

回展示の実施，研究

成果の普及，学習支

援活動や展示に関す

るノウハウの共有な

どを通じて，国内の

科学系博物館等との

連携協働を進める。

また，求めに応じて

専門的な助言を行う

など科学系博物館ネ

ットワークの中核的

な役割を担い，国内

各地の科学系博物館

等を中心とした地域

博物館等のネットワ

ークを充実すること

により，博物館の活

性化と地域における

科学リテラシー涵養

活動の促進に貢献す

る。 

 さらに，上野「文化

の杜」新構想をはじ

め，企業や地域の

様々なセクターと連

携を強め，多様な

人々が文化としての

科学に親しめる機会

を創出するととも

に，双方の活性化に

資する社会貢献活動

等を推進する。 

 博物館等との連携

協働事業について，

５年間で前中期目標

期間実績以上の数の

機関等と連携協働を

目指す。 

 

連携した事業の企

画・実施 

 当館の知的・人的・

物的資源を活かし，

全国各地の科学系博

物館等と連携協働し

て，それぞれの地域

の特色を生かした巡

回展示，学習支援活

動等を行い，地域博

物館等のネットワー

クを充実させるため

の地域連携協働事業

を企画・実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）科学系博物館等

への助言や標本の貸

出等の協力 

 科学系博物館等か

らの要請に応じて，

専門的な助言や標本

の貸出等の協力を行

 

・「巡回展示とプログラムを通じた地域資源の連携・活用促進事業」

の実施 

文部科学省委託事業「博物館ネットワークによる未来のレガシー継

承・発信事業」の事業として，岩手県内の博物館等と連携し，巡回展

示と研修・学習プログラムを重層的に組み合わせた連携協働事業「巡

回ミュージアム in 岩手」を実施した。（※岩手県立博物館との連携は

コラボミュージアムとして実施。）またこれまで主に館内で実施して

きた研修プログラムや，新たに博物館関係者向けに開発した研修プロ

グラムを地域博物館で試行的に展開した。 

一方，国立科学博物館・コラボミュージアムでは全国各地の博物館

等教育施設と国立科学博物館とが連携して，その地域の自然や文化，

産業に関連した展示，体験教室，講演会等の博物館活動を実施した。 

 当館の研究の成果や標本資料の展示のノウハウを活用したこれらの

活動により，地域博物館の活性化に寄与しているほか，本事業で連携

した地域との結びつきも深まっている。 

 

巡回展示とプログラムを通じた地域資源の連携・活用促進事業 

・岩手県立博物館第 67 回企画展 国立科学博物館・コラボミュージ

アム in 盛岡 

（6.7～8.21 岩手県立博物館） 

・国立科学博物館・巡回ミュージアム in 岩手 進化の影と光 -古

生代の大量絶滅と回復- （8.27～9.11 岩泉町民会館） 

※台風 10 号による被災により，会場が避難所となったため，8月 31

日以降は原則閉鎖 

（9.16～12.4 大船渡市立博物館） 

（12.9～29.2.26 久慈琥珀博物館） 

 その他，関連イベント等を実施 

 

・地域博物館での研修事業の開発と試行的展開 

 1.24 アルバム博物館をつくろう！ －博物館関係者向け研修－ 

 2.1  サイエンスコミュニケーション 入門講座  

 

 

○「国際博物館の日」におけるイベント等の実施 

「国際博物館の日」（5月 18 日）に対応して上野本館の常設展示，

筑波実験植物園，附属自然教育園の無料公開を実施した。また，記念

事業としてミュージアム何でも探険「建物ツアー」（5月 21 日実

施），上野の山でトラめぐり～国際博物館の日記念ツアー～（5月 15

日実施），上野公園ミュージアムコンサート（5月 22 日実施）等を実

施した。さらに，当館を含め上野地区の各文化施設，商店等との連携

の貸出を計 5 件実施するなど，全

国の科学系博物館と連携した取組

を進めた。特に，巡回展示と研修プ

ログラム等を重層的に展開する

「国立科学博物館・巡回ミュージ

アム」を新たに開発した。地域の中

核となる岩手県立博物館と連携協

働し，岩手県内での巡回展示や研

修等を実施し，巡回終了後にも当

該地域にノウハウや地域内ネット

ワークの充実といった成果を残す

ことができた。さらに地域の博物

館関係者の資質向上を図るため

に，博物館関係者向けの研修を開

発・試行的に地域の博物館におい

て実施するなど，地域博物館関係

者の資質向上に向けた取組を行っ

た。さらに，企業等との連携におい

ては，三菱商事(株)と当館主催の

「障がい者向け見学会」，トヨタ自

動車(株)との連携イベント「科学

のびっくり箱！なぜなにレクチャ

ー」，朝日新聞社が主催する「朝日

地球会議 2016」に出展するととも

に，新たに JR 新宿駅に直結する文

化交流施設「LUMINE O」における

展示への協力等，企業や地域が主

催する各種イベント等の連携・協

力を積極的に行った。これらの連

携事業により，当館本来の事業に

加え，幅広く多彩な博物館の利用

価値を創出した。その結果，日常的

に博物館を利用しない層にも博物

館の魅力を伝えることができ，親

しみやすく気軽に利用できる博物

館としてのイメージを広めること

ができた。また，特に，上野本館に

おいては，2020 年東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会に向

けて上野を世界の文化交流の拠点

として発展させるための上野「文
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う。 

 

 

 

３）全国科学博物館

協議会への協力 

 国内の科学系博物

館の連携協力組織で

ある全国科学博物館

協議会の理事長館と

して，全国科学博物

館協議会と協力した

巡回展示や学芸員の

研修事業等の共催事

業を実施する。 

 

 

 

 

 

４）企業・地域との連

携 

 当館を取り巻く企

業・地域等との連携

の強化を図るため，

個人会員・団体会員

からなる賛助会員制

度の運営を引き続き

行うとともに，企業

等とのイベント等へ

の連携・協力，上野

「文化の杜」新構想

実行委員会や上野の

れん会等の地域団体

に参画した地域活動

等への連携・協力等

を行う。 

 

 

 

 

により，「上野ミュージアムウィーク」と称して，各館の国際博物館

の日関連事業を中心に，周知を図った。 

 

 

○全国科学博物館協議会への協力 

全科協の理事長館として，全国巡回展や学芸員の研修事業等の共催

事業を積極的に実施するとともに，全科協事業として研究発表大会や

機関誌「全科協ニュース」の発行等を推進し，各博物館の活性化に貢

献した。主な研修事業と巡回展は次のとおり。 

研修事業 

・「海外科学系博物館視察研修」  

参加館 7 館，参加者 12 名 

・「海外先進施設調査」    派遣者 4 名 

・「学芸員専門研修アドバンスト・コース」 参加館 22 館，参加者

23 名 

・「研究発表大会」参加館 67 館及び 6団体・個人，参加者 121 名 

 

巡回展 

・「ノーベル賞を受賞した日本の科学者」2館 

・「日本の生物多様性」 3 館 

 

 

企業・地域との連携 

○企業等との連携の推進・充実 

館の諸活動に対し社会全体からの幅広い支援及び支持を得るため，

賛助会員制度について，引き続き随時会員の募集を行い，平成 28 年

度末における加入件数は 217 件となった。賛助会費は地域博物館等と

連携したイベント「国立科学博物館・コラボミュージアム」等の経費

として活用した。 

企業のイベント等との連携・協力も積極的に実施した。例えば，三

菱商事(株)と当館主催の「障がい者向け見学会」（11.12）では，障が

い者が土曜日の特別展閉場後に特別展を見学する機会を設け，トヨタ

自動車(株)との連携イベントではエンジニアが講師となり，「科学の

びっくり箱！なぜなにレクチャー」（11.6）を実施した。また，朝日

新聞社が主催する「朝日地球会議 2016」（10.2～4）では，ノーベル

賞を受賞した科学者たちに関する出張展示を行うとともに，特別講演

として「『千葉期』が新たにに誕生か 地球の変動と地質年代」を実

施した。さらに，LUMINE 0 との共催により，LUMINE 0（新宿区）に

おいて「不思議で美しいミクロの世界展」（12.22～29.1.4）を実施し

た。 

 

○地域との連携の推進・充実 

上野本館においては，上野「文化の杜」新構想実現のために設置さ

れた上野「文化の杜」新構想実行委員会に構成団体として参加し，平

成 28 年度事業についての検討を行うとともに，さらに専門部会に参

加し， 

共通パスポートの発行，イベント開催への協力，上野「文化の杜」

化の杜」新構想の推進に積極的に

取り組むとともに，平成 29 年 2月

から始まったプレミアムフライデ

ーにあわせ，夜間開館の周知を目

的としたイベント等を近隣の博物

館と協力して行うなど，地域振興

にも貢献することができた。 
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３－２ 戦略的な広

報事業の展開 

 当館の知的・人的・

物的資源を活用しつ

つ，メディア等と効

果的に連携し，館全

体の広報事業を戦略

的に展開する。同時

にホームページ，SNS

（ソーシャル・ネッ

トワーク・サービ

ス），メールマガジ

ン，印刷物等を活用

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２ 戦略的な広

報事業の展開 

１）直接広報の充実 

 当館の展示活動，

学習支援活動，研究

活動について広く

人々の理解を得るた

めに，ポスター及び

イベント情報等のリ

ーフレット類の作

成・配布等の直接広

報を行う。併せて，当

館の社会的認知度を

ポータルサイトへの協力を行った。 

また，東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催に向けて，東

京都・神奈川県・埼玉県・千葉県の一都三県の美術館・博物館が連携

した取組みを進めるため東京都が開催する実務担当者会議に参加し，

今後の連携について検討を行った。 

さらに，上野のれん会等の地域団体に引き続き参画し，地域のイベ

ント等への連携・協力を図った。 

その他には，東京春・音楽祭実行委員会と連携して，上野公園の各

施設で春を祝う音楽会を多数開催する「東京・春・音楽祭」に参加

し，音楽会を実施した。また，上野の山文化ゾーン連絡協議会主催の

「上野の山文化ゾーンフェスティバル」への参加，「創エネ・あかり

パーク 2016」への協力等を行った。さらに，平成 29 年 2月より始ま

った「プレミアムフライデー」にあわせ，上野の国立館 3館の夜間開

館の周知を目的としたイベント「Friday Night Yoga」などを積極的

に開催した。 

 

筑波実験植物園においても，首都圏新都市鉄道株式会社主催の「TX

サイエンススタンプラリー事業」（7～8 月），「つくば科学フェスティ

バル 2016」（11 月）等に参加し，地域の特性を活かした連携を推進し

た。さらに，つくば地区の活性化及び日本のライフサイエンスの発展

に寄与することを目的に設立された「つくばライフサイエンス推進協

議会」に参加した。 

 

附属自然教育園においても，港区ミュージアムネットワーク等の地

域団体への参画や高輪みどりを育むプロジェクト（6月，10 月）への

協力，また，地元商店会のお祭り「プラチナヒルズフェスティバル」

（11 月）へのブース出展や等，地域のイベント等への連携・協力を

図った。 

 

これらの活動により，地域との連携の推進・充実が図られ，地域振

興に貢献することができた。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

○直接広報の充実 

当館の展示活動，学習支援活動，研究活動について広く人々の理解

を得るために，ポスター及びリーフレット類の作成・配布を行った。

また，無料イベント情報誌「kahaku event」やホームページ，メール

マガジン，Facebook ページにて，館内外で開催されるイベントや展

示会等を適時，来館者やメールマガジン登録者等に情報提供した。さ

らに，広く自然や科学に関する情報を広く提供し，国民の科学リテラ

シーの涵養に資するため「milsil」を発行した。 

・国立科学博物館イベント情報「kahaku event」の発行(隔月) 

特別展等に関する情報，館の催事，常設展示の紹介を掲載。館内で

無料配布するとともに，ホームページに掲載した。それぞれ掲載され

ているイベントや展示会に関連した表紙の考案，制作担当者のコラム

の掲載等，来館者が手に取りやすいよう工夫をした。 

・ホームページによる情報発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イベント情報を隔月で発刊，メー

ル マ ガ ジ ン を 毎 週 発 信 し ，

Facebook では月平均 8件の情報を

投稿するなど様々な広報媒体を活

用して効果的な広報活動を積極的

に実施した。特に，メールマガジン

においては，平成 28 年度に登録者

数が 2 万人を超え，毎週科博の魅

力や研究の重要性を直接的にアピ

ールできた。その他，プレスリリー

スを 44 件行い，博物館の事業や研

究活動を周知し，科博の認知度の

向上に努めた。これらの広報活動



81 
 

した情報発信をきめ

細かく行い，当館の

活動の成果，自然や

科学に関する情報等

を広く国民に提供す

ることを通じて当館

の活動に関する理解

を深める。 

また，多言語での情

報発信を積極的に推

進し，外国人の利用

者への効果的な情報

提供を図る。 

 

高めるため，メール

マガジンでの広報展

開，イベント等を実

施する。また，多言語

での効果的な情報発

信方法について，必

要に応じて近隣の施

設等との連携を図り

つつ検討する。 

 自然や科学に関す

る情報を広く国民に

提供するため，自然

と科学に関する情報

誌「milsil」を発行す

る。 

 さらに，ホームペ

ージのメニューやコ

ンテンツについて，

より使いやすく，親

しみやすいものとす

るため検討し，必要

に応じて見直しを行

う。 

 インターネットを

通じた広報活動の一

環として，ホームペ

ージにおいて常設展

示，企画展示，巡回展

示，学習支援事業，調

査研究等の活動につ

いての情報提供を

SNS も活用しながら

適時・的確に実施す

る。 

 

２）間接広報の充実 

 当館の使命や，展

示活動，学習支援活

動及び調査研究活動

について，社会の理

解を深めるため，報

来館に関する情報やイベント，講座等の告知など，公式ホームペー

ジにおいて適時的確に情報提供を行った。 

平成28年度のトップページのアクセス数は約512万件であり，トップ

ページ以下の個別サイトの総アクセス数は約6億1506万件であった。 

・メールマガジンの発信 

メールマガジンを毎週配信し，自然科学に関する知識，職員のエッ

セイ，展示・学習支援活動の情報などを適時適切に掲載するよう努

め，登録者の拡大を図った。 

平成 28 年度末の登録者数 21,334 名（27 年度 19,985 名） 

・ＳＮＳを利用した情報発信 

「国立科学博物館」Facebook で，当館のイベント等の広報及び活

動紹介，緊急を要する即時的な情報を発信した。平成 28 年度は，94

回の投稿（シェア含む）を行い，5,296（開設以降累計 13,039）「い

いね！」を獲得した。 

・自然と科学の情報誌「milsil（ミルシル）」の発行 

来館者だけではなく，広く国民全体に対して，自然史や科学技術史

等に関する情報を積極的に発信し，自然や科学技術に関する適切な知

識を持ち，現代社会の諸課題に対応していくための科学リテラシーの

涵養に資するため，自然と科学の情報誌である「milsil（ミルシル）」

（隔月発行 A4版 本文32ページ）を通巻51号～56号まで発行した。 

・筑波実験植物園における広報活動 

企画展において，ポスター，チラシの作成・配布，植物園近郊の歩

道橋に案内横断幕を設置（4 箇所）した。また，「つくば植物園イベ

ント」リーフレットを作成し，教育委員会，図書館・博物館等の社会

教育施設，学校等に配布することにより，学習支援活動に関する情報

提供を行った。さらに，ホームページ上にイベント情報の公開を行っ

た。 

正門前の掲示板に，植物園の基本情報，企画展等情報などを掲示し

たほか，茨城県観光物産課及び旅行業者等に対し，企画展等の情報提

供を行い，旅行業者等の観光案内誌に筑波実験植物園の紹介記事を積

極的に掲載した。 

・附属自然教育園における広報活動 

学習支援活動一覧を作成し，教育委員会・学校・関係機関へ送付す

ることにより，行事内容に関する情報提供を行った。また，企画展や

季節毎の特別開園，その時期に園内で見ることのできる動植物を紹介

するポスターを作成し，正門前の掲示板や近隣施設等で掲示を行っ

た。さらに，週ごとの見ごろ情報を作成し掲示板に掲示するととも

に，ホームページでも告知した。その他，スタッフブログやメールマ

ガジンなどでも積極的に情報を発信した。 

 

 

 

○間接広報の充実 

当館の使命や研究活動，展示活動，学習支援活動について社会の理

解を深めるため，報道機関等に対して，積極的に情報提供を行った。 

・「これからの科博」の送付 

今後の当館の催しとその趣旨，主な動き等をまとめた「これからの

科博」をマスコミの論説委員等に毎月送付した。 

・プレスリリース・記者説明会の実施 

を通じて，各種メディアでの放映・

掲載が 1,025 件になるなど，掲載

件数が着実に増えた。また，マスメ

ディアに積極的に対応すること

で，人気番組に取り上げられたり，

当館の活動を取り上げた特別番組

や書籍などが多数制作されたりす

るなど大きな成果をあげた。さら

に，平成 28 年度は，クラウドファ

ンディングを通じて研究資金を獲

得するという新たな手法に取り組

んだ。この取組について広く周知

する目的で，記者発表会の開催や

特設ウェブサイトを開設するなど

積極的に広報を展開した。こうし

た取り組みにより，メディアにも

多数取り上げられ，クラウドファ

ンディングを成功させるととも

に，全国的に館の活動が周知され

ることにもつながった。 

これらの広報活動は，入館者増

に貢献するとともに，来館しない

人々に対しても当館や科学に興味

を持ってもらえるきっかけとな

り，国民の科学リテラシーの向上

にも貢献できた。 
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道機関等に対して積

極的に情報提供を行

う。 

 

展覧会，研究成果の発表等に関して積極的にプレスリリース(44

件)を行うとともに，記者内覧会等を実施して，展示内容の周知に努

め，記事掲載の依頼を行った。 

・館内での撮影対応，画像提供 

TV 制作会社や出版社からの館内撮影等依頼に対して，積極的に

当館の名称や展示の紹介を行うよう働きかけた。 

・メディア放映・掲載の状況 

研究成果等に関してテレビ，雑誌，新聞，ウェブ等での放映・掲載

が 1,025 件あった。 

 

 

４．その他参考情報 

 特になし。 

  



83 
 

様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項，財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２ 業務運営の効率化に関する事項 

当該項目の 

重要度，難易度 

― 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２８年度）１－３ 

行政事業レビューシート番号 ００２５ 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

（参考情報） 

 

一般管理費 

計画値 
本中期目標期間中 15％以

上の効率化 
581,152      

平成 28 年度において未払消費税納税に伴う費

用，開館時間延長に伴う施設管理・運営業務費の

増，情報セキュリティ所掌部門の変更に伴う増が

主な要因となっている。 

実績値  － 586,296     

削減率  － -0.89％     

  －      

業務経費 

計画値 
本中期目標期間中 5％以上

の効率化 
2,114,538      

 

実績値  － 1,970,960      

削減率  － 6.79％      

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

Ⅳ 業務運営の効率

化に関する事項 

Ⅱ 業務運営の効率

化に関する目標を達

成するためとるべき

措置 

Ⅱ 業務運営の効率

化に関する目標を達

成するためとるべき

措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

平成 28 年度業務実績報告書 

＜自己評価書参照箇所＞ 評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定めら

れた通り，概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 館長のリーダーシップの下，機

動的で柔軟な業務運営の展開がな

されるよう，体制が整備されると

ともに，給与水準の適正化，契約

の点検・見直し等が行われており

評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

特になし。 

各事項に関する業務実績の詳細は，下記の

とおり。 

 

各事項に関する自己評価は，下記の通り。 
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＜有識者からの意見＞ 

・館長のリーダーシップのもと組

織的な整備が進められている。 

・中期計画における所期の目標を

達成していると認められる。 

・業務運営の効率化に関しては，

すべての項目で適切に取り組まれ

ている。 

 

 １ 運営の改善 

 

 

 国立科学博物館の

担う政策実施機能を

最大限向上させると

ともに，業務の効率

性を向上させるた

め，自己評価，外部評

価及び入館者による

評価などの活用や，

監事の機能強化など

内部ガバナンスの強

化を図ることによ

り，館長の下で自律

的に博物館の運営を

適宜見直すこと。 

 また，館内のマネ

ジメント上必要な意

思疎通や情報共有の

ため，テレビ会議シ

ステムなどの ICT 等

も活用し，業務運営

の効率化を図るこ

と。 

 組織体制の見直し

については，柔軟に

組織を変更できる独

立行政法人の制度趣

旨を生かし，2020 年

東京大会を契機とす

１ 機動的で柔軟な

業務運営の展開 

 

 限られた資源を効

率的に活用するため

に，館長の意思決定

をサポートする部長

会議等を定期的に開

催し，トップマネー

ジメントによる機動

的で柔軟な業務運営

を行う。館内のマネ

ジメント上必要な意

思疎通や情報共有の

ため，テレビ会議シ

ステムなどの ICT 等

の活用を図る。 

 また，質の高いサ

ービスの提供のた

め，入館者の満足度

やニーズの把握，外

部有識者を構成員と

する会議等における

意見聴取などを計画

的に行い，業務運営

の改善を図る。 

 さらに，監事機能

を強化し，監事との

情報共有の機会を計

画的に設けるととも

に，監事監査を充実

１ 機動的で柔軟な

業務運営の展開 

 

限られた資源を効率

的に活用するため

に，館長の意思決定

をサポートする部長

会議等を定期的に開

催し，トップマネー

ジメントによる機動

的で柔軟な業務運営

を行う。館内のマネ

ジメント上必要な意

思疎通や情報共有の

ため，テレビ会議シ

ステム等の ICT 等を

活用する。 

質の高いサービスを

提供するため，満足

度調査等を実施する

とともに，外部の企

業役員や有識者を交

えた経営委員会等を

計画的に開催し，業

務運営の改善を図

る。 

監事機能を強化し，

監事との情報共有の

機会を計画的に設け

るとともに，監事監

査を充実することに

 ＜主要な業務実績＞ 

○トップマネージメントによる業務運営 

館長の意思決定をサポートする部長会議，

事務連絡会等において，館長は職員と定期的

な対話を行うとともに，各部門の業務の実施

状況や発生可能性のあるリスクとその対応

案等について把握を行い，トップマネージメ

ントによる機動的で柔軟な業務運営を行っ

た。また，館内のマネジメント上必要な意思

疎通や情報共有のため，テレビ会議システム

等の ICT 等を積極的に活用した。 

 

 

○満足度調査の実施等 

客層や個々のサービスについての満足度

を調べるため，入館者を対象として満足度調

査を実施した。平成28年度は27年度に引き続

き,特別展，企画展を同時に開催しており多

くの来館者が訪れる期間（平成28年11月17日

～20日,22日,23日）に満足度調査（アンケー

ト調査）を実施し,過年度との比較・検証を

行った。また，特別展，企画展については随

時来館者に対してアンケート調査を実施し，

来館者のニーズの把握に努めた。 

 また，役員会のほか外部の企業役員や有識

者を交えた評議員会（２回），経営委員会（４

回）を開催し，業務運営の改善を図った。 

 

○監事機能の強化 

監事との情報共有の機会を計画的に設け

るとともに，月次監査を行うことなどにより

監事監査を充実することで，業務運営の効率

化を図った。 

 

○組織体制の見直し 

2019年ICOM（国際博物館会議）京都大会や

2020年東京オリンピック・パラリンピック競

技大会等の諸課題に対応するため，博物館等

との連携協働等を推進する博物館等連携推

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

限られた資源を効率的に活用するために，館長のリーダー

シップのもと，館長の意思決定をサポートする部長会議等の

定期的な開催により迅速な意思決定を行い，機動的で柔軟な

業務運営に取り組むとともに，外部有識者等を交えた経営委

員会の開催等により業務運営の改善に取り組んだ。また，来

館者満足度調査の実施や組織体制の見直しにより，質の高い

サービスの提供に取り組むとともに，監事機能の強化により

効率的な業務運営に取り組んだ。 

これらを踏まえ概ね計画通りであり Bと評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

 館長のリーダーシップ発揮のた

めの仕組が整備されている。さら

に外部有識者や満足度調査等の外

部視点の取入により，業務運営の

効率化を図っており，評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

組織体制の見直しについて，

2019 年ＩＣＯＭ京都大会や 2020

年東京オリンピック・パラリンピ

ック競技大会等の諸課題に対する

具体的な対応を明示し，更なる成

果の積み上げに取り組むよう期待

したい。 
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る社会の様々なセク

ターをつなぐ連携協

働事業等の実施など

の「Ⅲ 国民に対し

て提供するサービス

その他の業務の質の

向上に関する事項」

に示した目標の達成

に向けて，当該業務

のより効果的な実施

が可能となる組織設

計を行うこと。 

 「独立行政法人改

革等に関する基本的

な方針」（平成 25 年

12 月 24 日閣議決定）

等を踏まえ，国立科

学博物館の活性化が

損なわれないよう十

分配慮しつつ，自主

的・戦略的な業務運

営により最大限の成

果を上げていくため

に，運営費交付金の

効率化目標について

は，退職手当や入館

者数に対応した業務

経費等の特殊要因経

費を除き，経費の節

減や調達の合理化を

推進することなどに

より，本中期目標期

間中，一般管理費に

ついては 15％以上，

業務経費についても

5％以上の効率化を

図ること。また，人件

費については「２ 

給与水準の適正化」

に基づいた効率化を

図ること。 

することにより，業

務運営の効率化を図

る。 

 組織体制の見直し

については，2020 年

に開催される東京オ

リンピック・パラリ

ンピック競技大会を

契機に，社会の様々

なセクターをつなぐ

連携協働事業等の実

施などの「Ⅰ 国民

に対して提供するサ

ービスその他の業務

の質の向上に関する

目標を達成するため

とるべき措置」に示

した計画の達成に向

けて，事業のより効

果的な実施が可能と

なる組織設計を行

う。 

 施設の管理・運営

業務については，運

営の効率化を図る観

点から，すでに実施

している民間競争入

札を継続するととも

に，各施設の特性等

を踏まえ，新たな導

入について検討を進

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

より，業務運営の効

率化を図る。 

組織体制の見直しに

ついては，2020 年に

開催される東京オリ

ンピック・パラリン

ピック競技大会を契

機に，社会の様々な

セクターをつなぐ連

携協働事業等の実施

等中期計画の「Ⅰ 

国民に対して提供す

るサービスその他の

業務の質の向上に関

する目標を達成する

ためとるべき措置」

に示した計画の達成

に向けて，事業のよ

り効果的な実施が可

能となるよう，博物

館等との連携協働等

を推進する部署の設

置等を行う。 

施設の管理・運営業

務について，引き続

き外部委託を実施す

るとともに，各施設

の特性等を踏まえ，

新たな導入について

検討を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進センターを設置した。 

 

○施設の管理・運営業務 

施設の管理・運営業務については，定期的

にモニタリング委員会を開催し，安全で快適

な施設管理と質の良いサービスの提供に努

めた。また，引き続き外部委託を実施するた

め，次期契約に向けた検討を順次進めた。 
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 ２ 給与水準の適正

化 

 給与水準について

は，国家公務員の給

与水準を十分考慮

し，役職員給与の在

り方について検証し

た上で，業務の特殊

性を踏まえた適正な

水準を維持するとと

もに，検証結果や取

組状況を公表するこ

と。 

２ 給与水準の適正

化 

 給与水準について

は，国家公務員の給

与水準を十分考慮

し，役職員給与の在

り方について検証し

た上で，業務の特殊

性を踏まえた適正な

水準を維持するとと

もに，検証結果や取

組状況を公表する。 

 

２ 給与水準の適正

化 

 給与水準について

は，国家公務員の給

与水準を十分考慮

し，役職員給与の在

り方について検証し

た上で，業務の特殊

性を踏まえた適正な

水準を維持するとと

もに，検証結果や取

組状況を公表する。 

 

 ＜主要な業務実績＞ 

給与水準の適正化 

役員については，職務内容の特性や国家公

務員等との比較を考慮し妥当な報酬水準を

維持し，職員については，国家公務員の給与

体系に準拠し適正な給与水準を維持した。 

また，役職員の給与水準について，検証結

果や取組状況を公表した。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

給与水準の適正化について，役員，職員ともに，国家公務

員等との比較を考慮し，適正な給与水準を維持し，その検証

結果や取組状況を公表した。 

これらを踏まえ概ね計画どおりであり Bと評価する。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 給与水準について，国家公務員

等との比較を考慮し，適正な給与

水準を維持し，その検証結果や取

組状況を公表したことは評価でき

る。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

特になし。 

 

 

 

３ 契約の適正化 

 契約については，

「独立行政法人にお

ける調達等合理化の

取組の推進につい

て」（平成 27 年５月

25 日総務大臣決定）

に基づく取組を着実

に実施することと

し，契約の公正性，透

明性の確保等を推進

し，業務運営の効率

化を図ること。また,

「独立行政法人改革

等に関する基本的な

方針」（平成 25 年 12

月 24 日閣議決定）に

基づく「法人間又は

周辺の他機関等との

共同調達」について，

事務的消耗品等への

拡充を図るべく周辺

の他機関と検討し, 

年度計画等に具体的

な対象品目等を定め

た上で進めること。 

 保有資産について

は，資産の利用度の

３ 経費の節減と財

源の多様化 

 経費の節減につい

ては，目標入館者数

等の増加に伴う館内

業務委託費，環境整

備費及び維持管理費

等の増加が見込まれ

るなか，来館者サー

ビスの質を維持しつ

つ，事業実施の効率

的な体制の確保，委

託業務内容の精査を

図ることで，退職手

当や特殊要因経費を

除き，中期目標の期

間中，一般管理費に

ついては 15％以上,

業務経費についても

５％以上，運営費交

付金の効率化を図

る。ただし，人件費に

ついては前項「２ 

給与水準の適正化」

及び「Ⅷ その他主

務省令で定める業務

運営に関する事項」

の「３ 人事に関す

３ 経費の節減と財

源の多様化 

来館者サービスの質

を維持しつつ，委託

業務の改善，業務実

施体制の効率化に努

め，経費の節減を図

る。 

多様な財源確保のた

め，事業実施収入の

確保等に努めるとと

もに，賛助会をはじ

めとした会員制度の

体系等について，戦

略的な見直しを行う

ための検討を進め

る。 

 

 

 

 

 ＜主要な業務実績＞ 

○経費の節減 

昨年度に引き続き，近隣他機関との共同調

達を行うとともに，新たに電子複合機及び便

器洗浄殺菌装置等の設置維持管理について

も，平成 29 年度からの導入に向けて共同調

達を行い，経費節減を図った。 

○財源の多様化 

多様な財源確保のため，受託研究や寄付金

等の積極的な受入れを事業実施収入の確保

等に努めるとともに，プロジェクト研究に係

る経費の調達において，新たな試みとしてク

ラウドファンディングを活用した。 

また，賛助会をはじめとした会員制度の体

系について，具体的かつ戦略的な導入に向け

て検討を行った。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

近隣他機関との共同調達の維持・拡大を図り，経費の削減

に取り組んだ。 

また，多様な財源確保のため，受託研究や寄付金の積極的

な受入れのほか，新たにクラウドファンディングを活用する

取り組みを行い，事業実施収入の確保等に努めるとともに，

賛助会をはじめとした会員制度の見直しを行った。 

これらを踏まえ概ね計画どおりであり Bと評価する。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 共同調達の維持・拡大による経

費の削減とともに，事業実施収入

の確保等に努めている。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

引き続き多様な財源確保に努め

るよう期待したい。 
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ほか，本来業務に支

障のない範囲での有

効利用可能性の多

寡，効果的な処分，経

済合理性といった観

点に沿って，その保

有の必要性について

不断に見直しを行う

こと。 

 

る計画・方針」に基づ

いた効率化を図る。 

 また，多様な財源

確保のため，会員制

度の体系等について

戦略的に見直すな

ど，積極的に自己収

入の増加に努めるこ

ととし，中期目標期

間中の事業実施収入

を過去二期の中期目

標期間の平均以上と

することを目指す。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 契約の点検・見

直し 

 契約については，

「独立行政法人にお

ける調達等情の推進

について」（平成 27

年５月 25 日総務大

臣決定）に基づく取

組を引き続き実施す

ることとし，契約の

公正性，透明性の確

保等を推進し，業務

運営の効率化を図

る。また，「独立行政

法人改革等に関する

基本的な方針」（平成

25 年 12 月 24 日閣議

決定）に基づく「法人

間又は周辺の他機関

等との共同調達」に

ついて，事務的消耗

品等について拡大を

図るべく周辺の他機

関と検討し，年度計

画等に具体的な対象

品目等を定めた上で

進める。 

４ 契約の点検・見

直し 

 契約については，

「独立行政法人にお

ける調達等合理化の

取組の推進につい

て」（平成 27 年５月

25 日総務大臣決定）

に基づく取組みを引

き続き実施すること

とし，契約の公正性，

透明性の確保等を推

進し，業務運営の効

率化を図る。 

また，「独立行政法人

改革等に関する基本

的な方針」（平成 25

年 12 月 24 日閣議決

定）に基づく「法人間

又は周辺の他機関等

との共同調達」につ

いて，事務的消耗品

等について拡大を図

るべく周辺の他機関

と検討を進める。 

 

 

 ＜主要な業務実績＞ 

「独立行政法人における調達等合理化の

取組の推進について」に基づき，重点的に取

り組む分野としてあげている電力・ガス供給

契約に関する調達について，競争性確保の視

点から，平成 27 年度からガス供給契約を一

般競争契約とし，電気供給契約についても平

成 29 年度からの一般競争入札の具体的導入

に向け手続きを開始した。 

また，昨年度に引き続き，外部有識者を交

えた契約監視委員会を開催し，競争性のない

随意契約等の点検・見直しを行うことで，契

約事務の適性化及び透明性の確保を図った。 

「法人間または周辺の他機関等との共同

調達」については，近隣他機関との共同調達

を毎年継続的に行ってきているが，新たに電

子複合機及び便器洗浄殺菌装置等の設置維

持管理についても，平成 29 年度からの実施

に向けて共同調達を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進につい

て」に基づき，電気供給契約について，平成 29 年度からの一

般競争入札の具体的導入に向け手続きを開始した。 

また，契約監視委員会において，契約内容の点検・見直し

を行い，契約事務の適性化及び透明性の確保を図った。 

「法人間または周辺の他機関等との共同調達」について

は，近隣他機関との共同調達の維持・拡大に取り組んだ。 

これらを踏まえ概ね計画どおりであり Bと評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

 契約事務の適正化及び透明性の

確保に向けて，電気供給契約の一

般競争入札の導入について具体的

手続きを開始するとともに，契約

監視委員会において，競争性のな

い随意契約等の点検・見直しを行

った。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

特になし。 
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４ 予算執行の効率

化 

 独立行政法人会計

基準の改訂等によ

り，運営費交付金の

会計処理として，業

務達成基準による収

益化が原則とされた

ことを踏まえ，収益

化単位の業務ごとに

予算と実績を管理す

る体制を構築するこ

と。 

 

 

 

 

 

５ 保有資産の見直

し等 

 保有資産について

は，引き続きその活

用状況等を検証し，

その保有の必要性に

ついて不断に見直し

を行う。 

 

６ 予算執行の効率

化 

 独立行政法人会計

基準の改訂等によ

り，運営費交付金の

会計処理として，業

務達成基準による収

益化が原則とされた

ことを踏まえ，収益

化単位の業務ごとに

予算と実績を管理す

る体制を構築する。 

 

７ 決算情報・セグ

メント情報の開示 

 平成 28 年度以降

の決算については，

財務諸表のセグメン

トと事業のまとまり

としてのセグメント

を一致させ，透明性

の高い財務内容の開

示を行う。 

 

 

５ 保有資産の見直

し等 

 保有資産について

は，引き続き，その活

用状況等を検証し，

保有の必要性につい

て不断に見直しを行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 決算情報・セグ

メント情報の開示 

財務諸表において，

事業のまとまりごと

のセグメント情報を

開示し，予算計画と

執行実績に著しい乖

離がある場合には，

その理由を決算報告

書にて明らかにす

る。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

保有資産については，引き続き，その活用

状況等を検証し，保有の必要性及び売却の可

能性について検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

独立行政法人会計基準の改訂等により，運

営費交付金の会計処理として，業務達成基準

による収益化が原則とされたことを踏まえ，

収益化単位の業務ごとに予算と実績の管理

体制を構築した。 

また，財務諸表において事業のまとまりご

とに決算情報・セグメント情報を明らかにし

た。 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

保有資産については，引き続き，その活用状況等を検証し，

保有の必要性及び売却の可能性について検討した。 

これらを踏まえ概ね計画どおりであり Bと評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

独立行政法人会計基準の改訂等を踏まえ収益化単位の業

務ごとに予算と実績の管理体制を構築するとともに，財務諸

表において事業のまとまりごとに決算情報・セグメント情報

を明らかにした。 

これらを踏まえ概ね計画どおりであり Bと評価する。 

 

 

４．その他参考情報 

 特になし。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項，財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３ 財務内容の改善に関する項目 

当該項目の 

重要度，難易度 

－ 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２８年度）１－３ 

行政事業レビューシート番号 ００２５ 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

過去二期の中

期目標期間の

平均 

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 
（参考情報） 

 

中期目標期間中の

事業実施収入 

年度計画値 
過去二期の中期目標期間

の平均以上 
94,893      

 

実績値  － 144,032      

達成度  －       

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

Ⅴ 財務内容の

改善に関する事

項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 予算（人件費

の見積もりを含

む。），収支計画及

び資金計画 

 

収入面に関して

は，実績を勘案し

つつ，外部資金等

の確実な獲得を図

ることにより，計

画的な収支計画に

よる運営を図る。 

 

 また，管理業務

の効率化を進める

観点から，各事業

年度において，適

切な効率化を見込

んだ予算による運

営に努める。 

Ⅲ 予算（人件

費の見積もりを

含む。），収支計

画及び資金計画 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

平成 28 年度業務実績報告書 

＜自己評価書参照箇所＞ 評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定めら

れた通り，概ね着実に業務が実施

されたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 クラウドファンディングの活用

をはじめとする多様な財源の確保

とともに，決算情報の充実，運営

費交付金債務残高の解消，経費節

減により財務の適正化が図られ

た。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

次年度以降，計画的・効率的な

執行を行い，運営費交付金債務残

高の解消に努めることを期待した

い。 

 

各事項に関する業務実績の詳細は，下記のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各事項に関する自己評価は，下記の

通り。 
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＜有識者からの意見＞ 

・中期計画における所期の目標を

達成していると認められる。 

・受託研究，寄附金における積極

的な受入れ促進が効果を発揮して

いる。 

・運営費交付金残高については，

運営費交付金収益化基準の変更の

あったものの，計画的な執行は可

能であったと考えられる。 

 

 １．自己収入等の

確保 

多様な財源確保

のため，会員制度

の体系等につい

て戦略的に見直

すなど，積極的に

自己収入の増加

に努めることと

し，中期目標期間

中の事業実施収

入を過去二期の

中期目標期間の

平均以上とする

こと。 

 また，自己収入

額の取り扱いに

おいては，各事業

年度に計画的な

収支計画を作成

し，当該収支計画

による運営に努

めること。 

 

 １ 予算（中期

計画の予算） 

別 紙 １ の と お

り。 

 

１ 予算 

別 紙 の と お

り。 

 

＜評価の視点＞ 

【外部資金等の確

実な獲得】 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

○自己収入等の確保 

来館者サービスの充実等により入館者数の増加を図り，入場料収入の増加に

つなげた。 

また，外部資金については受託研究，寄付金等の積極的な受入れを促進し，

寄付金については，27 年度に引き続き資料の保存費用等に充てるため館内に募

金箱を設置，平成 26 年度に立ち上げた寄付研究部門の継続募集を行うととも

に，プロジェクト研究に係る経費の調達において新たな試みとしてクラウドフ

ァンディングを活用した。 

そのほか，広告料収入 7,050 千円の獲得，展示に関連したグッズや学習用教

材の開発，保有施設の有効活用も兼ねて，施設貸与の積極的な情報提供を行う

など，多様な財源の確保に努めた。 

 

（平成 28 年度外部資金受入実績）           

・受託研究                                      32,990 千円 

・寄附金                                      60,678 千円 

・科学研究費助成事業（直接経費・間接経費含む）  164,330 千円 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

受託研究，寄附金においては積極的

な受入れ促進の結果，27 年度を上回る

収入となった。また，新たな試みとして

クラウドファンディングを活用するな

どにより外部資金の獲得に向けて積極

的に取り組んだ。 

これらを踏まえ概ね計画どおりであ

り Bと評価する。 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

 入場料収入増加をはじめ，前年

度の収入を上回るなど，所期の目

標を達成していると認められる。

館内への募金箱設置，広告料収入

の獲得，展示に関連したグッズや

学習用教材の開発，保有施設の有

効活用も兼ねて，施設貸与の積極

的な情報提供を行うなど，多様な

財源の確保に努めた。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

特になし 

 

 

 

 ２ 決算情報・セ

グメント情報の

充実等 

 国立科学博物

館の財務内容等

の一層の透明性

 ２ 収支計画 

別 紙 ２ の と お

り。 

 

 

 

２ 収支計画 

  別 紙 の と お

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

財務内容等の一層の透明性を確保するとともに，活動内容を政府・国民に対

して分かりやすく示し，理解促進を図る観点から，事業のまとまりごとに決算

情報・セグメント情報を明らかにした。 

 

 

 

評定：B 

＜評定と根拠＞ 

財務内容等の一層の透明性を確保す

るとともに，活動内容を政府・国民に対

して分かりやすく示し，理解促進を図

る観点から，事業のまとまりごとに決

＜評価すべき実績＞ 

 財務内容等の透明性の確保とと

もに，活動内容を分かりやすく示

し，理解促進を図る観点から，事

業のまとまりごとに決算情報・セ

グメント情報を明らかにした。 
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を確保するとと

もに，活動内容を

政府・国民に対し

て分かりやすく

示し，理解促進を

図る観点から，事

業のまとまりご

とに決算情報・セ

グメント情報の

公表の充実等を

図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【収入】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【支出】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○平成 28 年度収入状況 

(単位：千円) 

 

収入 

 

予算額 

 

決算額 

 

差引増減額 

 

備考 

 

運営費交付金 

 

2,749,400 

 

2,767,895 

 

18,495 

 

※1 

施設整備費補

助金 

 

0 

 

0 

 

0 

 

 

その他補助金 

 

0 

 

26,243 

 

26,243 

 

※2 

 

入場料等収入 

 

420,278 

 

981,124 

 

560,845 

 

※3 

 

計 

 

3,169,678 

 

3,775,261 

 

605,583 

 

 

【主な増減理由】 

※1 補正予算が措置されたため。 

※2 予算上見込んでいない医療研究開発推進事業費を獲得したため。 

※3 入場料収入が予算を上回ったことによる他，外部資金（受託研究収入，寄

付金収入等），施設貸与など，運営費交付金算定対象外の収入があったため。 

 

 

○平成 28 年度支出状況 

（単位：千円） 

 

支出 

 

予算額 

 

決算額 

 

差引増減額 

 

備考 

 

業務経費 

 

1,531,244 

 

1,714,454 

 

▲183,210 

 

うち，展示関

係 

 

744,265 

 

725,043 

 

19,222 

 

うち，研究関

係 

 

452,267 

 

441,287 

 

10,980 

 

うち，学習支

援関係 

 

183,480 

 

186,685 

 

▲3,205 

 

うち，収集保

管関係 

 

151,232 

 

361,440 

 

▲210,208 

 

※4 

 

一般管理費 

 

576,587 

 

511,876 

 

64,711 

 

 

人件費 

 

1,061,847 

 

1,053,808 

 

8,039 

 

 

その他 

 

0 

 

26,160 

 

▲26,160 

 

※5 

 

計 

 

3,169,678 

 

3,306,299 

 

▲136,621 

 

 

【主な増減理由】 

※4 補正予算の措置や外部資金による支出，また，予定になかった標本受入れ

算情報・セグメント情報を明らかにし

た。 

これらを踏まえ，概ね計画どおりで

あり Bと評価する。 

 

 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

特になし 
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 ３ 資金計画 

 別紙３のとお

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 資金計画 

 別 紙 の と お

り。 

 

 

 

 

 

【収支計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資金計画】 

 

 

 

 

 

に伴う費用の発生のほか，本セグメントの新設により従来他セグメント

扱いであったものが当該セグメント扱いとなっているため。 

※5 予算上見込んでいない医療研究開発推進事業費の獲得による支出があっ

たため。 

 

○平成 28 年度収支計画 

（単位：千円） 

区分 計画額 実績額 差引増減額 備考 

費用の部 

 経常費用 

   展示関係経費 

   研究関係経費 

   学習支援関係経費 

   収集保管経費 

一般管理費 

   人件費 

   減価償却費 

 

          

619,735 

371,972 

150,905 

124,467 

505,071 

1,061,848 

262,500 

 

 

698,270 

413,236 

186,685 

358,548 

458,224 

1,053,808 

274,619 

 

 

 ▲78,535 

 ▲41,264 

 ▲35,780 

 ▲234,081 

46,847 

8,040 

▲12,119 

 

 

※1 

※2 

※3 

※4 

 

 

 

収益の部 

 運営費交付金収益 

 入場料等収入等 

 資産見返負債戻入 

臨時損失 

臨時利益 

 

純損失 

総損失 

 

2,413,720 

420,278 

262,500 

－ 

－ 

 

0 

0 

 

2,211,851 

970,847 

235,553 

▲9,257 

1,626 

 

▲36,028 

▲36,028 

 

201,869 

 ▲550,569 

26,947 

▲9,257 

1,626 

 

▲36,028 

▲36,028 

 

 

※5 

 

 

【主な増減理由】 

※1 外部資金（受託研究，寄付金等）など，運営費交付金算定対象外の収入に

よる支出があったため。 

※2 外部資金（受託研究，寄付金等）など，運営費交付金算定対象外の収入に

よる支出があったため。 

※3 教育普及事業関連収入など，運営費交付金算定対象外の収入による支出が

あっため。 

※4 補正予算が措置されたことや予定になかった標本受入れに伴う費用の発

生，外部資金（受託研究，寄付金等）など，運営費交付金算定対象外の収

入による支出があったため。 

※5 入場料収入が予算を上回ったことによる他，外部資金（受託研究収入，寄

付金収入等），施設貸与など，運営費交付金算定対象外の収入があったため。 

 

  

○平成 28 年度資金計画 

（単位：千円） 

区分 計画額 実績額 差引増減額 備考 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

  

3,169,678 

2,833,997 

335,681 

 

3,738,742 

3,665,742 

73,000 

 

▲569,064 

 ▲831,745 

262,681 

 

 

※1 
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【財務状況】 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

3,169,678 

3,169,678 

2,749,400 

420,278 

0 

3,738,742 

3,736,742 

2,767,895 

970,847 

0 

569,064 

569,064 

18,495 

 569,064 

0 

 

 

 

※2 

 

【主な増減理由】 

※1 外部資金（受託研究収入，寄付金収入等）など，運営費交付金算定対象外

の収入による支出があったため。 

※2 入場料収入が予算を上回ったことによる他，外部資金（受託研究収入，寄

付金収入等），施設貸与など，運営費交付金算定対象外の収入があったため。 

 

財務状況 

○当期総損失 

▲36,068,125 円 

 

【当期総利益（又は当期総損失）の発生要因】 

 見込額を超過した一部の収益化単位（一定の事業のまとまりを細分化したも

の）における超過分が当期総損失として計上されている。これは，当初予定に

なかった標本の受入に伴う費用の増加などが要因としてあげられる。 

 

 ３ 運営費交付

金債務残高の解

消 

各年度期末にお

ける運営費交付

金債務に関し，そ

の発生原因等を

分析し，解消を図

る方策を講ずる

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 短期借入金の

限度額 

・短期借入金の限

度額：８億円 

・想定される理由 

運営費交付金の受

入れに遅滞が生じ

た場合である。 

 

 

Ⅴ 不要財産又は

不要財産となるこ

とが見込まれる財

産の処分等に関す

る計画 

 不要な財産又は

不要財産となるこ

とが見込まれる財

産はない。 

 

Ⅵ 重要な財産の

処分等に関する計

画  

 ＜評価の視点＞ 

短期借入金は有る

か。ある場合は，そ

の額及び必要性は

適切か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

○短期借入金の有無及び金額 

短期借入金はない。 

 

○運営費交付金債務残高の状況 

平成 28 年度決算における運営費交付金債務は 532,482,613 円（未執行率

19％）となっている。これは，展示物の補修等における資材調達の遅れや作業

人員の確保をはじめ，新たな必要性が生じたことにより環境整備計画の見直し

を余儀なくされ，翌年度に渡って実施せざるを得なくなったものである。また，

研究活動などにおいて，天候不順や研究活動の進捗に伴って必要となった調査

の延期や延長等により，年度内に執行が困難となった事業について，次年度以

降に繰り越したものであり，次年度以降，計画的・効率的な執行を行い，運営

費交付金債務残高の解消に努めることとしている。 

 

○業務運営に与える影響の分析 

 該当なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定：B 

＜評定と根拠＞ 

年度末における運営費交付金債務に

関しては事業の進捗状況から債務とし

計上しているものであるが，次年度以

降計画的・効率的な執行を行うことと

している。また，独立行政法人会計基準

に則って適切に処理されており B と評

価する。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 運営費交付金の債務の発生原因

について，分析を行い，次年度以

降の計画的・効率的な執行に努め

ていることは評価に値する。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

次年度以降，計画的・効率的な

執行を行い，運営費交付金債務残

高の解消に努めることを期待した

い。 
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 重要な財産を譲

渡，処分する計画

はない。 

 

Ⅶ 剰余金の使途 

 決算において剰

余金が発生した時

は，次の購入等に

充てる。 

 １ 標本資料の

購入 

 ２ 調査研究の

充実 

 ３ 企画展・巡

回展示等の追加実

施 

 ４ 利用者サー

ビス，情報提供の

質的向上 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

利益剰余金は有る

か。ある場合はその

要因は適切か 

 

 

 

 

 

 

○利益剰余金 

 なし。 

 

○繰越欠損金 

なし。 

 

○溜まり金の国庫納付の状況 

溜まり金はない。 

 

 

 

 ４ 経費の節減 

 予算の効率的

な執行等に努め，

より一層の節減

を行うとともに，

効率的な施設運

営や共同調達等

の工夫により，経

費の節減を図る

こと。 

 

   ＜主要な業務実績＞ 

○経費の節減 

27 年度に引き続き，近隣他機関との共同調達を行うとともに，新たに電子複

合機及び便器洗浄殺菌装置等の設置維持管理についても，平成 29 年度からの

導入に向けて共同調達を行った。また，「独立行政法人における調達等合理化

の取組の推進について」において重点的に取り組む分野としてあげている電力・

ガス供給契約に関する調達について，競争性確保の視点から，平成 27 年度より

ガス供給契約を一般競争契約とし，電気供給契約についても平成 29 年度から

の一般競争入札の具体的導入に向け手続きを開始した。 

これらにより経費節減を図っている。 

評定：B 

＜評定と根拠＞ 

近隣他機関との共同調達及び一般競

争入札の維持・拡大を図り，経費節減に

取り組んだ。 

これらを踏まえ概ね計画どおりであ

り Bと評価する。 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

 経費節減に向けて，近隣他機関

との共同調達及び一般競争入札に

維持・拡大への取組について評価

できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

次年度以降についても経費節減

に向けた取組の維持・拡大に努め

ることを期待したい。 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項，財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４ その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の 

重要度，難易度 

 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２８年度）１－３ 

行政事業レビューシート番号 ００２５ 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

（参考情報） 

 

－ 

－ － － － － － － －  

－ － － － － － － －  

－ － － － － － － －  

－ － － － － － － －  

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

Ⅵ その他業務運営

に関する重要事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅷ その他主務省令

で定める業務運営に

関する事項 

 

 

 

Ⅳ その他主務省令

で定める業務運営に

関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

平成 28 年度業務実績報告書 

＜自己評価書参照箇所＞ 評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中期計画及び年度計画に定めら

れた通り，概ね着実に業務が実施さ

れたと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 内部統制の充実，情報セキュリテ

ィへの対応，人事及び施設・設備整

備の計画ともに，概ね計画どおりに

順調に進められている。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

特になし 

 

＜有識者からの意見＞ 

・見せる収蔵の観点による収蔵庫の

リニューアル化を評価したい。 

・コレクションの充実を今後継続し

ていくためには収蔵庫は大きな課

題であるが，収蔵庫完成後も検討が

各事項に関する業務実績の詳細は，下記の

とおり。 

 

 

 

 

各事項に関する自己評価は，下記の通り。 
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続けられていることは評価できる。 

・館員研修，外部研修等適切な計画・

運用が進められている。 

・サイバー攻撃への対策は講じられ

ている。想定外の攻撃が突然やって

くる例もあるので，今後も一層の注

意を払って頂きたい。 

 

 １ 法令遵守等内部

統制の充実 

 内部統制について

は，館長によるマネ

ジメントを強化する

ための有効な手段の

一つであり，組織・業

務運営や信頼性確保

のため，コンプライ

アンス等を適切に行

うことが重要である

ことから，「独立行政

法人の業務の適正を

確保するための体制

等の整備」（平成 26

年 11 月 28 日付け総

務省行政管理局長通

知）を踏まえた規程

の整備等必要な体制

整備，内部統制の仕

組みが有効に機能し

ているかの点検・検

証，また，これら点

検・検証を踏まえた

見直しなど，必要な

取組を推進するこ

と。 

 

 

１ 内部統制の充実 

 適正かつ効果的・

効率的な内部統制を

充実させるため，館

長による意思決定の

館内周知，コンプラ

イアンスの徹底，関

係規程の整備・運用，

リスクマネジメント

の強化を図る。 

 また，これら内部

統制環境の整備状況

や有効に機能してい

ること等について，

定期的に内部監査等

によりモニタリン

グ・検証するととも

に，公正かつ独立の

立場から評価するた

めに，監事による監

査機能の充実を図

り，これらを踏まえ

た見直しを行う。 

 研究活動の信頼性

確保の観点から，研

究不正に適切に対応

するため，組織とし

て研究不正を事前に

防止する取組みを強

化する。また，万が一

研究不正が発生した

際の対応のための体

制を強化する。 

１ 内部統制の充実 

 館長による意思決

定の館内周知のた

め，部長会議等の会

議資料，議事要旨等

を館内掲示板へ掲示

するよう体制を整え

る。 

 業務ごとに内在す

るリスクをリスク管

理委員会において把

握し，リスク顕在時

における対応につい

て検討する。 

 内部ガバナンスの

機能を高めるため，

部長会議等の会議の

運営状況について，

定期的に監事に報告

する。 

 研究活動上の不正

防止を目的とした説

明会を開催するなど

コンプライアンスの

徹底を図る 

 

 

 ＜主要な業務実績＞ 

○内部統制の充実 

館長による意思決定を館内に周知するた

めの体制を整え，部長会議等の会議資料，議

事要旨等を館内掲示板へ掲示した。また，中

期目標を阻害する要因となるリスクをリス

ク管理委員会において把握し，リスクの重要

度を評価するとともにリスク顕在時におけ

る対応について検討した。 

内部ガバナンスの機能を高めるため，部長

会議等の会議の運営状況について，会議資料

を送付するなど定期的に監事に報告した。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 部長会議等で決定した内容を周知するため，会議資料，

議事要旨等を館内掲示板に掲示した。また，中期目標を阻

害する要因となるリスクを業務内容ごとにとりまとめ，リ

スク管理委員会において把握するとともに，リスクの重要

度を評価し，リスク顕在時における対応について検討した。 

 内部ガバナンスの機能を高めるため，監事に部長会議等

の会議資料を送付するなど定期的に監事に報告した。 

おおむね計画どおりであり B とした。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 内部統制の充実のために，会議資

料，議事要旨等の共有とともに，中

期目標を阻害するリスクの把握及

び評価に努め，リスク顕在時におけ

る対応についての検討に努めた。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

特になし 
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 ２ 情報セキュリテ

ィへの対応 

 政府機関の情報セ

キュリティ対策のた

めの統一基準群を踏

まえ，情報セキュリ

ティ・ポリシーを適

時適切に見直すとと

もに，これに基づき

情報セキュリティ対

策を講じ，情報シス

テムに対するサイバ

ー攻撃への防御力，

攻撃に対する組織的

対応能力の強化に取

り組むこと。 

 また，対策の実施

状況を毎年度把握

し，ＰＤＣＡサイク

ルにより情報セキュ

リティ対策の改善を

図ること。 

 

２ 情報セキュリテ

ィへの対応 

 サイバー攻撃への

防御力，攻撃に対す

る組織的対応能力の

強化を図るため，政

府機関の情報セキュ

リティ対策のための

統一基準群を踏ま

え，規程等の整備，役

職員の研修，システ

ムの監査を行うとと

もに，館内における

対策の実施状況につ

いての点検を計画的

に実施し，適切な情

報セキュリティの確

保を図る。 

 

２ 情報セキュリテ

ィへの対応 

政府の情報セキュリ

ティ対策における方

針等を踏まえ，適切

な情報セキュリティ

の確保のために，規

程等の整備，役職員

等に対する研修等を

行うとともに，館内

の取組み状況につい

ての点検を実施す

る。 

 

 ＜主要な業務実績＞ 

○情報セキュリティへの対応 

サイバー攻撃への防御力，攻撃に対する組

織的対応能力の強化を図るため，政府機関等

の情報セキュリティ対策のための統一基準

群を踏まえ，情報セキュリティ規程の改定な

ど，規程等の整備を行った。また，新任研修

での情報セキュリティ研修や，標的型メール

攻撃訓練など，役職員等への研修を行った。

監査として web ページの脆弱性診断を行う

とともに，館内における対策の実施状況につ

いての点検を実施し，適切な情報セキュリテ

ィの確保を図った。 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 サイバー攻撃への防御力，攻撃に対する組織的対応能

力の強化を図るため，情報セキュリティ規程の改定など規

程等の整備を行い，標的型メール攻撃訓練など，役職員等

への実質的な研修を実施するとともに，館内における情報

セキュリティ対策の取組状況についての点検を行った。 

おおむね計画どおりであり B とした。 

＜評価すべき実績＞ 

 サイバー攻撃への防御力，攻撃に

対する組織的対応能力の強化を図

るため，情報セキュリティ規程の改

定など規程等の整備を行い，標的型

メール攻撃訓練など，役職員等への

実質的な研修を実施したことは評

価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

特になし 

 

 

３ 人事に関する計

画 

 適切な人事管理や

大学等との積極的な

人事交流を進めるこ

とにより，効率的・効

果的な業務運営を行

うこと。 

 また，国立科学博

物館の将来を見据

え，計画的な人材の

確保・育成を図るこ

と。 

 

３ 人事に関する計

画・方針 

 適切な人事管理や

大学等との積極的な

人事交流を進めるこ

とにより，効率的・効

果的な業務運営を行

う。 

また，当館の将来を

見据え，計画的な人

材の確保・育成を図

る。 

 

３ 人事に関する計

画・方針 

大学等との積極的な

人事交流を進め，大

学等の人材を受け入

れ，大学等の手法を

取り入れることによ

り効率的・効果的な

業務運営を行う。 

また，当館で採用し

た人材を大学等に送

り出し，他機関の経

験を積ませ，視野を

広げることなどによ

り，当館の将来を担

える人材の育成を図

る。 

 

 ＜主要な業務実績＞ 

○人事に関する計画 

大学等との積極的な人事交流を進めた。職 

員の意識，専門性の向上を図るために館とし

て職員研修を実施するとともに，外部の研修

に職員を積極的に派遣し，その資質向上を図

った。 

 

館内研修 6件（延べ参加者数 111 名） 

外部研修 17 件（延べ参加者数 18 名） 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

大学等との積極的な人事交流を進めると 

ともに，職員の意識，専門性の向上を図るために館として

職員研修を実施し，外部の研修に職員を積極的に派遣し，

その資質向上を図った。 

おおむね計画どおりであり B とした。 

 

＜評価すべき実績＞ 

 大学等との積極的な人事交流を

進めるとともに，館として職員研

修を実施し，外部の研修に職員を

積極的に派遣することで，職員の

意識，専門性の向上を図るととも

に，館の将来を見据え，計画的な

人材の確保・育成を図ったことは

評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

特になし 
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 ４ 施設・設備整備 

 施設・設備の整備

に当たっては，ナシ

ョナルコレクション

を人類共通の財産と

して将来にわたって

確実に継承すること

や，新たな研究成果

やニーズ等を展示内

容等に適切に反映す

ること，さらには安

全で快適な観覧環境

を提供することなど

の視点を踏まえ，計

画的に推進するこ

と。 

４ 施設・設備に関

する計画 

 長期的な展望に立

った計画的な施設設

備の整備を行う（別

紙４のとおり）とと

もにインフラ長寿命

化計画に沿って個別

施設計画を策定し，

これにより，既存施

設の長寿命化（安全

性，機能性の確保）等

に向けた取組を一層

推進する。 

 

４ 施設・設備に関

する計画 

必要となる収蔵スペ

ースの確保に向け，

新たな収蔵庫の設置

等について検討を進

める。 

インフラ長寿命化計

画（行動計画）の個別

施設計画の基となる

施設・設備の計画的

な点検・診断を上野

地区及び白金台地区

を対象に実施する。 

 

 ＜主要な業務実績＞ 

○施設・整備に関する計画 

新たな収蔵庫の設置計画にあたって必要

スペース面積の検討を行うと共に「適切な収

蔵環境」，「見せる収蔵」の観点より実証的な

調査研究を開始した。 

インフラ長寿命化のための個別施設計画

を策定する基となる施設・設備の点検・診断

を上野地区，白金台地区を対象に実施した。 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 収蔵スペースの拡充について，研究部を交えて議論を行

い，新たな収蔵庫に求められる要件などを検討した。また，

ナショナルコレクションとして継承していくためには，国

民に標本資料を収集・保管する意義を伝えることが重要で

ある，という観点から，「見せる収蔵」を目指し，筑波地区

の収蔵庫を一部リニューアルした。それにより，収蔵する

までの行程や保管した標本資料を積極的に伝えるととも

に，温湿度管理など貴重な資料の保管環境として重要とな

る指標データの確保を実証的に行っている。 

 これらを踏まえ概ね計画どおりであり B と評価する。 

＜評価すべき実績＞ 

 収蔵庫の温湿度管理など，ナシ

ョナルコレクションの継承のため

に重要となる指標データの確保を

実証的に行うとともに，インフラ

長寿命化計画に沿った個別施設計

画の策定により，既存施設の長寿

命化（安全性，機能性の確保）等

に向けた取組を行っていることは

評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

特になし 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 

 


